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第１章　要請の背景第１章　要請の背景第１章　要請の背景第１章　要請の背景

1-11-11-11-1　職業教育の重要性　職業教育の重要性　職業教育の重要性　職業教育の重要性

　現在の中国は、経済を発展させ、国を富まし、国民を豊かにすることを基本的な命題としてい

る。1992 年中国共産党の第 14 回全国代表大会において、いわゆる「社会主義市場経済」を提起

し、それまで進めてきた改革開放・市場経済化の路線を確認し加速させる方向で今日に至ってい

るが、これを支えるものとして欠かすことのできないのが労働力の普遍的なレベルアップで、科

学技術の高度化、産業の国際化という社会環境に対応しうる労働市場の形成である。

　中国が擁する労働力は豊富で、1999 年に新しく社会に参入する新規労働力だけでも 2,900 万

人に上るが、問題は全般的にその教育レベルが低く、社会の需要に応えるにはほど遠い。先進国

では 60～80％に達すると言われる科学技術の経済発展に対する寄与率も中国では 30％に過ぎな

いという現状にあるという。

　そこでかねてから重要視されているのが職業教育で、中国共産党は 1985 年５月「教育体制改

革の決定」を提示し、中等教育（中学・高校レベル）の教育体制を見直し、職業教育に大きな力

点を置くことを提唱、また 1991 年 10 月には国務院が「職業教育を大いに発展させることに関す

る決定」を発表、2000 年までに職業学校の重点校を 2,000 校建設するとの目標を掲げた。さら

に 1993 年２月には、国務院から「中国教育改革発展要綱」が示され職業教育の位置づけがなさ

れ、続けて 1996 年５月には「職業教育法」が公布されて、職業教育はここに法的にサポートさ

れた社会的地位を得るに至った。

　一方市場経済の推進に伴って、従来計画経済の中で運営されてきた国有企業の体質改善の必要

性が顕在化し、国有企業改革が強力に進められるに至って、職業教育には新たな緊急のニーズが

加わった。すなわち国有企業を中心とする多くの企業において、新しい経済体制に適合させるべ

く企業内の余剰人員が大量にレイオフされ、その数が１千万人のオーダーに上るという深刻な雇

用問題に今中国は直面している。この問題の解決に当たって欠かせない要素の一つが、彼らに新

しい社会に適応できる職業技術をいち早く身に付けさせることであり、それによって再就職の道

を開くことである。

　さらに農村地域を貧困から脱却させる問題がある。改革開放政策は沿岸地域と内陸部、都市と

農村との間に大きな格差を生んだ。特に「老、少、辺」（革命根拠地、少数民族地区、辺境地

区）と呼ばれる地域には、1998 年の時点で未だに原始的な農業に頼っていて、最低の衣食住さ

え満足に享受できないという状態の農民が 4,200 万人いるという。農村の産業化（農産物に加工

による付加価値を付ける方向への誘導）が提唱されているが、ここにも求められているのは初歩

的な職業技術教育による民度の向上である。

　かくして、職業教育の早急な体制整備とその受け皿づくりが提唱され、21 世紀初頭までには、
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初級中学（日本の中学に相当）卒業生の 60％から 70％が中等職業教育を受けられる体制を作る

という発展目標が示された。しかしその実行に当たっては、種々乗り越えなければならないハー

ドルが多く、現状では規模的にも質的にもまだまだ経済建設と社会発展の需要を満たすには至っ

ていない。

　問題はいろいろあるが、最も大きなネックになっているのが資金不足である。資金不足のため

に、職業教育には欠かせない実験や実習に用いる教育機材が絶対的に不足しており、そのために、

職業訓練を受けさせるべき多くの対象を前にしながら、定員を増やせない、或いは設置すべき専

門コースが開設できないという現実に直面しているという。

　本要請はこうした情勢の中で、全国各地の重点職業学校ないしはそれに準じる学校の中から、

特に 17 校を選び、本邦の無償資金協力によってその教育機材を整備し、目標とする職業教育体

制の充実に役立てたいとするものである。中国側の計画では、毎年４～５校づつ連続４年間に

亘って同資金協力を受け、これら 17 校を充実させたいとしており、今回の要請はその第 1 回で

ある。

1-21-21-21-2　要請校の選定　要請校の選定　要請校の選定　要請校の選定

　17 校は主として経済的に比較的遅れた地域を中心に、黒龍江、吉林、遼寧、河北、山東、雲

南、甘粛、寧夏回族、新彊ウイグル、青海、陝西、山西、広西、内蒙古、貴州、湖北といった

16 の省・自治区からそれぞれ１校（河北省のみ２校）を選び、第 1 回はこの中から華北地区２

校（河北省冀州市及び青龍満族自治県)、西南地区１校（雲南省西双版納タイ族自治州)、東北地

区１校（遼寧省瀋陽市)、華東地区１校（山東省五蓮県）の計５校がピックアップされたもので

あるが、その選定に当たっての根拠としては下記の状況が考えられる。

　職業教育行政を管掌している国家教育部は、1991 年以来農村部を中心に「職業技術教育セン

ター」なる教育機関の新設に取り組んできている。これは中等レベルの職業学校の一形態である

が、その狙い目は現在縦割り行政の中で散在している小規模な職業学校を統一して一定の規模を

持たせ、限られた教育資源を有効に活用したいというものであると同時に、そこに単なる学校教

育以外の多様な機能を持たせ、広く地域社会の職業教育に役立てようとするものである。従って

ここでは地域住民に対するサービスとして農民に対する教育、企業の在職職員に対する継続訓練、

国有企業からのレイオフ労働者の転職訓練、中学卒業生の就職前訓練等多様な職業訓練を業務の

一環として日常的に行っている。中でも農民に対しては、農作物の病害対策、化学肥料の選定、

新作物の紹介等現場に密着した実用技術の指導・コンサルティングに当たる等、地域の技術情報

センター的な役割も演じており、地域社会に果たしている貢献度は大きい。

　今回要請のあった５校は、瀋陽を除いてすべてこの職業教育センターであり、その波及効果か

ら考えて、援助の対象としてこれらの学校を選ぶことは妥当な選択かと思われる。以下に各要請
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校の持っているそれぞれに特徴的な背景について述べる。

　まず河北省の冀州である。そもそも河北省は教育部が職業教育のモデル省として最も重要視し

ている省であり、河北省からのみ２校の対象校を出しているのもその辺りの事情がある。上述の

職業教育センター構想も河北省で手始めに試行され、現在では同省 138 県全県にそれぞれ１校が

建設されているが、その中にあって要請校冀州職業教育センターは本構想の第１号校の由である。

要請校５校の中では機材も比較的揃っている方で、これまでにもかなり重点的に投資がなされて

いることが伺えるが、それでも河北省教育委員会の示している教育大綱の要求を 60％満たして

いるに過ぎないとのことで、同校のより一層の充実は、教育部の政策とも関連して、本プロジェ

クトに欠かせないものかと思われる。

　青龍は同じ河北省にあるが、ここは一人当たり GDP が 3,100 元（全国平均 6,400 元）という典

型的な貧困県である。職業教育センター構想は教育による貧困脱出を目指したものであるが、青

龍県は 1987 年以来全国農村教育総合改革実験区に指定されており、その中にあって要請校は同

県唯一の職業教育センターとして大きな期待が掛けられている。事実同校の農村教育改革に対す

る取り組みはかねてから意欲的で、９年の義務教育を６・３から５・４に改編して初等中学在籍

の間に基礎的な職業教育を施すことが農村では望ましいとの提案をし、実施される等の実績を残

している。中央政府からの評価も高く、UNESCO をはじめ全国ほとんどの省からの視察団を受け

入れている等、農村教育改革の分野では名の通った存在となっている模様で、同校に対する援助

はそれなりの影響力が期待できるかと思われる。

　西双版納は少数民族が人口の 74％を占めるという少数民族自治州である。経済発展に取り残

されている少数民族の貧困からの脱却は、中国が国策として優先的に取り組んでいる課題の一つ

であるが、少数民族の貧困は、無教育と貧困との悪循環（貧困が教育の機会を狭め、それがまた

貧困を呼ぶ)、言語のハンディキャップ（情報からの隔絶)、特殊な生活観念からくる時代感覚の

欠如等に起因している。従ってその子弟に対して新しい教育を施すことは、彼らがそこで得た知

識と感覚を自分たちの生活圏に持ち帰り、より開かれた民族社会を次の世代で形成することに繋

がるもので、学生個人に対する知識の付与以上の意味をそこに見いだせるように思われる。

　五蓮県は、要請校５校のうちで唯一労働部管轄の技工学校を中核としてできた職業教育セン

ターで、主に工場労働者の育成に当たっているという点が特徴的である。また、山東省は労働部

が企画し試行中の労働予備制度（普通中学卒業生で上級校へ進学しない者に対して、就職前に必

ず１～３年の職業教育を義務づけるというもの。2-2-3 参照）の試行地域に指定されており、要

請校は本制度の該当者に対する訓練をも相当程度手がけている。対象校の一つに労働部系が１校

入っていることもバランス上好ましいかと思われる。

　瀋陽は今回の要請５校のうち、他とは状況が若干異なる。他の４校が経済的に比較的遅れた農

村地域を対象にし、地域経済発展の原動力にしようという意味付けがなされているのに対し、瀋
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陽は中国屈指の工業都市であり、都市部における職業教育への取り組みの一つの典型として捉え

られている。ここで求められているのは新しい産業構造に適応した中級労働力の育成であり、今

一つはレイオフ労働者の再教育である。一般に東北地方は国有重工業企業が集中しており、新し

い市場経済体制になじみにくい地域とされているが、中でも瀋陽はその典型で、今も 35 万に上

るレイオフ労働者を抱え、その対策に苦慮している。その中にあって要請校である瀋陽職工大学

付属中等専門学校は、その上部機関が雇用問題の直接の当事者である瀋陽市総工会であり、対象

校もレイオフ労働者の転職訓練等雇用問題への対応にもに大いに力を発揮している。

【追記】

　上記 16 の省・区から 17 の学校を選定して無償資金協力を受ける対象とし、４年間でそれを実

現したいという計画に対して、若干の追加変更を加えたい旨の発言が、今回予備調査団の訪問に

当たり、対外貿易経済合作部国際経貿関係司康炳健処長よりなされた。変更の要点は、従来の

16 省・区に新たに江西、河南、四川、重慶、湖南、安徽の６省・市を加え、それぞれから１校

を選定して、合計 22 の省・区・市の 23 の学校を対象として５年間にわたって無償資金協力を受

けるべく申請したいというものである。

　その背景として康処長は、職業教育の重要性、緊急性、資金的な制約の他に、中国がこれから

取り組もうとしている中西部開発政策との関連に触れ、22 省は中西部を主体として選定したも

ので、これらの地域に設備的に比較的整い、地域の状況にマッチし、モデルとなり得るような職

業学校ないしは職業教育センターを各１校建設し、全国の中等職業教育の発展を促したいと述べ

た。
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第２章　プロジェクトの概要第２章　プロジェクトの概要第２章　プロジェクトの概要第２章　プロジェクトの概要

2-12-12-12-1　職業教育に関する政府の方針　職業教育に関する政府の方針　職業教育に関する政府の方針　職業教育に関する政府の方針

　中国は社会主義経済から市場経済への移行を国策としてとり始めて以来、それを支える労働市

場の普遍的な質的向上が必要不可欠の課題であるとの認識に立ち、数度に亘って人材育成に関す

る共産党中央や政府の指針を提示し、政策に反映させている。

　1985 年５月中国共産党中央委員会の「教育体制改革の決定」をはじめ、1991 年 10 月に国務院

が「職業教育を大いに発展させる国務院の決定」を発表、1993 年２月には国務院から「中国教

育改革発展要綱」が示され、続けて 1996 年５月には「職業教育法」が公布された。これらの中

で一貫して示されているのは、職業教育の重視であり、中でも中等レベル（日本の中卒・高卒レ

ベルに相当）の人材育成の重要性である。この階層の労働力に社会が必要とする専門的職業技術

を身につけさせ、労働市場の知的レベルを相対的に向上させることがこれからの社会の発展に欠

かせないとしている。

　上記「職業教育を大いに発展させることに関する決定」と「中国教育改革発展要綱」における

下記の内容は、職業教育分野に関する中国政府の基本姿勢を示すものとして、十分に本プロジェ

クトの正当性を裏付けるものであると言うことができる。

　さらに最近の新しい動きとしては、1999 年に教育部職業教育・成人教育司が「職業教育にお

ける教学改革の深化を図り、資質教育の全面的推進に関する意見」を発表し、職業教育の一層の

充実に向けての指針を示している。これについても併せてその主な内容を記す。

(１) 「職業教育を大いに発展させることに関する決定」

・すべての労働者に対して、系統的な職業技術教育が受けられるシステムを構築しなけ

ればならない。

・中等職業学校の規模を拡大し、職業学校の学生数が普通高級中学校の学生数を上回る

ことが望ましい。

・小学校、初級中学校（初中)、高級中学校（高中）の卒業生で、上級校に進学しない青

少年に対しては、就職前に短期間の職業訓練を受けさせるべきである。

・既就業者に対する職業訓練として、成人教育を積極的に展開しなければならない。

・中等専門学校（中専）の運営条件を改善し、教育の質を高める必要がある。

・農村における基礎教育、職業教育、成人教育を積極的に推進しなければならない。

・革命の根拠地、少数民族の集中する地域、辺境地域、山岳地帯、貧しい地域に対して

は、特別な配慮をして職業教育の発展を促さなければならない。

・職業教育は社会全体の力を糾合して取り掛かるべきで、企業をはじめとする種々の社

会団体が職業教育に積極的に携わることを奨励する。
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・職業教育の運営経費は国の財政に頼る以外に、各レベル、各地方、各部門で工夫を凝

らして、その財源を拡大する努力を払うべきである。

・就職に際しては職業教育を受けた者を優先させる等のインセンティブを設けて、職業

教育の徹底を図るべきである。

・特定の技術分野においては、しかるべき技術教育を施して、一定の資格を取得するこ

とを就業の条件とするよう制度化すべきである。

・それぞれの地方においては、その地方の産業のニーズに合った人材を育成するよう、

職業学校の専門コースを設定すべきである。

・職業教育においては、教師陣充実と、実験実習ベース並びに教材の整備に特に注力す

る必要がある。

・職業教育は各地方の責任で実施すべきものであり、政策を決定し、計画を立案する権

利と責任は、市や県の政府にある。

(２) ｢中国教育改革発展要綱」

・教育は中国の近代化を実現する基本条件であり、優先的な戦略的地位を占めるべきも

のである。

・教育は市場経済に適応した体制に改革し、社会の近代化建設によりよく寄与しうる人

材の育成に努めるべきである。

・中国の教育事業はここ数年注目に値する発展を遂げたが、まだ社会の変化に十分追随

しきれておらず、教育内容に現実からの遊離が見られ、社会のニーズに十分対応し得

ていない。

・教師陣の質的向上を図ると同時に、彼らの待遇の改善に努めるべきである。

・教育に必要な経費は、国の財政支出を主とするも、多方面に財源を求める努力をすべ

きである。

・都市と農村とに関わらず、すべからく勤労者に就職前の職業訓練と配属前の職業訓練

を受けさせる体制と指向すべきである。

・一般の初中・高中を卒業した学生で上級学校へ進学しない者は、就職前に一定期間の

職業教育を受けさせることを制度化すべきである。

・積極的に職業技術教育、成人教育の発展を促して、勤労者の資質を向上させ、特に初

級・中級人材の養成に注力すべきである。

・職業教育は近代化教育の重要な要素の一つであり、各級政府は計画を立て、企業その

他社会各界の事業体を動員して、職業技術教育の多面的な広がりを促進すべく勤める

べきである。
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・今世紀末までには主要都市並びに各県に１～２校のモデル校を作り、職業技術教育の

ネットワーク形成に努めるべきである。

・職業教育は地元の経済発展のニーズにマッチしたものでなければならず、生産と教育

の結合の道を歩むべきである。

・教育経費について、政府部門の教育予算の増額、教育税の導入、学校による事業経営、

海外先進国の援助等により財源の拡大を図り、教員の待遇改善、学校の施設・機材の

整備等教育環境の改善に努めるべきである。

(３) ｢職業教育における教学改革の深化を図り、資質教育の全面的推進に関する意見」

・教学の質と学校運営の効率を高める努力を通して職業教育の特色を出し、職業教育を

魅力あるものにする。

・中等職業教育に弾力性のある学習制度を導入し、全日制教育と時間限定教育、対面教

育と通信教育等を併存させ、種々の形式を通して転職訓練、レイオフ労働者に対する

再就職訓練等を実施する。

・科学的・合理的な専門コースの設置を図る。今後数年以内に、教育部は関連業界や各

地方政府の協力を得て、80 の重点コースとその教学改革法案を制定するものとする。

その上で、専門コースの設置条件と教学の質についての評価を通して、全国に適当数

の専門コース・教学内容モデル校を指定し、全国の中等職業教育の発展を促すことと

する。

・基礎教養の教育を強化するとともに、学生の科学的素養の向上を図る。各種職業学校

とも教育部の規定に基づいて基礎教養課程を開設するとともに、都市部並びに経済の

発達した地域の農村における職業学校は、すべて計算機応用の課程と外国語の課程を

設けなければならない。

・近代的教育手法の応用を推進する。良好な実験・学習の設備・機材は、科学技術の進

歩と生産の実用に供し得る職業教育を保証する必要条件である。中等職業教育におい

ては各産業界における情報技術の応用状況を把握し、教育手法における近代化・情報

化の水準を向上させ、通信メディアによる教育を積極的に取り入れ、中等職業教育に

おける教育教学情報ネットワークの構築を加速し、有力職業中学においては教育科学

研究ネットワークに加入するようにしなければならない。
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2-22-22-22-2　職業教育セクターの現状　職業教育セクターの現状　職業教育セクターの現状　職業教育セクターの現状

2-2-1　職業教育制度

　中国の職業訓練は一般の学校教育と平行した形で設定されており、まず学校教育の制度から

明らかにして行く必要がある。

　中国の学校制度は日本とほぼ同じ６・３・３制である。小学校６年、日本の中学校に相当す

る初級中学校（初中）３年、日本の高等学校に相当する高級中学（高中）３年で、小学校から

初中までの９年が義務教育である。高中の上には２～３年制の高等専門学校（大専）ないしは

４年制の大学（本科）があり、さらに大学院があるのも日本と同じである。一般に小学校段階

を初等教育、初中・高中を含めた中学校段階を中等教育、大学を高等教育として分類している。

ちなみに中国で言う「高校」とは、大学レベルの学校を指す。また初中と高中とは一つの学校

になっていることが多い。但し同じ中学校の初中を卒業しても、高中に上がるには他校の初中

卒業生と一緒に改めて入学試験を受ける必要がある。

　職業教育制度は、次ページの図に示すようにこの学校制度に対応した形になっている。すな

わち初中と横並びの位置に初級職業中学校（職業初中）があり、高中と並行して中等専門学校

（中専)、高級職業中学校（職業高中)、技工学校といったそれぞれ若干性格の異なる職業中学

校がある。さらに高等教育（大学レベル）の段階には高等職業学校として類別される学校があ

る。

　初中を卒業して上級校に進学する学生は、その段階で大きく２つの系統に別れる。すなわち

普通高中と職業系の高中とである。普通高中は卒業後大学に進学する道が開かれているが、職

業系の中学は就職するための技術を身に付けるための学校で、同じく３年の就学年数を終えて

卒業しても、大学に進むケースは基本的にない（最近徐々に制度が改革されつつあるが、従来

普通高校を卒業しないと大学ないしは大専の受験資格が与えられなかった)。高中受験は全国

統一試験（中考）であり、当然のことながら成績の比較的よい学生が普通高中のコースをたど

り、その他が職業学校に進むというのが現実である。

　以下に職業教育系の学校について、レベル別にその概要を記す。

(１) 初等職業教育

　初等職業教育とは小学教育を終えた段階で行われる初中レベルの職業教育で、その大

部分は初級職業中学で実施される。初級職業中学は、小学校卒業生ないしは小学校卒業

と同程度の青少年を受け入れ、就学年限３～４年で、一般科目と同時に特定の職種につ

いて教育訓練を施し、基礎的な知識と技能を備えた職業人を育成する。この種の学校は

主に教育レベルの相対的に低い農村に多く、1997 年の統計で全国に 1,469 校、在校生数

80.9 万人である。
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　初級職業中学の他には、初中３年卒業後、同じ学校でさらに１年職業教育を施すとい

う学校や、初中２年を終えた段階で３年目をそのまま普通中学の教育を受けるグループ

と、職業教育を受けるグループとに分ける学校等が見られる。

(２) 中等職業教育

　中国はまだ経済の発展途上にある農業国であり、全般的に学歴も低く、職業訓練は今

後相当長期間に亘って、初中卒業後の高中段階に重点が置かれるとの認識がある。

　中等職業教育は主に下記の３種類の学校で実施されている。

１) 中等専門学校（中専）

　1950 年代の初期にソ連の制度に倣って作られたもので、当時の国家重点プロジェク

トや第２次５カ年計画遂行のために必要な中等レベルの技術者を養成するべく、各産

業を管轄する行政部門がそれぞれ競って設立したという歴史的背景がある。従って業

種により中等農業学校、中等電力学校、中等紡織学校等と名付けられている。

　その後種々の変遷を経て、現在では中専は大きく２つの種類に分けられる。一つは

中等師範学校であり、小学教師の育成に当たるものであり、今一つは中等技術学校で

工業、農業、林業、医学、財務会計、管理、芸術、体育といった分野の中レベルの専

門家を育成するものである。

　中専は一般に初中卒業生を入学させ、４年の教育を施すところが多い。従って高中

より１年就学年限が長いのが通常であるが、中には専門コースによって５年、あるい

は３年というところもある。また高中の卒業生を入学させ、２年の教育を施すという

形も一般的に行われている。

　中専の特徴的なところは、その経営母体が今も各産業管轄の行政部門であるという

ことである。地方の行政部門が直接管理しているところもあるが、当該行政部門傘下

の企業や工場に所属するという形態のところも多い。また学校の成り立ちから計画経

済に基づく人材育成という色彩が残っており、統一分配と称して卒業生の就職はその

管轄官庁が当該業界の必要な部署に配属するという形が今なお採られているところが

多い。もっともこのシステムは逐次廃止の方向に向かいつつある。

　また中専は就学年限が高中に比して若干長いことに加えて、その歴史的背景から相

対的に優れた教員・設備を揃えており、高中レベルの職業学校の中では１ランク上に

見られるというのが社会通念となっている。

　ちなみに中専は 1997 年の統計で全国に 4,143 校あり、在学生数は 465.4 万人である。

（注）

今回の要請校のうち、瀋陽は職業中等専門学校と名付けられているが、実体は後述
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の高級職業中学校であり、ここで言う中専ではない。

２) 技工学校

　技工学校は工場の技術系労働者を養成する学校である。これも建国当初ソ連の制度

に倣って作られたものであるが、卒業生は生産現場の中核となることが期待されてい

る。専門は一般に職種によって分けられ、教育は主として技能面が中心となり、一般

教養と技術理論は付随的な形で教えられる。

　入学資格は初中卒業で、就学年限は３年である。但し最近科学技術の高度化に伴い、

生産現場にも情報処理の知識が要求されるなどの変化が起きており、試験的な試みと

して就学年限を５年にするいわゆる高級技工学校も一部に出てきている。

　技工学校は元来大型国営企業の生産工場の中に併設され、工場の組織の一部として

組み込まれている形が一般的であった。そこでは運営経費はすべて工場で賄われ、卒

業後は当該工場の即戦力となることが期待される（但し必ずしも所属工場に就職する

義務はない）というものであったが、市場経済化の中で多くの国有企業に学校を抱え

る余裕がなくなった現在、労働部門がその肩代わりをしているケースが多い。元来技

工学校は教育の対象が工場労働者ということで、労働部が管轄官庁になっており、こ

の点前記中専が産業別行政部門の管轄下にあるのと区別されるところである。

　技工学校も時代の流れに従って大きくその性格が変化してきている。従来の企業内

訓練校的な存在から、中等職業教育の一端を担うものとしてその教育水準について一

定のレベルを要求されるようになり、学生も学費を納めることが義務づけられると同

時に、卒業後の就職も上部機関が一括配置してくれるというシステムは廃止されてい

る。

　また労働部の傘下にあることもあって、通常の学校教育に加えて、在職職員に対す

る技術訓練や、近年社会問題になっている国有企業のレイオフ職員に対する転職訓練

等の受け皿としての機能も技工学校の重要な役割として求められている。

　現在技工学校は全国に 4,395 校あり、在校生数は 193.1 万、教職員数は 30.9 万人で

ある。

３) 高級職業中学（職業高中）

　職業高中は行政的には教育部の管轄する職業学校であるが、その歴史は全二者に比

して比較的新しく、文革時代が終結し改革解放政策が採られ始めた 1978 年以降である。

急速な経済発展と社会システムの転換の中で、新しい社会に適応し得る中級労働力、

特に第三次産業に従事すべき人材が求められ、最初一部の普通高中を改造する等の形
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で現れ始めた。その後、1985 年中国共産党中央委員会の「教育体制改革の決定」が公

布されるに及んで急激な発展を遂げ、現在では全国に 8,578 校、在校生数 431 万人を

数えるに至っており、中等職業教育の重要な構成要素の一つに成長した。

　初中卒業生後に入学し就学年限３年というのが最も一般的であるが、一部には就学

期間２年、あるいは４年というものもある。

　卒業生の就職については、最初から上部機関による統一分配という考え方はなく、

従って専門コースの設定は慎重に社会のニーズを把握した上でなされている。現在の

傾向としては、都市部では財務会計、ホテル内業務等第三次産業に類する内容のコー

スが多く、農村部では農業を含む地域産業の高度化、あるいは発展が期待される産業

への対応に資するような内容のコースが多く見られる。

　学校の経営母体としては、地方の教育部門による直接管理というところが大部分で

あるが、中には教育部門と人材ニーズのある事業団体との共同経営という形態を採っ

ているところもある。すなわち教育部門が校舎と一般教養の教員とを用意し、事業体

が実習の場所、設備と専門課程の教員を提供して共同で運営するというものである。

　このような社会の人材ニーズに即対応し得るというフレキシビリティーを備えてい

ることが職業高中の特徴であり、急激な発展を遂げた理由でもあるのだが、反面それ

が故に学校の運営、教学の方針、教学の内容が一貫したものにならず、教育の質的向

上が図られないという難点が指摘されている。これに対しては教育部によって徐々に

手が打たれ始めており、学校の整理統合による規模の拡大、安定した専門コース確立

の方向に動きだしている。

４) 職業技術教育センター

　中等職業教育は上述のように種々の性格を持った学校がそれぞれ何れかの行政部門に

結びついていて一貫した教育システムとしてのまとまりに欠ける上に、小規模の学校が

散在していて限られた教育資源が有効に活かされていないとの弊害がかねてから指摘さ

れていた。そこでこれらを集中して一定の規模を持たせ、学校としてより効率のよい運

営を図ろうという狙いで試みられたのがこの「職業技術教育センター」である。教育部

としては当然新しいスタイルの学校としてスタートさせるからには、相応の投資をし、

一定レベルの教員も揃えて、職業中学として他のモデルとなり得るようなものにして行

こうというという意図が伺える。

　職業技術教育センターのもう一つの狙いは、ここに地域社会（特に農村）における職

業技術サービスセンター的な性格を持たせて、地域住民に対する職業教育、さらには技

術コンサルティングサービスを合わせて行う機関にしようというものである。同セン
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ターは主に農村地域を中心に設立され拡大されつつあるが、中国の現状は教育レベルに

おいても都市部と農村の格差は大きい。労働力の普遍的レベルアップという命題の中で、

農民教育は文盲一掃運動をはじめとして大きな課題の一つである。また企業職員に対す

る在職訓練も、企業内訓練がほとんど期待できない農村地域にあっては公的なサービス

機関に頼らざるを得ない。さらに農村では量的に限られているとは言え、下崗職員の転

職訓練機関としての機能も要求される。

　このような構想に基づいて具体化したものが「職業教技術育センター」で、他の学校

にはない特徴として下記の点が挙げられている。

①学校所在地の県長（市長）が主任を務め、農業、計画、財政、科学技術、労働等の

代表者で構成される運営委員会が組織され、学校運営に係る基本事項はここで協議

決定される。

②学校は多種類の要素を兼ね備えた形で運営される。就学年限３年の高中コースと

数ヶ月の成人教育コースとを併存させる。各専門コースの運営に当たっては従来の

管轄部門の影響力を維持し、教員の配置、卒業生の就職等についてはその影響力を

有効に利用する。学校直営あるいは請負等の方式による事業運営を奨励する。

③定期・不定期の在職者訓練あるいは短期の成人教育に積極的に取り組む。

④学校の持っている技術力を駆使して地域産業（特に農業）に益する実用技術の実

験・研究・開発等を行い、地域社会における技術情報センターの役割を果たす

　この試みは 1991 年から 96 年にかけて、まず職業教育のモデル省とされている河北省

で 17 億元をかけて同省 138 県全県にそれぞれ１校が建設され、その後他の省に拡大普及

が図られている。

　今回の要請校は瀋陽を除き他の４校はすべてこの職業教育センターであり、その中で

冀州職業技術教育センターはこの試みの第１号として 1991 年に設立されている。

(３) 高等職業教育

　大学レベルの専門知識を有し、しかも生産現場に密着して技術指導並びに管理業務に

当たれる人材を育成することを目的とするものであるが、この種の学校は誕生が比較的

遅く、規模も小さいものが多い。職業大学と呼ばれる実用型の高級技術者を育成する学

校が地方を拠点として現在全国に 80 カ所あり、在校生が 112 千人いる。一方社会の高度

化に従ってこのような学校の需要は大きく、いろいろな形のものが新しく誕生しつつあ

る。一部の成人大学が高等職業教育への転換を試みており、180 校の 130 数個の専門コー

スがこの試みを試行しているし、一般の高等専門学校が生産の第一線に活躍すべき実用

型人材の育成を強調するようになった等の動きがある。また学校の経営母体も教育部門
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のみならず種々の企業、事業団体、社会団体等がこれに参画するになっており、瀋陽の

要請校の上部機関である瀋陽職工大学のように工会が経営母体となっているのもその一

例である

中国の職業教育制度中国の職業教育制度中国の職業教育制度中国の職業教育制度
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2-2-2　職業教育行政

　｢中華人民共和国職業教育法」に「国務院教育行政部門は職業教育業務の総合的企画、調整、

管理を担当する（11 条）」と規定されており、中国の職業教育は国家教育部が中心となって

その行政に当たっている。職業教育全般についての基本方針、政策は国家教育部で立案される。

但し実施段階においては、前記職業教育制度の中でも述べたとおり、教育部以外の様々な行政

部門が、教育部の総合的な企画管理の下に、各自の領域内の専門教育に携わっている。そして

その体制は、職業法の中で「各種産業の主管行政部門は、単独ないしは他部門との合同で職業

学校、職業訓練機構を設置すると共に、当該産業に係る企業、その他事業団体が設置運営する

職業学校、職業訓練機構に対して、指導または調整に当たらなければならない（19 条）」と

規定されており、法的にサポートされている。前述の中等専門学校（中専）が各産業を担当す

る行政部門の管轄下にあり、技工学校が労働部門の管轄下にあるのはこの規定に基づくもので

ある。

　また職業教育は学校教育の一環であると同時に、労働力の育成という一面を持っているとこ

ろから、労働行政との関わりが欠かせない。労働行政は労働・社会保障部（「労働部」と略

称）が担当している。職業教育分野における労働部の役割は以下の通りである。

・職業分類を定め、それに従って職業技能国家標準を制定する。

（注）労働予備制度（2-2-3 参照）との関連もあり、中等学校の卒業生は必ず同技能標準に

基づく技能検定試験を受けて、卒業証書と同時に技能等級証書を取得することが就職

の条件となっている。

・教育部の方針と政策に基づいて、全国の技工学校の発展計画と管理規則を制定する。

（注）地方政府の労働局はこの計画と規則に基づいて管轄下の技工学校を管理運営している。

技工学校の教科書も労働部の下部機構で編集されている。

・在職労働者の技能訓練、下崗（レイオフ）職員や失業者の再就職訓練等の成人職業教育に関

する政策を立案実施する。

（注）これらの訓練は多くの場合企業の訓練センターや労働部傘下にある就業訓練センター

で行われるが、職業学校（特に技工学校と職業教育センター）も大いに活用されてい

る。

　学校教育の管理は、教育部直属の大学 36 校を除いて、すべて地方政府に権限委譲されてい

る。初等・中等教育については市・県レベル、高等教育は省・自治区・直轄市レベルの政府が

人事・予算の権限を掌握している。職業教育についてもこの原則が適用されており、｢職業教

育法」では「県レベル以上の各地方人民政府は、その行政区画内における職業教育について、
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指導、統括、調整並びに監督、評価の責任を負う（11 条）」と規定されている。

職業教育所管レベル

行政レベル 担当部門 所管職業教育機関

中央政府

教育部

事業部門（建築部、農業部、衛生部等）

労働部

省・自治区・
直轄市政府

教育委員会

事業部門（建築局、農業局、衛生局等）

労働庁

高等職業教育機関

教育委員会
高級職業中学（職業高中）

その他

教育委員会

事業部門（建築局、農業局、衛生局等）

中等専門学校（中専）

その他
市・県政府

教育委員会

労働局

技工学校

その他

郷・鎮政府 教育担当部署
初級職業中学（職業初中）

その他

　また、｢県レベル以上の各地方人民政府は、その中心となりモデルとなり得る職業学校、職

業訓練機構を設置し、農村や企業、各種事業団体、社会団体、或いは個人が法に基づいて運営

する職業学校、職業訓練機構に対して、指導ないしはサポートの役割を果たさなければならな

い（17 条）」として地方政府自身による職業教育機関の設置運営、さらには管轄地域内の職

業教育機関の管理業務を義務づけている。従って多くの職業学校は地方政府によって設置運営

されているし、地方政府と種々の社会団体との共同で設置運営されている職業学校も多い。本

プロジェクトの要請校である各地の「職業教育センター」は、ここでいう「モデルになり得る

職業学校」の一つであるということができる。

　以下に職業学校に関わる統計数字を示す。
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全国中等レベル職業学校概況（1998）　　　　　単位：千人

学校数
（校）

卒業生数 学生募集数 在学生数 教職員数

中等専門学校  4,109 1,293 1,668 4,981 547

技工学校  4,395   691   579 1,730 310

職業中学 10,074 1,628 2,176 5,416 478

合計 18,578 3,612 4,423 12,127    1,333

（「中国教育年鑑」1999）

　教育経費は中央政府と地方政府との両者による財政支出でその大部分が賄われるが、中央政

府の支出は 10％程度で、大部分は地方政府自身で解決することになっている。省・自治区・

直轄市では地方教育負担金を徴収しており、これが応分の比率で職業教育にも充当される。ま

た農村の職業訓練には、農村の技術開発費或い技術振興費として計上されている予算の一部を

充当することもできるとしている。さらに義務教育の修了した高中レベル以上の職業学校では

授業料（800 元～1,300 元／年）が徴収される。

　資料（｢教育年鑑」1999）によると 1997 年の全国教育経費総支出は約 2,532 億元（35,450

億円）で、そのうちいろいろな形で支出されている財政からの支出（地方政府の教育支出、地

域教育費補填、学校経営企業に対する免税等を含む）は約 1,863 億元（26,080 億円）である。

また職業教育法には「地方政府は、当該地域職業学校学生一人当たりの平均経費の標準を制定

しなければならず、職業学校運営に当たる者は、その標準を満足する金額を職業教育経費に充

当しなければならない（26 条）」としているが、1997 年の職業中学生一人当たり経費の全国

平均は、事業費支出 1,007.88 元、公用経費支出 208.73 元であった。

2-2-3　職業教育をめぐる社会情勢

　1980 年代の初頭、改革開放を旗印にしてそれまでのイデオロギー先行型の社会主義国家か

ら、実質的な富の拡大を意図する国造りに大きく方向転換をした中国は、今市場経済体制構築

に向けての社会構造転換の痛みと苦闘している。新しい形の社会にはそれに適応した新しい形

の人間が必要であり、中国の職業教育はこの大きな国家的プロジェクトの重要な構成要素の一

つとして捉えられている。

(１) 国有企業改革と「下崗」問題

　市場経済への移行は、中国の社会を構成しているすべての要素を市場経済に適応でき

るものへと転換させなければならないという大改造を余儀なくされるが、その中での最

大の問題の一つが国有企業の改革である。1995 年に実施された第３次工業センサスによ

ると、中国の国有企業は 11 万８千社あり、その生産額は２兆７千億元で、全国の生産額
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の 32.6％（98 年は 28.5％）を占め、従業員数においては 31.6％（97 年 27.8％）を占め

ていたが、その３分の１が赤字経営に陥いるに至った。国有企業の中国経済に占める比

率はその後下降してはいるが、それでも工業生産の主要な構成要素である事には変わり

なく、国有企業の改革なしには市場経済体制での正常な経済運営は成り立たないことは

明らかである。

　ここで当然問題となるのが余剰人員の削減による経営の効率化である。経済効率がさ

ほど問題にされない計画経済体制下で運営されてきた国営企業は、例外なく多数の余剰

人員を抱えていた上に、市場経済化で国から自動的に仕事が割り当てられるという制度

が消滅した現在、新たな前提に基づく人員の見直しとそれに伴う余剰人員の整理は、企

業合理化の中でさけて通れないステップである。

　しかるに中国にはまだ社会保障制度が確立するに至っておらず、余剰人員としてポス

トから外された国有企業の従業員は、暫定措置として中国語で「下崗（シアカン）」と

言われている制度の中に振り分けられる。すなわち仕事を失い給与は支給されないが、

従来から所属していた企業との労働契約はそのまま持続し、そこから幾ばくか（200～

300 元程度）の基本生活費の支給を受け、職業教育を受けながら復職の機会を待つという

ものである。

　下崗対策の一つとして政府が打ち出したのは「再就業服務センター」なる組織の設立

である。主に地方政府を中心に作られることが多いが、大手の国有企業には企業内にこ

れを作ることを義務づけている。その業務は上でも若干触れたような下崗職員に対する

サービスで、①生活補償費の支給、②社会保険料の肩代わり納付、③職業紹介（原企業

に復職することはほとんどあり得ない）の実施、④職業訓練の実施、⑤関連情報の提供

等である。

　労働・社会保障部の統計によると、1999 年末における下崗職員の数は全国で 1,174 万

人に上っている。その内訳を見ると、国有企業が 632 万人、集体企業が 248 万人、その

他となっており、国有企業のそれが過半数を占めている。また年齢的には 35 歳以上が全

般に多く、25～44 歳が 70.4％、45 歳以上が 18.5％、さらに学歴別に見ると、初等中学

（初中）卒業者が 56.8％、小学校卒業者が 13.8％となっている。

(２) 雇用問題と「再就業工程」

　1998 年末の失業率は前年と変わらず 3.1％と発表されている。しかしこの数字は多分

に過小に表れたものであって、中国における雇用問題は実際にはかなり深刻である。先

ずここで言う失業率は都市部だけを対象にしたものであり、農村は除外されている。農

村部では実に労働人口の４分の１に当たる１億３千万人が過剰労働力だと見られている。
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さらに中国の失業率は職業安定所に登録された者のみを対象とした数字であり、ランダ

ムサンプリングによる意識調査をベースにする日本その他自由主義圏統計の取り方に比

べると相当程度低めに出ていることは否めない。そして今一つ注意を要することは、上

述の国有企業のポストから外された「下崗」労働者は、この失業者の統計数字に含まれ

ていないということである。彼らは上述の通り雇用契約が続けられているからに他なら

ないが、現実には復職の可能性はなく、実質的には失業者であることに変わりはない。

　これに対して政府は、労働・社会保障部を中心に「再就業工程」（再就職プロジェク

ト）なる運動を展開している。上述の下崗労働者を対象とした「再就業服務センター」

の設立・運営はこの運動の一環であるが、その他都市部における労働市場情報ネット

ワークの構築を精力的に進める一方、再就職のための職業訓練を大々的に展開するべく、

｢三年千万」というスローガンの下に、その再雇用を狙い目とした大訓練計画が編成され

実施に移されている。

　これらの訓練は労働部系統の施設、例えば各地方政府が持っている小規模な訓練施設

「就業訓練センター」や労働部系の職業学校である技工学校（技工学校の中には就業訓

練センターに指定されているところもある）がフル活用されるが、その他の職業学校も

大いにれに協力しており、特に今回の申請校の大多数を占める「職業技術教育センター

は」は、元来地域社会に対するサービスを業務の一環としているところから、大いに期

待されている。

(３) ｢労働予備制度」

　労働部が 1995 年から「労働予備制度」と称するものの制度化を試みている。これは都

市部の普通初中・普通高中卒業生のうち上級学校へ進学しない者、さらには農村部で同

様の卒業生のうち都市部に出て就職する者、あるいは非農業分野に従事する者に対して、

１～３年の職業教育を受けることを義務づけ、一定の技能資格を取得した上でなければ

就職させないとするもので、できるだけ産業社会のニーズにマッチした質の高い労働力

として社会に出したいということと、毎年 700 万人以上にも及ぶ中卒労働力の労働市場

への参入を一時的に先延ばしにして、就職の圧力を緩和したいという狙いを兼ねたもの

である。

　1995 年から試行地域を指定して徐々に進めてきているが、1999 年から全国の都市部

（農村部はまだ）を一斉に対象とするべく、(2-1）で触れた「職業教育における教学改

革の深化を図り、資質教育の全面的推進に関する意見」に述べられている。
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【追記】

　調査団は瀋陽で、日本政府の「草の根無償」でミシン 70 台が供与された瀋陽市皇姑区技工

学校を訪問したが、ここが下崗労働者の転職訓練に使われる「就業訓練センター」を兼ねた学

校で、瀋陽市労働局より「瀋陽市皇姑区就業訓練センター」としての指定を受けていた。

　住宅街の一角にあるさびれたアパートを思わせる学校（外見からは学校とは思えない）で

あったが、専任教員が８名（教師がいないコースについては、その都度職業高中から招聘す

る)、教室は 30、在校生 350 名が午前と午後に分かれて２部授業を受けている。コースは縫製

の他に家電修理、財務会計、服務員、自動車修理、コンピューター操作、営業員、機械加工等

が設けられており、初中卒業生を受け入れ２年間の教育を施している。理論が３、授業７の割

合の授業であるという。

　「下崗」労働者は、労働局が組分けをして数十人単位で送り込んでくる。一般に訓練期間は

３ヶ月から６ヶ月であるが、これまでに延べ 10,408 名を訓練した。彼らに人気があるコース

は、比較的短期の訓練で仕上がり、就職先の比較的多い市場販売、コンピューター操作、営業

員、家政服務などであるとのこと。

　ちなみに提供を受けたミシンはたいへんに評判がよく、学校の教育機材がよいと卒業生の社

会での評判が上がり、就職が有利になる（これまでの足踏みミシンでは実社会で役に立たな

かった）由で、大いに効果を発揮しているとのことであった。縫製コース卒業生のうちの一人

は、提供を受けたミシンで習得した技術をベースに、今自分で店を開いているとのことであっ

た。
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2-32-32-32-3　職業教育センターにおける他ドナー　職業教育センターにおける他ドナー　職業教育センターにおける他ドナー　職業教育センターにおける他ドナー・国際機関等の協力状況・国際機関等の協力状況・国際機関等の協力状況・国際機関等の協力状況

　中国が職業教育分野において受けている国際機関からの支援は下記の通りである。

（１）ドイツによる協力 1DM=約 53 円

プロジェクト名 金額(千 DM) 執行期間 内容

中央職業教育研究所 23,000 1990-2001 職業教育システム研究

上海職業教育研究所 13,000 1991-2000 職業教育システム研究

遼寧職業教育研究所 13,000 1991-2000 職業教育システム研究

農村職業教育  7,000 1996-1999 訓練（河北省）

同済大学教員訓練  5,000 1996-1999 訓練（上海）

無錫班長教育  6,000 1996-1999 訓練（江蘇省）

蘇州初級職業教育  8,000 1994-1999 訓練（江蘇省）

杭州高等専門学校 13,100 1987-1997 訓練（浙江省）

中徳訓練センター 33,900 1985-1999 訓練（天津）

職業教育センター校長訓練  6,000 1997-2000 訓練（遼寧省）

北京飛行機整備訓練センター 29,000 1987-1998 訓練（北京）

ハルピン溶接訓練センター 18,800 1983-1998 訓練（黒竜江省）

北京精密機械訓練センター 13,800 1985-1998 訓練（北京）

安徽印刷技術訓練センター  4,500 1997-1999 訓練（安徽省）

林業訓練センター  5,000 1999-2002 訓練（北京）

婦女再就職  4,000 1999-2002 訓練（江蘇省・遼寧省）

（２）オーストラリアによる協力 １A$＝67 円

プロジェクト名 金額(千Ａ＄) 執行期間 内容

中豪職業教育訓練 20,000 計画中
教員による海外視察と一部教育設備
の供与（重慶）

(３) ＥＵによる協力 １EUR＝104 円

プロジェクト名 金額(千 EUR) 執行期間 内容

中欧合弁企業職員訓練 15,000 1999 対中出資企業従業員の訓練
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(４) 世銀借款

１) 第１期職業教育借款

金額：50 百万 US＄

執行期間：1990～1996

内容：中国側各地方政府が１：1.2 の割合で国内資金を用意し、15 の省・市（北京、

天津、遼寧、江蘇、吉林、河北、河南、四川、陝西、湖北、湖南、山東、江西、

浙江、福建）における 71 校の職業学校（職業技術師範学院 12 校と中等職業学

校 59 校）に対して教育機材設備の購入と専門課程教員に対する教育訓練を実施

２) 第２期職業教育借款

金額：30 百万 US＄

執行期間：1997～2000

内容：国内資金 325 百万元を用意し、山東、江蘇、広東、天津、遼寧等の省・市にお

ける 82 校の中等専門技術学校と職業中学（何れも重点校）に対し、各校１～２

の専門コース（主として電子・化工・軽工業・交通運輸・観光ガイド等）に対

して教育機材を購入。

2-42-42-42-4　要請の概要　要請の概要　要請の概要　要請の概要

　調査団訪中時に提出された新しい要請内容のあらましは下記の通りである。

　中国は豊富な労働力を擁しながら、全般的に教育レベルが低く、科学技術の高度化、産業の国

際化という時代のニーズに対応できないでいる。中国の経済発展を促すためには、職業訓練を通

して大量かつ良質な労働力の育成が急務である。加えて社会構造の改革途上にある中国では、都

市部における下崗問題、農村における余剰労働力問題など、雇用の面からも職業教育の必要性は

ますます高まりつつある。然るに現今の中国の状況では、この問題に十分に対応できるだけの経

済力がない。

　このような背景から、ここに全国 22 の省・区・市の 23 の職業学校を対象に、５年間にわたっ

て無償資金協力による教育機材の供給を受けるべく申請したい。今回の全人代でも明らかにされ

たように、中国はこれから中西部開発に取り組もうとしているところでもあり、対象地域の選定

は中西部を主体として行った。

　対象とする 22 の省・自治区・市は下記の通りで、これらの地域から各１校（河北省のみ２

校）を選定して被援助対象校としたい。

遼寧、河北、山東、雲南、黒竜江、内蒙古、江西、吉林、河南、山西、四川、重慶、広西、
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貴州、甘粛、寧夏回族、新彊ウイグル、青海、陝西、湖南、湖北、安徽

計 22 地域（アンターラインは新規追加）

　さらに、第１回の申請対象校は下記の通りとしたい。

華北地区

　　冀州市職業技術教育センター（河北冀州市）

　　青龍満族職業技術教育センター（河北省青龍満族自治県）

西南地区

　　西双版納民族職業教育センター（雲南省西双版納タイ族自治州）

東北地区

　　瀋陽職工大学付属中等専門学校（遼寧省瀋陽市）

華東地区

　　山東省五蓮県職業技術教育センター（山東省五蓮県）

　要請機材の内容は、視聴覚教育、コンピューター教育、語学教育、音楽舞踏、自動車修理、電

子電器、機械実習、化学工業等分野に関する訓練機材・事務機器・車両等で、各校の要請概要は

下記の通りである。
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要請機材の要約一覧表

河北省冀州市職
業教育センター

河北省青龍満族
自治県職業教育
センター

雲南省西双版納
民族職業教育セ
ンター

遼寧省瀋陽市職
業中等専門学校

山東省五蓮県職
業技術教育セン
ター

申請機
材項目
数と金
額

1元=13
円

517 アイテム

約 28,022 万円

601 アイテム

約 24,692 万円

468 アイテム

約 18,658 万円

226 アイテム

約 14,328 万円

459 アイテム

約 16,869 万円

１ 視
聴
覚
機
材

107 項目
ビデオカメラ４
台、カラーモニ
ター10 台、カ
ラーテレビ 50
台、ビデオミキ
サー２台、字幕
機１台、ビデオ
プロジェクター
５台、編集シス
テム、衛星有線
テ レ ビ シ ス テ
ム、エアコン４
台、その他

約 4,211 万円

105 項目
ビデオカメラ４
台、カラーモニ
ター13 台、デジ
タルビデオデッ
キ２台、ビデオ
デッキ９台、デ
ジタルカメラ１
台、編集システ
ム、スキャナー
１台、ビデオプ
ロジェクター１
台、衛星有線テ
レ ビ シ ス テ ム
（カラーテレビ
45 台等)、エア
コン８台、コン
ピュータ１台、
プ リ ン タ ー １
台、その他

約 3,297 万円

122 項目
ビデオカメラ６
台、カラーモニ
ター17 台、ビデ
オ ミ キ サ ー ２
台 、 字 幕 機 １
台、編集システ
ム 、 マ ル チ メ
デ ィ ア コ ン
ピュータ２台、
その他

約 4,379 万円

23 項目
オーバーヘッド
プロジェクター
２台、カラーモ
ニター10 台、コ
ン ピ ュ ー タ ２
台、編集システ
ム 、 DVD 機 ２
台 、 カ メ ラ ２
台、その他

約 1,225 万円

62 項目
ビデオプロジェ
クター１台、ビ
デ オ カ メ ラ ２
台、カラーモニ
ター17 台、カ
ラーテレビ 35
台、ビデオミキ
サー１台、字幕
機１台、編集シ
ステム、衛星有
線テレビシステ
ム、その他

約 1,750 万円
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２ コ
ン
ピ
ュ
ｌ
タ
関
連
機
材

42 項目
サーバー２台、
コ ン ピ ュ ー タ
200 台、プリン
ター66 台、コ
ピー機３台、輪
転機２台、デジ
タ ル カ メ ラ １
台、デジタルビ
デ オ カ メ ラ １
台、スキャナー
２台、LAN 機材
一 式 （ コ ン
ピュータ 60 台
等)、エアコン８
台、その他

約 4,973 万円

73 項目
サーバー４台、
コ ン ピ ュ ー タ
150 台、プリン
ター54 台、デジ
タ ル カ メ ラ １
台、デジタルビ
デ オ カ メ ラ １
台、ビデオプロ
ジ ェ ク タ ー ３
台、LAN 機材一
式（コンピュー
タ 90 台等)、エ
アコン９台、そ
の他

約 4,399 万円

56 項目
コ ン ピ ュ ー タ
187 台、プリン
ター19 台、デジ
タ ル カ メ ラ ２
台、スキャナー
３台、エアコン
８台、LAN 構築
機材一式（コン
ピ ュ ー タ 10
等)、その他

約 5,175 万円

32 項目
コ ン ピ ュ ー タ
205 台、プリン
ター26 台、デジ
タ ル カ メ ラ １
台、スキャナー
１台、ノート型
コンピュータ４
台、ネットワー
ク機材、その他

約 3,680 万円

13 項目
サーバー４台、
コ ン ピ ュ ー タ
122 台、プリン
タ ー ５ 台 、 ス
キャナー２台、
オーバーヘッド
プロジェクター
１ 台 、 ネ ッ ト
ワーク機材、そ
の他

約 2,021 万円
３ 語

学
教
育
機
材

44 項目
LL 機器（テープ
レコーダー112
台)、カラーモニ
ター112 台、練
習用小型レコー
ダー50 台、英文
タイプライター
10 台、エアコン
４台、その他

約 3,221 万円

40 項目
LL 機器（テープ
レコーダー112
台)、カラーモニ
ター112 台、ビ
デ オ デ ッ キ ２
台 、 監 視 モ ニ
ター２台、教材
編集機２台、英
文 タ イ プ ラ イ
ター10 台、エア
コン４台、その
他

約 1,498 万円

43 項目
LL 機器（テープ
レコーダー112
台)、カラーモニ
ター112 台、練
習用小型レコー
ダー224 台、エ
アコン８台、そ
の他

約 1,300 万円

24 項目
LL 機器（テープ
レコーダー156
台)、カラーモニ
ター60 台、ビデ
オデッキ１台、
ビデオカメラ１
台、その他

約 1,157 万円

18 項目
LL 機器（テープ
レコーダー100
台)、カラーモニ
ター50 台、コン
ピュータ１台、
その他

約 572 万円
４ 音

楽
舞
踊
機
材

24 項目
ピアノ 20 台、ア
コーディオン 25
台、電子オルガ
ン 50 台、バイオ
リン 30 台、ビオ
ラ４台、チェロ
４台、コントラ
バス２台、その
他

約 834 万円

47 項目
ピアノ 20 台、ア
コーディオン 25
台、電子オルガ
ン 20 台、バイオ
リン 30 台、ビオ
ラ５台、チェロ
５台、民族楽器
等、その他

約 596 万円

38 項目
ピアノ４台、ア
コーディオン 10
台、電子オルガ
ン 40 台、バイオ
リン 25 台、ビオ
ラ４台、チェロ
４台、コントラ
バス２台、その
他

約 975 万円

要請なし 41 項目
ピアノ１台、ア
コーディオン 20
台、電子オルガ
ン 49 台、バイオ
リン 16 台、ビオ
ラ４台、チェロ
４台、コントラ
バス２台、その
他

約 815 万円
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５ 自
動
車
整
備
機
材

75 項目
ガソリンエンジ
ントレーナー１
台、ディーゼル
エンジントレー
ナー１台、カッ
トモデル（ガソ
リンエンジン）
１台、カットモ
デル（ディーゼ
ルエンジン）１
台、制動試験機
１台、その他

約 3,541 万円

65 項目
ガソリンエンジ
ントレーナー１
台、ディーゼル
エンジントレー
ナー１台、カッ
トモデル（ガソ
リンエンジン）
１台、カットモ
デル（ディーゼ
ルエンジン）１
台、制動試験機
１台、その他

約 3,246 万円

69 項目
ガソリンエンジ
ントレーナー１
台、ディーゼル
エンジントレー
ナー１台、カッ
トモデル（ガソ
リンエンジン）
１台、カットモ
デル（ディーゼ
ルエンジン）１
台、制動試験機
１台、その他

約 1,820 万円

53 項目
ガソリンエンジ
ントレーナー１
台、ディーゼル
エンジントレー
ナー１台、カッ
トモデル（ガソ
リンエンジン）
１台、カットモ
デル（ディーゼ
ルエンジン)１
台、制動試験機
１台、その他

約 1,708 万円

69 項目
ガソリンエンジ
ントレーナー５
台、ディーゼル
エンジントレー
ナー５台、バイ
ク エ ン ジ ン ト
レーナー５台、
カ ッ ト モ デ ル
（ガソリンエン
ジ ン ） １ 台 、
カ ッ ト モ デ ル
（ディーゼルエ
ンジン）１台、
制 動 試 験 機 １
台、その他

約 1,238 万円
６ 電

子
電
器
実
験
機
材

80 項目
電子回路実習装
置 25 台、論理回
路実習装置 25
台、パルス回路
実習装置 25 台、
半導体実習装置
25 台、直流電圧
計 25 台、交流電
圧計 25 台、直流
電流計 25 台、交
流電流計 25 台、
その他

約 1,854 万円

70 項目
電子回路実習装
置 25 台、論理回
路実習装置 25
台、パルス回路
実習装置 25 台、
半導体実習装置
25 台、直流電圧
計 25 台、交流電
圧計 25 台、直流
電流計 25 台、交
流電流計 25 台、
コンピュータ１
台、プリンター
１台、その他

約 1,686 万円

58 項目
電子回路実習装
置 12 台
論理回路実習装
置 12 台
パルス回路実習
装置 12 台、半導
体実習装置 12
台、直流電圧計
12 台、交流電圧
計 12 台、直流電
流計 12 台、交流
電流計 12 台、
その他

約 980 万円

54 項目
電子回路実習装
置 10 台、論理回
路実習装置 10
台、パルス回路
実習装置 10 台、
半導体実習装置
10 台、光伝送実
習装置 10 台、直
流電圧計 10 台、
交流電圧計 10
台、直流電流計
10 台、交流電流
計 10 台、その他

約 947 万円

101 項目
電子回路実習装
置 25 台、論理回
路実習装置 25
台、パルス回路
実習装置 25 台、
半導体実習装置
25 台、直流電圧
計 25 台、交流電
圧計 25 台、直流
電流計 25 台、交
流電流計 25 台、
その他

約 2,823 万円
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７ 服
飾
機
材

20 項目
電 動 裁 断 機 １
台、一本針本縫
ミシン 40 台、
オーバーロック
ミシン６台、単
環縫ボタン付き
ミシン 10 台、電
気アイロン 10
台、フルサイズ
ドレスダミー４
台、ハーフサイ
ズドレスダミー
10 台、その他

約 879 万円

20 項目
電 動 裁 断 機 １
台、一本針本縫
ミシン 20 台、
オーバーロック
ミシン４台、電
気アイロン 20
台、フルサイズ
ドレスダミー４
台、ハーフサイ
ズドレスダミー
10 台、その他

約 913 万円

要請なし 19 項目
電 動 裁 断 機 １
台、一本針本縫
ミシン 45 台、
オーバーロック
ミシン１台、単
環縫ボタン付き
ミシン１台
電気アイロン 26
台、その他

約 1,199 万円

31 項目
電 動 裁 断 機 １
台、一本針本縫
ミシン 50 台、
オーバーロック
ミシン５台、単
環縫ボタン付き
ミシン 10 台、電
気アイロン 10
台、フルサイズ
ドレスダミー10
台、ハーフサイ
ズドレスダミー
10 台、その他

約 919 万円
８ 機

械
加
工
実
験
機
材

43 項目
旋盤 10 台、研削
盤５台、なかぐ
り盤１台、形削
盤６台、顕微鏡
10 台、その他

約 3,854 万円

49 項目
旋盤７台、研削
盤２台、なかぐ
り盤１台、NC 工
作機械１台、顕
微鏡５台、その
他

約 4,211 万円

要請なし 16 項目
NC 工作機械２
台、旋盤２台、
研削盤１台、な
かぐり盤１台、
その他

約 2,150 万円

62 項目
旋盤 28 台、研削
盤４台、なかぐ
り盤１台、NC 工
作機械、顕微鏡
７台、ガス溶接
とアーク溶接機
材、その他

約 5,245 万円
９ 化

学
実
験
機
材

76 項目
電気マッフル炉
１台、ガスクロ
マ ト グ ラ フ １
台、赤外線分光
光度計２台、分
光蛍光光度計１
台、原子吸光分
光光度計２台、
ポーラログラフ
３台、その他

約 1,587 万円

121 項目
電気マッフル炉
1 台、実験用機
材 25 セット、実
物投影機２台、
ガ ス 分 析 器 ４
台、赤外線分光
光度計４台、分
光蛍光光度計１
台、原子吸光分
光光度計２台、
ポーラログラフ
３台、その他

約 1,248 万円

要請なし 要請なし 57 項目
分析天秤 10 台、
投影機２台、磁
気攪拌器 10 台、
電解・イオン実
験器１台、電解
装置 10 台、熱風
乾燥器２台、電
気加熱器 10 台、
その他

約 56 万円
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10 食
品
加
工
機
材

要請なし ７項目
排水処理設備１
台、汁搾設備１
台、調合設備１
台、脱気装置１
台、均質設備１
台、滅菌設備１
台、充填設備１
台

約 1,050 万円

要請なし 要請なし 要請なし

11 調
理
機
材

要請なし 要請なし 35 項目
ワークテーブル
20 台、シンク８
台、フードスラ
イ サ ー ２ 台 、
フードカッター
２台、中華レン
ジ 10 台、その他

約 650 万円

要請なし 要請なし

12 ガ
ー
デ
ニ
ン
グ
と
フ
ラ
ワ
ー

要請なし 要請なし 43 項目
人 工 気 象 室 １
式 、 恒 温 槽 １
台、温室１台、
顕微鏡６台、冷
蔵庫２台、冷凍
庫 ２ 台 、 コ ン
ピュータ１台、
プ リ ン タ ー １
台、その他

約 780 万円

要請なし 要請なし

13 車
輛
６項目（７台）
ジープ１台、ワ
ゴン車（15 席）
１台、ワゴン車
（７席）２台、
バス（60 席）１
台、ピックアッ
プ１台、ステー
ションワゴン１
台

約 3,068 万円

４項目（６台）
ジープ２台、ワ
ゴン車（15 席）
２台、バス（40
－48 席）１台、
ピックアップ１
台

約 2,548 万円

４項目（７台）
ジープ２台、ワ
ゴン車（12 座
席）２台、バス
（30 座席）２
台、ステーショ
ンワゴン１台。

約 2,600 万円

５項目（５台）
ジープ１台、ワ
ゴン車（15 座
席）１台、ワゴ
ン 車 （ ９ 座
席）、バス（40
～ 48 座席）１
台、ピックアッ
プ１台。

約 2,262 万円

５項目（５台）
ジープ１台、ワ
ゴン車１台、バ
ス（50～60 席）
１ 台 、 ピ ッ ク
アップ１台、ス
テーションワゴ
ン１台

約 1,430 万円
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2-52-52-52-5　プロジェクトの実施体制　プロジェクトの実施体制　プロジェクトの実施体制　プロジェクトの実施体制

2-5-1　組織

(１) 中央主管官庁

　本プロジェクトは、対外貿易経済合作部が中国側のオーガナイザーとしての機能を果

たしている。教育部との協議を通して対象校を選定し、要請案件として纏め上げ、国内

関係各部門との調整・取り纏めを行い、日本政府に対する無償資金協力申請の当事者と

なり、日本側に対する窓口を勤めながら、プロジェクトの推進をリードしている。

　一方教育部は、教育行政の立場から対象校の選定に当たるとともに、地方政府に対し、

要請の内容、学校運営の方向付け等について総合的な管理・指導を行っている。

(２) 行政組織としての実施体制

　上記の如く、本プロジェクトは対外貿易経済合作部と教育部とが中心となって推進さ

れるものであるが、中央官庁の意向は下記行政組織に従って、省政府、県（市）政府を

経て要請校へと伝達され、実施に移される。

対外貿易経済合作部

教育部

河北省

　外経貿委

　教育委

雲南省

　外経貿委

　教育委

遼寧省

　外経貿委

　教育委

山東省

　外経貿委

　教育委

衡水市政府

冀州市教委

秦皇島市

　　　政府

青龍県教委

西双版納州

　　　政府

（教委）

瀋陽市

　　総工会

瀋陽市教委

日照市政府

五蓮県教委

　同労働局

冀州市職業

技術教育セ

ンター

青龍満族職

業技術教育

センター

西双版納民

族職業教育

センター

瀋陽職工大

学付属中等

専門学校

五蓮県職業

技術教育セ

ンター
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（注）

１．冀州市は行政的に衡水市に属し、青龍県は秦皇島市に、五蓮県は日照市にそれぞれ属

している。

２．五蓮県職業教育センターは労働部系の技工学校であるため、地方労働局の管轄下にあ

る。

(３) プロジェクトチーム

　上記行政組織による実施体制をより円滑に機能させるため、中央政府レベル、地方政

府レベルともそれぞれプロジェクトチームを組織し、担当者を固定してプロジェクトの

実施に当たるとしている。

１) 中央政府レベル

　プロジェクトの実施段階においては、対外貿易経済合作部と教育部とで中央政府レ

ベルのプロジェクト管理グループ（項目管理小組）を組織し、プロジェクトの統括管

理に当たるとしている。現段階ではまだ正式に編成されるには至っていない。

２) 地方政府レベル

　各地方レベルではすでにそれぞれのプロジェクトチーム（領導小組）が組織されて

おり、各メンバーは各々の行政部門を代表してその所管業務に当たるとともに、下記

についての責任を持つとしている。

①上記中央政府のプロジェクト管理グループとの意志の疎通

②プロジェクト実施に伴う国内予算の確保

③プロジェクト執行の監督

　現在各地方で組織されているプロジェクトチームは下記の通りである。

・冀州市人民政府プロジェクト領導小組

組　長　　　紀青哲　　　冀州市市長

副組長　　　陳登泉　　　冀州市常務副市長

　　　　　　孫振甫　　　冀州市副市長　職業教育センター第一副校長

組　員　　　張歩峰　　　冀州市副秘書長

　　　　　　陳双昆　　　冀州市文教局局長

　　　　　　徐汝欽　　　冀州市財政局局長

　　　　　　解暁峰　　　冀州市電力局局長

　　　　　　李振広　　　冀州市交通局局長
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・青龍満族自治県人民政府プロジェクト領導小組

組　長　　　劉文傑　　　青龍満族自治県県庁兼職業技術教育センター校長

副組長　　　王靄礼　　　秦皇島市教育委員会主任

　　　　　　傅　勇　　　秦皇島市対外貿易経済合作局副局長

　　　　　　劉志新　　　青龍満族自治県副県長

組　員　　　秦文明　　　青龍満族自治県職業教育センター常務副校長

　　　　　　李　存　　　青龍満族自治県職業教育センター副校長

・西双版納タイ族自治州プロジェクト領導小組

組　長　　　西双版納州州長

副組長　　　雲南省貿易経済合作庁副庁長

　　　　　　雲南省教育委員会副主任

　　　　　　西双版納州教育担当副州長

組　員　　　西双版納州教育委員会主任

　　　　　　西双版納州計画委員会主任

　　　　　　西双版納州財政局長

・瀋陽市プロジェクト工作領導小組

組　長　　　李中呂　　　中国共産党瀋陽市委員会常務委員

副組長　　　呂億環　　　瀋陽市副市長

組　員　　　王　勇　　　瀋陽市教育委員会副主任

　　　　　　劉安華　　　瀋陽市計画委員会副主任

　　　　　　劉　波　　　瀋陽市労働局副局長

　　　　　　李雅茹　　　瀋陽市総工会副主席

　　　　　　曹増広　　　遼寧経貿庁国際援助処処長

　　　　　　耿国林　　　瀋陽職工大学校長

・五蓮県プロジェクト領導小組

組　長　　　崔　亮　　　五蓮県県長

副組長　　　王連友　　　五蓮県復県長

組　員　　　朱連周　　　五蓮県労働和社会保障局局長

　　　　　　王全新　　　五蓮県対外経済貿易委員会主任

　　　　　　房録祥　　　五蓮県経済委員会主任

　　　　　　孫著文　　　五蓮県教育委員会主任

　　　　　　李永楽　　　五蓮県労働和社会保障局副局長

　　　　　　王蠢光　　　五蓮県対外経済貿易委員会工会主席

　　　　　　厲夫倫　　　五蓮県職業技術教育センター校長

　　　　　　李世昌　　　五蓮県職業技術教育センター副校長
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2-5-2　インフラ整備状況

要請校 インフラ整備状況

冀州市職業技術教育
センター

93～99 年の間市政府は計 532 万元の財政資金を投入し、実験棟、実習
場、学生寮等を建設、すでに完成している。実験室・実習場の面積は
計 8,764m2で、供与機材の収納に十分。

青龍満族職業教育セ
ンター

92～96 年の間県政府は計 1,700 万元の財政資金を投入、校舎、実験
棟、事務所棟等の建設を完了。現在の実験室面積は 4,226m2。コース
拡充計画に伴い、さらに 210 万元を投じて校舎と実験室（2,000m2）を
拡張（2001 年）の予定。

西双版納民族職業教
育センター

州政府・雲南省政府より 807.2 万元の財政資金を得て、綜合実験楼２
棟を建設中、2000 年７月に完工の予定。2001 年にはさらに 142.2 万元
を得て学生寮を建設の予定。実験室面積は工事完工時点で 8,200m2 と
なる。

瀋陽職校大学付属職
業中等専業学校

市政府より 200 万元、市総工会より 700 万元、瀋陽職工大学より 200
万元の計 1,100 万元を得て、現敷地内に 15,000m2 の新校舎―総合実験
教学楼を建設することが批准・決定されている。2000 年４月着工、
2001 年４月に完成予定。実験室面積は 3,890m2 となり、供与機材収納
に十分。

山東省五蓮県職業教
育センター

県政府より 560 万元の財政資金が投入されることが決定しており、中
心実験楼（2001.5 完工)、機械加工実験室、自動車整備実験室（何れ
も 2001.11 月完工）が建設される予定。実験室面積は完工時点で
8,318m2となる。
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2-5-3　運営予算と財源

　要請校５校それぞれのプロジェクト実施後の運営予算に関する考え方は下記の通りであり、

各地方政府はそれらを基本的に了承している。

要請校 運営予算と財源

冀州市職業技術教育
センター

年 331 万元（うち機材補修費 12 万元）を見込んでおり、財源は市政府
からの投与資金（197 万元)、学費収入（115 万元)、事業収入その他
（19 万元）で賄うとしている。臨時出費については別途県政府に申
請。

青龍満族職業教育セ
ンター

年 540 万元（うち機材補修費 88 万元）を見込んでおり、財源は県政府
からの投与資金（各 284 万元)、学費収入（200 万元)、事業収入その
他（56 万元）賄うとしている。臨時出費については別途県政府に申
請。

西双版納民族職業教
育センター

年 777 万元（うち機材補修費 35 万元）を見込んでおり、財源は州政
府・省政府からの投与資金（各 639 万元、100 万元）と学費収入（38
万元）で賄うとしている。臨時出費については別途州政府に申請。

瀋陽職校大学付属職
業中等専業学校

年 512 万元（うち機材補修費 20 万元）を見込んでおり、財源は市政府
からの投与資金（47 万元）と学費収入（465 万元）で賄うとしてい
る。臨時出費については別途県政府に申請。

山東省五蓮県職業教
育センター

年 430 万元（うち機材補修費 20 万元）を見込んでおり、財源は県政府
からの投与資金（260 万元）と学費収入（170 万元）で賄うとしてい
る。臨時出費については別途県政府に申請。
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2-5-4　機材運営管理要員

　各学校の機材運営管理要員の現状と本計画実施後の体制は下表のとおりである。

現状 本計画実施後

河北省冀州市職業教育セン
ター

現在専属 10 名管理技術者を
有している。その内訳がコン
ピュータ１名、視聴覚機材２
名、電子電器１名、自動車整
備１名、機械加工１名、ＬＬ
教室１名、音楽舞踊１名、服
飾１名と化学１名である。

17 名ほど管理技術者を増員す
る計画である。その内の５名
は日本に派遣し、コンピュー
タ、機械、視聴覚機材とシス
テム管理などを研修する予定
である。

河北省青龍満族自治県職業教
育センター

現在専属９名管理技術者を有
している。

３名ほど管理技術者を増員す
る計画で、全部で 12 名にな
る。その内訳がコンピュータ
２名、視聴覚機材２名、電子
電器１名、自動車整備１名、
機械加工２名、LL 教室１名、
音楽舞踊１名、服飾１名と化
学１名である。

雲南省西双版納民族職業教育
センター

現在専属７名管理技術者を有
している。内訳がコンピュー
タ２名、視聴覚機材２名、電
気水道２名と厨房１名であ
る。

５名ほど管理技術者を増員す
る計画である。

遼寧省瀋陽市職業中等専門学
校

現在専属４名管理技術者を有
している。内訳がコンピュー
タ２名、電気１名、その他１
名である。

５名ほど管理技術者（コン
ピュータ１名、電子１名、機
械１名、服飾１名と物理１
名）を増員する計画である。

河北省冀州市職業教育セン
ター

現在専属７名管理技術者を有
している。電子電器３名、機
械４名である。

機材維持管理部門は設備管理
科になって、８名ほど管理技
術者を増員する計画である。
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2-62-62-62-6　プロジェクトサイトの状況　プロジェクトサイトの状況　プロジェクトサイトの状況　プロジェクトサイトの状況

2-6-1　河北省冀州市

　冀州市は河北省の南部、北京から約 350km の地点に位置し、行政的には衡水市に属している。

冀州、衡水何れも市であるが、衡水市が１ランク上で、行政区画としても冀州市は衡水市の中

に含まれている。人口は 37 万人、面積は 918 平方キロ、年間を通じて最高気温は 40℃、最低

気温が－９℃、年間降雨量は 201.2 ミリメートルである。

(１) 地域産業と労働市場

　下記に同県の産業構造の統計を示す。

冀州市 GDP（1998） 単位：千元

GDP 第一次産業 第二次産業 第三次産業

2,957,800 593,050 1,550,530 814,220

100％ 20.0％ 52,5％ 27.5％

（１元＝14 円）

　GDP 比では第一次産業が 20％となっているが、人口比で見ると、下表の如く労働人口

の 63％を農林牧畜業が占める農村である。一人当たり GDP 7,994 元は河北省の平均

6,473 元に比してかなり高く、北部の農村としてはむしろ裕福な部類に属すると言える。

産業別労働人口構成

産業 労働人口（千人） 構成比（％）

農業・林業・牧畜・漁業 135.0  62.7

製造業  31.3  14.5

建築業   5.5   2.6

金融保険業   2.6   1.2

文教・体育・衛生・メディア  10.4   4.8

サービス業  14.4   6.7

その他  16.3   7.6

合計 215.4 100.0

　業種別 GDP は下表の通りである。

　工業についてはここ 10 年の成長がめざましく、特に飲料、暖房設備、化学肥料、建材、

自動車部品、グラスファイバー等に有力企業が育ってきている。市当局もこれらの企業

を原動力として一層の工業化を進め、農村の余剰労働力の非農業化に努めたいとしてい

る。
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　ちなみに農業では赤唐辛子タカノツメと食用キノコが特産品で評判がよく、日本にも

輸出しているという。

冀州市産業構造　　　　　　　　　　単位：千元

GDP
業　　種

97 98 99

機械工業 463,240 473,020 481,930

化学工業 191,320 213,420 221,480

自動車工業 189,370 198,670 203,960

電子電器  93,700 110,310 124,310

土木建築  60,850  66,790  72,190

食品化工  30,190  42,420  43,270

縫製  10,250  11,170  13,120

給水・給電  24,470  27,130  29,880

飲料 151,830 231,410 246,310

その他 176,580 176,190 180,380

工

鉱

業

合計  1,391,800  1,550,530  1,616,830

農業 463,910 490,600 530,120

牧畜  95,320  96,640  97,780

果樹   2,470   2,650   2,780

漁業   2,970   3,160   3,300

農

業

合計 554,670 593,050 633,980

行政機関  45,550  51,950  56,760

商業 186,490 212,700 239,380

飲食業  94,620  99,390 104,180

観光業   1,960   2.630   2,720

輸送業 131,060 149,360 166,870

金融保険 160,480 164,040 169,010

芸能  35,260  40,300  44,890

その他 60,440  93,850 110,780

サ
｜
ビ
ス
業

合計 735,860 814,220 894,590

総合計  2,682,330  2,957,800  3,145,400

（１元＝14 円）

　工業の急速な伸びに伴って労働力の需要構造にも変化を来している。下表は 1999 年６

月要請校が市当局と協力して行った労働力需要調査の結果である。市内の各企業や機関

を歴訪、ヒアリングにより得た情報をまとめたものだという。
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99 年冀州市職業技術人材需要データ　　　　　単位：人

農村 機関 企業

農業機械運転 921 コンピューター 160 化工 779

家禽飼育 872 教員育成 152 電気器具修理 520

食品化工 790 看護 127 コンピューター 450

蔬菜栽培 640 医師 108 機械修理 423

電気器具修理 579 英語  92 機械加工 420

食用きのこ生産 572 行政管理  88 化学分析 420

養殖 530 計算機維持管理  87 自動車修理 370

果樹栽培 498 携帯電話  82 企業管理 280

農業機械修理 455 ＯＡ  81 服装デザイン 260

営林試験 365 企業管理  81 英語 210

水道暖房工 320 経済管理  80 運転手 180

若木種苗 299 財務会計  79 秘書 180

獣医 290 秘書  79 宣伝要員 180

資料化学試験 279 電気工  60 財務会計 178

観光ガイド  57 計算機維持管理 120

音楽舞踏  52 自動車内装  98

教育管理  48

計 7,410 計 1,518 計 5,068

　上記調査と同時に行った 99 年現在の初中級人材の不足数及び 2010 年に予想される同

人材の需要は下記の通りだという。

初中級職業技術人材の現状と需要予測

99 年現状 99 年不足人材数 2010 年人材需要

分野 人数 分野 人数 分野 人数

農村 11 2,800 14 4,610 20 10,925

機関 14 1,280 17  238 22  1,686

企業 11 2,580 16 2,488 20  8,768

合計 30 6,660 42 7,336 60 21,408

　一方、冀州市における毎年の新規参入労働力は約５千人である。但し必ずしも全員が

冀州市内に就職するわけではなく、毎年外地に出て行く人数が約 1,000 人いる。1999 年

の例では服装業 260 余人、販売員 248 人、建築業 300 余人、電子工業 70 余人、コン
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ピュータ操作 50 余人であった。行く先については大体、

　電子工業・服装関係…広州・深セン・北京・天津

　販売要員…北京・成都・東北三省・広東・広西

　建築業・コンピューター操作関係…北京・天津・石家荘

といった傾向にあるとのことである。

(２) 教育の概況

　冀州市の学校は、小学校 365、初中 30、高中４、そして職業学校１（要請校）であり、

義務教育の小学校と初中の入学率は 100％である。

　中等教育の状況は下記に示すとおりである。

初中段階 高中段階

初中 職業初中 高中 中専 職業高中

学校数 30 - 4 - 1

在校生数 22,295 - 3,884 - 2,034

99 年入学生数 8,564 - 1,610 - 653

99 年卒業生数 6,332 - 935 - 804

99 年就職者数 3,082 - 561 - 725

　冀州市には 15～40 歳の労働人口が 135 千人いるが、このうち高中レベルの学歴保持者

が 19％、初中レベルが 57％、小学レベルが 24％という比率になっており、この教育レベ

ルの低さがこれからの経済発展を阻害する大きな要因であるとしている。

　一方、河北省は（1-2）で述べたとおり職業教育のモデル省でもあり、教育レベルの向

上、特に職業教育の普及には熱心で、河北省の立てた「国民経済と社会発展 9-5 計画と

2010 の長期目標」の中で、初中卒業生の 60％以上は中等職業教育を受けさせるようにし

たいとの目標を打ち出している。

　冀州市ではこれを受けて冀州市の「教育事業 9-5 計画及び 2010 年の発展目標」を作成

しているが、その中で同市唯一の職業学校である要請校に焦点を当て、その発展目標を

次のように規定している。すなわち 2000 までに在校生数を 2,500 人（現在 2,000 人余）

にし、教学の施設、教員のレベル、学校の管理を充実させて、全国優秀職業学校トップ

1,000 校の中に名を連ねようというものである。現在のところ学生数、教学施設ともにま

だ目標に達していないが、その意味でも今回のプロジェクトに大きな期待がかかってい

る。
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　下表は冀州市政府の教育経費である。その大部分は各学校に給付金として振り分けら

れるものであるが、冀州市に限らず何処とも政府からの給付金はその 80～90％が人件費

に消えているのが実状のようである。高中段階になるとこの財政資金の他に学費収入と、

場合によっては事業経営等による若干の収入などが学校運営経費となる。

冀州市教育経費　　　　単位：千元

支出内訳
年度 予算総額

人件費 公用経費 教育機材

1997 21,840 19,656 1,310  874

1998 26,780 22,490 3,010 1,280

1999 28,520 23,950 3,420 1,150

（１元＝14 円）

(３) 要請校の概況

１) 主要目

名称 冀州市職業技術教育センター

住所

Tel／Fax

河北省冀州市和平東路４号

Tel 0318-861-3687 or 0318-861-2186

Fax 0318-861-3687

設

立
 1991

政府指定
国家重点高級職業中学　　河北省重点職業高中

河北省モデル職業教育センター

学校の形態 職業高中

入学資格 初中３年卒 就学年限 ３年

敷地面積 91,000 平方メートル 建築面積 34,100 平方メートル

学生数 2,034 クラス数 42

教員 職員 合計
教職員数

175 17 192

教室面積 8,516 平方メートル 実験室面積 8,764 平方メートル

専門コース 現状

化工、機械加工、電子電器、計算機、自動車整備、

服装デザイン製作、幼児教育、財務会計、農学、果樹、

牧畜　　計 11 コース



－39－

２）組織

档案室

弁公室

副校長 研究室 工会

団委員会

学生会

教務

校長　第一副校長　常務副校長 教務処 設備管理科

副校長 図書館

専業組

入学就職処

財務

副校長 後勤処 供応

保安科

生産経営

（注）

１．教務処設備管理科は財務会計、化工、機械、LL、電子電器、視聴覚、計算機、

自動車修理、服装デザイン、工芸美術、楽器室と機材別に 11 の部門を持ってい

て、教育機材・設備の管理に当たることとしている。

２．現有の 11 の専門コースはすべて教務処専業組に属する形になっている。

３）専門コース別学生数及び教員配置

学生 教員
専門コース

１年 ２年 ３年
クラス

専門 教養 実習

電子電器 103 44 83 5 15 3 2

計算機 202 180 160 11 32 6 2

機械加工 35 60 120 4 15 3 2

自動車整備 25 - - 1 5 1 2

服装 30 40 50 3 8 2 2

化工 61 45 81 4 13 3 2

幼児教育 50 44 56 3 8 3 1

財務会計 46 60 96 4 11 3 2

農学 60 59 50 3 8 3 1

果樹 41 - 52 2 5 3 1

牧畜 - 55 46 2 5 2 1

合計 653 587 794 42 125 32 18
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４) 現有機材

機材名 河北省冀州市職業教育センター

１ 視聴覚機材 ビデオデッキ、編集機、衛星受信機材等 28 アイテム

２ コンピュータ 76 台（ED286 型 26 台、486 型 50 台）

３ 語学教育機材 56 人用簡易的なモニター付き

４ 音楽舞踊機材 ピアノ等５アイテム

５ 自動車整備機材 ガソリンエンジン排気ガス測定器等少量アイテム

６ 電子電器実験機材 ３相メーター等 83 アイテム

７ 服飾 ミシン 10 台等５アイテム

８ 機械加工実験機材 教学模型等８アイテム

９ 化学実験機材 分光光度計等 17 アイテム

10 車輛 乗用車１台（95 年購入、走行距離 18 万キロ)、トラッ
ク１台 96 年購入、走行距離 14 万キロ

５) 社会人に対する職業訓練

　本センターは職業技術教育センターの第１号校であり、社会人に対する職業訓練は

業務の一環として積極的に行われている。最近３年間の状況は次表に示すとおりであ

る。これらの教育訓練は通常夏休み・冬休み等に集中して行う、あるいは祝祭日に行

う等一般の学生に対する授業に支障を来さない配慮がなされているという。
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社会人に対する職業教育の実施状況　　　　　　単位：人

対象 教育内容 1997 1998 1999 合計

食用きのこ 414 637 4,127 5,178

タカノツメ栽培 852 1,034 1,934 3,820

果樹手入れ 424 737 619 1,780

家禽飼育 848 1,218 928 2,994

化学肥料 1,684 637 285 2,570

農薬 825 479 214 1,518

農

民

当期卒業生に対する農業技術指導 1,423 1,829 2,533 5,785

コンピューター操作 396 527 432 1,355

縫製 170 73 111 354

自動車・バイク修理 - 49 38 87

電工 35 52 41 128

化学分析 75 63 120 258

市場販売 532 543 607 1,628

幼稚園保母教育 435 323 286 1,044

体育教師教育 612 - 633 1,245

機械加工 121 154 186 461

在

職

職

員

市・県の職業教育教員に対する教育 1,017 748 916 2,681

縫製 - 52 49 101下崗

職員 電気器具補修 42 61 47 150

合計 9,869 9,216 14,106 33,191

（注）

１．農民教育については農民技術学校との連係プレーによる。農民技術学校とは形

の整った学校ではなく、地域ごとに仮の集会所的なものを持っており、農閑期

あるいは夜間の時間を利用して、そこに講師を招いたり他所に出かけて行った

りして農作業に関する実用技術を学ぶ体制が出来ているのだという。そこには

農業技術員なる者（多くは職業中学卒業者）が指定されていて地域農民の面倒

を見ており、職業教育センターは彼らと連絡を取りながら計画的に農民の教育

に当たっている。

２．在職者訓練は、多くの場合企業や機関からの直接依頼を受ける場合が多い。企

業にせよ政府機関にせよ、特に農村地域では企業（機関）内訓練の体制はほと

んど出来ておらず、こうした公的機関に頼るケースが多い。

３．下崗職員については、冀州市が農村地域であるため大型の国有企業が少なく訓

練対象者も量的に少ないが、一般に市の労働局で計画を立て、学校に割り当て

てくる形が採られている。
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　なお、上表で注目したいのは、本センターでは毎年他の職業学校教員に対する訓練

を実施している点である。市の教育委員会が計画し毎年各校から送り込んで来るもの

で、本センターの教育機材を利用して専門知識を高めると同時に、進んだ教学経験を

学習して帰るのだという。また本センターの教員レベルは下表の通りであるが、この

地域では他校に比して高ランクの教員を揃えているとのことである。

専門コース教員のランク別人数構成

高級教師 中級教師 初級教師 その他 合計

33 65 20 ７ 125

高級教師：大学本科卒。中学中級教師に認定されて後５年以上その職にある者に対し

省の評定委員会で審査・認定。

中級教師：大学本科卒。中学初級教師に認定されて後４年以上その職にある者に対し

衡水市の評定委員会で審査・認定。

初級教師：大学本科卒。教職１年以上の者に対し、冀州市の評定委員会で審査・認定。

６）運営経費 単位：千元

内　　訳 1997 1998 1999

予算総額 2,300 2,853 2,989

地方政府財政 1,555 1,819 1,858

学費収入 694 946 1,025

学校事業経営収入 40 70 84

財
源

その他 11 18 22

人件費 1,376 1,399 1,428

光熱費 145 160 183

消耗品費 160 180 222

機材補充費 230 245 340

機材整備費 150 85 80

用
途

その他 222 763 712

（注）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１元＝14 円）

１．本表は通常の運営経費のみを示すもので、校舎の拡張・新築や高価な設備・機材

の購入等の臨時経費については、別途特別予算として市政府に申請するシステム

になっている由。

２．学費は政府により統一的に規定されており、コースにより若干差はあるがその額

は 800 元～1,300 元の範囲である。なお特に貧しい家庭の子弟には減免措置がある。
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３．中国では学校経営の費用の一部を、学校自身が経済活動を通じて賄うことを奨励

しており、本センターも直営事業として、縫製工場、食堂、雑貨店等を経営し、

収益を学校運営費の一部に当てている。

７) 卒業生進路状況

　1999 年度の卒業生の就職状況を下記に示す。

卒業生就職状況一覧（1999 年実績）

　　　　　　専門

　　　　　　コース

　就職先

機
械

化
工

電
子

計
算
機

服
装

幼
児
教
育

財
務
会
計

農
学

果
樹

牧
畜

合
計

機械工業 81 - 5 6 - - 3 - - - 95

化学工業 - 43 2 3 - - 11 - - - 59

自動車部品業 6 - - - - - - - - - 6

電子電器業 - - 76 5 - - 1 - - - 82

土木建築業 1 - - 3 - - 2 - - - 6

食品加工業 - 4 - - - - 1 - - - 5

縫製業 - - - - 75 - 11 - - - 86

給水給電 1 - 10 4 - - 1 - - - 16

飲料 3 52 - 18 - - 4 - - - 77

農林水産牧畜業 - - - - - - - 35 13 28 76

商業・貿易 - - - 14 - - 3 - - - 17

飲食業 1 5 - 4 - - 2 - - - 12

観光業 - - - 1 - 3 - - - - 4

運輸業 2 - 2 2 - - 2 - - - 8

金融保険業 - - - 25 - - - - - - 25

公的機関 - - - - - 23 - - - - 23

その他 - - - 26 - 15 - - - - 41

合計 95 104 95 111 75 41 41 35 13 28 638

　職業教育センターにおいては、社会のニーズにマッチした人材をタイミングリーに

供給することを使命としているところから、毎年入念な市場調査を行い、その結果に

基づいて開設するコース及び各コースの募集人員を決め、当地教育委員会の承認を得

て実施に移すという作業を繰り返している。このようなステップを踏むことをルーチ

ンとしている背景には今一つの理由、すなわち卒業生の就職問題がある。中国の学校
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においては、かって統一募集統一分配と称して国が学生の募集から就職先までを統一

的に管理していた時代があったが、市場経済化が進む中でこの制度はほぼ過去のもの

となっており、卒業生の就職には学校側が相当程度責任を負わなければならない状況

になっている。こうした中で、毎年の市場調査に当たっては、学校は主要各企業・機

関に直接打診し、場合によっては卒業生受け入れの協議書を結んだ上で学生を募集す

るといったケースも一般的に行われているという。従って卒業生の就職率は特別なこ

とがない限り毎年 100％であるという。1999 年度の卒業生も 100％であった。

　ただこのやり方は功罪半ばするものがあり、これでは学校としての教学方針や教育

の質的向上はどうなるのかといった批判も出てきている。　河北省教育委員会では

1997 年に「職業学校の特色ある専門コース設定強化に関する意見」と題する通達文書

を出し、｢各地方でそれぞれある程度固定的な特色ある専門コースを設定し、それに資

金と人材を集中する」ことを促している。

８) 波及効果

　援助対象校に求められる波及効果は、当該校が一般学生に対する教育以外のところ

で持っている社会との接点の多さによるところが大きい。この意味で職業技術教育セ

ンターは、(2-2-1）においても説明した如く、それぞれの地域社会において職業技術

サービスセンターとしての使命を帯びているところから、いろいろなところに社会と

の接点を求めている。

①社会人に対する職業訓練

　対外活動の最大のものであり、その内容は前記の表で示した通りである。本セン

ターの場合、他校の教員教育をも担当している点注目したい。

②上・横・下それぞれの機関との連携

　職業教育センター運営に当たって社会との繋がりをより密にするために奨励されて

いるやり方の一つであって、各センターとも上位機関（主として大学レベルの学校)、

横並び機関（主として政府関係機関)、下位機関（主として企業と農村）の３方向にそ

れぞれ数カ所の固定的な連携先を持っており、お互いにメリットを享受し合う関係を

保っている。

　本センターの場合、上位機関としては北京師範大学教育学部、河北工業大学管理学

院、河北工業大学化工学院、同機械学院、河北職業技術師範学院、北京科学技術大学

電子工程学院がそれであり、技術的な指導を受けたり、教員の研修を受け入れても

らったり、逆に先方に実習施設を提供したり、また共同で短期の研修コースを開設し

たりという協力関係を保っている。
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　横並び機関としては国家建設部人力資源開発センター市場部、河北省労働庁就業服

務センター、衡水市労働局、衡水市化工局、天津経済技術開発区研修学院があって、

センターはこれらの機関から労働市場その他の情報を収集したり、学生の就職の仲介

をしてもらったり、これら機関の従業員の研修を引き受けたりという協力関係にある。

　下位機関としては周辺の北京・天津並びに河北省・山東省各地に 10 数企業を連携先

として持っており、生産途上で起こる技術上の問題の共同研究に当ったり、従業員の

在職訓練を引き受けたり、就職先として卒業生を送り込んだり、あるいは在校生の実

習（職業高中では一般に３年生の後半６ヶ月は企業実習に当たるシステムになってい

る）を受け入れてもらったりという関係を保っている。さらに農村については、先に

も述べたとおり、各地の農業技術員と緊密な連携を取り合っており、農薬、化学肥料、

病害対策、養殖など日常的に相談に乗っている。

③技術の普及活動

　本センターには下記の実績あり：

・技術刊行物「農薬知識」「化学肥料知識」の編集出版（1992 年）

・｢計算機応用知識」の編集出版（1998）

・農村の要求に応え、農業実習場でタカノツメ・食用きのこに関する各種実験を実施、

農民に各種情報をフィードバック。

2-6-2　河北省青龍満族自治県

　青龍満族自治県は河北省の東北部、遼寧省との省境に位置し、行政的には秦皇島市に属して

いる。人口 49.8 万人、そのうち 64％が満族である。面積は 3,510 平方キロ、年間を通じて最

高気温は 38.7℃、最低気温が－29.2℃、年間降雨量は 725.2 ㎜である。山間の農村で総面積

の 82％を山地が占めている。

(１) 地域産業と労働市場

　下に同県の産業構造の統計を示す。

青龍県国民総生産（1999）　　　　　単位：千元

GDP 第一次産業 第二次産業 第三次産業

1,546,000 688,000 412,000 446,000

100％ 44.5％ 26.6％ 28.8％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（１元＝14 円）
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青龍県産業構造　　単位：千元（１元＝14 円）

国民総生産（GDP）
業　　種

97 98 99

機械工業      3,310      3,340      3,560

化学工業     13,530     23,620     26,390

土木建築    111,810    130,180    164,760

食品化工      380      410       440

縫製        980      1,060      1,890

グラスファイバー     30,120     35,660     41,070

鉱業    182,210    218,280    258,390

工
　
鉱
　
業

計    342,230    412,650    496,500

農業    330,180    345,310    256,690

牧畜     38,550    307,040    295,250

果樹    259,840     33,200     48,870

漁業      1,060      2,260      3,370

農
　
　
業

計    629,630    687,810    604,180

行政機関     56,290     66,680     72,770

商業     50,270     54,270     59,700

飲食業     40,150     47,730     52,500

観光業      100      350      500

輸送業    127,150    151,320    171,680

金融保険      8,500     12,350     13,050

芸能      2,950      3,410      3,500

その他     66,870     74,570     74,490

サ 

ー 
ビ 
ス 

業

計    352,280    410,680    448,190

合計  1,324,250  1,511,140  1,548,870

　同県は上表に示すとおり、第一次産業が GDP の半分近くを占める農業県である。一人

当たりの GDP が 3,100 元（43 千円）で、これは全国平均 6,404 元（1998）の半分以下、

農民一人当たりの年収が 1,751 元という状況で、全国で 300 カ所指定されている貧困県

の一つに数えらている。産業として注目されるのは砂鉄・金・花崗岩といった天然資源

の採掘加工とリンゴ・甘栗等の果樹栽培である。砂鉄の埋蔵量は４億トン、金 50 トン、

石材 26 億立方メートルと言われており、加工業としては目下ほとんどこれら天然資源の

加工に限られている。甘栗は日本でも天津甘栗として親しまれているものの原産地であ

る。
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　18～55 歳の労働人口は 22.2 万人であるが、このうち 8.7 万人は農村の余剰労働力と

言ってよく、さらに毎年 3,500 人が新たな労働力として参入してくる。産業別に見ると、

上の産業構造を反映して 81.9％の 18.2 万人が第１次産業に従事しており、第２次産業は

5.8％の 1.3 万人、第３次産業が 12％の 2.68 万人である。全般的に教育レベルが低く、

大専（高等専門学校）卒以上の学歴保持者は僅か 0.07％、高中卒が 11％、初中卒が

39.5％という状況である。

　県では第 10 次５カ年計画（2001～2005）を策定中であるが、石材・砂鉄・金の採掘加

工と果樹の栽培加工とを県の主要産業として発展させ、2005 年の国内総生産を 31 億元に、

農民一人当たりの年収を 2,600 元にすることを目標とし、特に鉱業分野については増産

による雇用拡大と収入増を図るべく下記の数値目標を掲げることとしている。

青龍県第 10 次５カ年計画における鉱業生産目標値

生産量 雇用 売上げ
業種

現状 目標 現状 目標 現状 目標

石材 １百万 m2 ５百万 m2 5,000 人 20,000 人 0.8 億元 5.4 億元

砂鉄 70 万トン 100 万トン 5,000 人 10,000 人 0.9 億元 2.0 億元

金 840 ㎏ 1,130 ㎏ 4,300 人 5,800 人 0.9 億元 1.0 億元

                                                                      (1 元＝14 円)

　またこれらの目標を達成するためには、正規の職業教育を受けた人材として、2005 年

には採鉱・鉱山機械関係が 5,000 人、果実の加工関係が 750 人必要としている。さらに

人材面では秦皇島の観光名所となっている祖山・山海関・北戴河のゴールデン・トライ

アングルに雇用機会を求めるべく、観光関係の人材 1,000 人という数字をはじき出して

いる。

(２) 教育の概況

　青龍は上述の如く全体として教育レベルが低いが、これは高年齢層の学歴の低さが平

均の数字を低いものにしているのであって、若年層ではかなり改善されている。ちなみ

に 18～30 歳の年齢層では、大専卒以上の人口が 6.3％、中専・高中卒が 20.6％、初中卒

が 62.4％である。

　これはここ十数年来「智力による貧困脱出」を合い言葉に教育にはことさら力を入れ、

それなりの成果を残してきた結果とも言える。貧しい県財政の中から財源を捻出して小

中学校の校舎を整備し、９年義務教育完全実施のための基本条件を整えた他に、特に農
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民の知識レベル向上を図るための種々の工夫をこらしてきた。義務教育の６・３制を

５・４制とし、初中の段階で 20％の時間を割いて農業に必要な基本知識を学ばせるとい

う試みは、農村における初等教育のあり方として大いに評価され、1987 年には国から

「農村教育改革実験区」に指定された。農村における職業教育のあり方を模索する責任

を負わされることとなった青龍県は、農民の成人教育に特に力を注ぎ、全 396 の村にそ

れぞれ農村技術学校（2-6-1 参照）なるものを作り、教員を招聘し教材をアレンジして、

毎年延べ 10 万人以上の農民に教育を施している。青龍県のこうした取り組みは中央政府

からも大いに評価され、現在までに中国のほぼ全省から見学団が訪れており、海外から

も UNESCO やドイツからの視察団を迎えている。

　現在小学校の数は 397 校、在校生 58,700 人、入学率は 100％だという。中等教育の状

況を見ると、初中は 48 校、在校生が 48,600 人、初中卒業生のうち 55％は進学し、45％

が社会に出る。進学する学生のうち普通高中へ進むのが 25％、中専ないしは職業高中へ

進むのが 30％であり、社会に出る卒業生の中では農業等第１次産業に従事する者が 60％

で、その他は鉱業関係の企業に就職するか第３次産業に職を求めている。普通高中は６

校、職業高中は要請校１校で、在校生はそれぞれ 2,970 人、1,910 人である。普通高中卒

業生のうちは上級校に進学する者は 40％である。職業高中の場合その卒業生の 20％が職

業系の上級校に進み、その他は社会に出ている。直接社会に出る者のうち、20％は農家

に帰り農業に従事しており、80％はそれぞれの専門を生かした職業に就いている。

　県の教育予算は下表の通りである。青龍県は貧困県の故か政府予算は人件費すらも賄

い得ていない。学校側としてはこの他に学費収入、社会サービス（成人教育その他）に

対する対価、秦皇島政府からの一部補助、事業経営の収入等によって不足分が賄われて

いるという。

青龍県教育経費　　　　　　　単位：千元

支出内訳
年度 予算総額

人件費 公用経費 教育機材 合計

1997 27,440 32,430 30,990 3,080 66,500

1998 30,250 33,610 25,700 3,680 62,970

1999 34,960 38,490 12,180 5,600 56,270

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１元＝14 円）
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(３) 要請校の概況

　要請校は県政府の運営している職業学校で、上記「農村教育改革実験区」の中心的役

割を果たすことが期待され、歴代県長が校長を兼ねている。満族が在校生の約 60％を占

めている。学校の前身は青龍高級職業中学で 1986 年に設立されているが、1992 年に職業

教育センターと改名し、1994 年に県内の下記８つの学校を合併した形の総合職業学校と

して再出発している。

（Ａ）職業中等専門学校、普通中等専門学校、職業高級中学校、労働技工学校、

農業機械学校、

（Ｂ）農業ラジオ学校、テレビ大学工作ステーション、衛生学校

　上記のうち（Ａ）は元来すべて高中レベルの職業学校で、それぞれに専門コースを

持って運営されていたものだが、合併後もそれぞれ分校としてその校名とコースをその

まま踏襲して運営されている。従来の校名をそのまま残しているのは、主にそれぞれ前

身の運営母体（県庁内の関係部門）との関係を維持しておくことが、資金調達、学生の

就職等種々の面でに好都合だからとのことである。

　(Ｂ）は通信教育形式の高等専門学校であり、学生はテレビ・ラジオ等のメディアによ

る自習を主体とし、学校は学生の募集、臨時教員を招聘しての補習、全国統一試験受験

のアレンジ、卒業論文の指導等のサポート業務を行っているのみで、本プロジェクトと

の直接的な関わり合いはない。

　以下に要請校の概要を記す。
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１) 主要目

名称 河北省青龍満族職業教育センター

住所

Tel／Fax

青龍県城中興路西段

Tel 0335-786-4158    Fax 0335-786-1484

設
立
1986

政府指定 河北省モデル職業学校、河北省重点職業教育センター

学校の形態
（Ａ）高中レベルの全日制職業学校（５分校）と、（Ｂ）通信教育
による高等専門学校（３分校）とを併設

（Ａ）全日制職業学校 （Ｂ）通信教育による大専入学資格／

　就学年限 初中卒業／３年 高中卒業／３年

敷地面積 67,000 平方メートル 建築面積 29,000 平方メートル

（Ａ） （Ｂ） 合計
学生数

1,906 1,264 3,170

教員 職員 合計
教職員数

135 34 169

教室面積 3,200 平方メートル 実験室面積 4,100 平方メートル

農林牧実習場      210,000 平方メートル

（Ａ）
機械加工、自動車運転・整備、鉱山機械整備、応用電子、
応用電工、工民建築、食品加工、服装服飾、果樹、牧畜、
計算機、財務会計、観光　　合計 13 コース専門コース

（Ｂ）
中文、数学、財務会計、工商管理、教育管理、政治教育、
法律、臨床医学　　合計８コース

（注）

１．本表の教員数はすべて（Ａ）全日制職業学校の専任教員で、（Ｂ）通信教育に専

任教員は配していない。

２．本校は縫製工場、自動車修理工場等幾つかの事業を直接経営しているが、これら

企業の従業員は上記教職員数に含まれていない。

　なお全日制の各分校（Ａ）は何れも高中レベルの職業中学ではあるが、それぞれその

前身校の性格を引き継いでおり、教学内容の規定が若干異なる。下に各分校と専門コー

ス、教学規定との関係を示す。
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分校名 専門コース 教学内容の規定

職業中専
果樹、牧畜、応用電工、応用電子、計算機、

鉱山機械整備、機械加工
職業中専規定

普通中専 工民建築、食品加工 普通中専規定

職業高中 観光 職業高中規定

労働技工学校 服装服飾 労働技校規定

農業機械学校 自動車運転・整備 労働技校規定

農業ラジオ学校 財務会計（これのみ高中レベル全日制） 農業ラジオ学校規定

２) 組織
教務
教研組

教学処 実験室
視聴覚教室
図書室

副校長 幼稚園
専門コース組

教育処
学生会

燎原処（注）
財務会計

総務処 後勤
校長 食堂

文印
弁公室 事務

資料
実験実習廠
自動車修理廠
自動車部品販売

副校長 生産実習処 モーターバイク修理部
服装廠
建築化工廠
雑貨販売部
ホテル・食堂

テレビ大工作ステーション
農業ラジオテレビ学校
衛生学校
労働技工学校

（注）遼原処は農民に対する実用技術教育や、現地の在職労働者、｢下崗」労働者等
の成人教育業務を担当する。
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３) 専門コース別学生数及び教員配置

学生 教員
専門コース

１年 ２年 ３年
クラス

専門 教養 補助 実習

機械加工 52 47 42 3 5 6 １ 2

自動車運転・整
備

52 47 42 3 5 6 １ 2

鉱山機械整備 52 47 42 3 4 6 １ 2

応用電子 52 47 46 3 5 6 １ 2

応用電工 52 47 46 3 5 6 １ 2

工民建築 54 48 44 3 5 6 １ 2

食品加工 54 48 46 3 5 6 ２ 2

服装服飾 54 48 44 3 5 6 １ 2

果樹 59 52 47 3 5 6 １ 2

牧畜 52 50 44 3 5 6 １ 2

計算機 56 48 46 3 5 6 １ 2

財務会計 54 48 44 3 5 6 １ 2

観光 54 45 44 3 5 6 １ 2

４) 現有機材

機材名 遼寧省瀋陽市職業中等専門学校

１ 視聴覚機材 現有機材なし

２ コンピュータ 98 台（486 型 62 台、586 型 36 台）

３ 語学教育機材 48 人用（半分使用不能）

４ 自動車整備機材 現有機材なし

５ 電子電器実験機材 物理電子実験室機材 55 アイテム

６ 服飾 現有機材なし

７ 機械加工実験機材 現有機材なし

８ 車輛 乗用車 1 台（92 年購入、走行距離 16 万キロ）
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５) 社会人に対する職業訓練

　最近３年の訓練実績を以下に示す。受け入れのチャンネルについては冀州市の場合

と大同小異である。

訓練対象 訓練内容 1997 1998 1999 合計

果樹技術    523    761    667 1,951

養殖技術    536    578    489 1,603

稲・麦の植付け    798    595    534 1,927

蔬菜    108    124    147    397

農　　民

自動車修理     25 - -     25

計算機基礎 - -    163    163

企業管理     39 - -     39在職職員

機械加工     51 - -     51

下崗職員 服装加工 -     42 -     42

合　　計 2,080 2,100 2,000 6,180

６) 運営経費                                  単位：千元

内　　訳 1997 1998 1999

予算総額   3,669   3,955   4,447

地方政府財政   1,740   1,760   2,150

学費収入   1,500   1,660   1,730

学校事業経営収入  189  245  257

財
源

その他  240  290  310

人件費   1,510   1,500   1,850

光熱費  510  580  620

消耗品費  549  677  740

機材補充費  430  580  550

修繕費  440  358  387

用
途

その他  230  260  300

（注）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１元＝14 円）

本校は直営事業として、自動車修理工場、自動車部品販売店、モーターバイク修理

工場、縫製工場、建築部材工場、ホテル・食堂等を経営し、収益を学校運営費の一

部に当てている。
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７) 卒業生進路状況

　下記に 1999 年の就職状況を示す。

卒業生就職状況一覧（1999 年実績）

　　　　専門

　　　　コース

　就職先

果
樹

工
民
建
築

食
品

自
動
車
整
備
運
転

応
用
電
子

計
算
機

服
装
服
飾

牧
畜

鉱
山
機
械
整
備

応
用
電
工

観
光

機
械
加
工

財
務
会
計

果樹関係 42

牧畜業 34

建築業 36

食品加工業 40

自動車整備業 25

輸送業 10

電気器具修理 40

会計関係 2 36

計算機操作 30

縫製 30

鉱業 40 5

観光業 1 40

機械加工業 30

合計 42 36 40 35 40 33 30 34 40 5 40 30 36

　本センターの場合も毎年市場調査を実施して、コースの設定、募集人員の参考にし

ているのは冀州と同様であり、最近３年の就職率は下記の通りである。

　　　1997 年　93.8％　　　1998 年　95.1％　　　1999 年　96％

　コース別に見ると、果樹、牧畜の２コースはすべて農業技術員となって農村に帰り、

就職率 100％である。工業系コースの卒業生は 60％が県内で就職、30％は県外へ出て

行っており、就職率は 90％。県外組が比較的多いのは服装、電子、観光、計算機等の

コースである。サービス関係のコースは当然ながらほとんどが企業に就職、就職率

95％であった。
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８) 波及効果

　社会との接点について主なものを挙げると下記の通りである。

①社会人に対する職業訓練

前表の通り。

②農民に対する実用技術サービス

　本センターは面積 21 万平米の農林牧実習場を持っており、そこで野菜、果樹、家

畜等に関する実用技術の実験を繰り返しているが、そこで得られた成果を農家の実

用に供している。これまでに果樹の防虫対策、リンゴの新種開発、ビニールハウス

技術等を開発、民間に普及させることにより、農家の収益向上に貢献している。

③上・横・下方向機関との連携

　本センターの場合、河北農業技術学院・天津南開大学等４つの大学、牧畜局、農

業局等４つの行政機関、さらにはいくつかの初級中学・農民技術学校・郷鎮農業機

械ステーション等と固定的な職業技術教育ネットワークを結んでおり、業務上の協

力関係を維持すると同時に、常時情報の交換を行っている。

④これまでに全国ほとんど各省からの教育団体視察団を受け入れている。

⑤河北省職業教育工作会議等の大会で毎年 1～２度の発表を行っている。

2-6-3　雲南省西双版納タイ族自治州

　西双版納（シーサンパンナ）タイ族自治州は雲南省の最南端、ミヤンマー・ラオスとの国境

に位置する。１市２県（景洪市・モンハイ県・モンラー県）より成り、面積は 19 千平方キロ、

人口 83 万人。亜熱帯地域で、年間を通じて最高気温は 37.9℃、最低気温が 10.9℃、年間降雨

量は 1296 ㎜である。そもそも雲南省は少数民族の集中している省で、全人口の 33％を少数民

族が占め、種類にして 26 の民族が居住しているが、その中でも西双版納は 13 種類の少数民族

が住み、人口に占める比率が 74％と雲南省でも少数民族の最も密集した州になっている。州

都景洪は標高 500 メートル余り、年間を通じた温暖な気候と、風光明媚な南国の景観、加えて

少数民族の珍しい風習をセールスポイントに観光地として名を馳せている。また山岳地帯には

鉱物資源、動植物資源が豊富にあり、これが今後の経済発展のポテンシャルとなり得るとして

期待されている。

(１) 地域産業と労働市場

　雲南省は経済の比較的遅れた地域で、1998 年の一人当たり GDP は 4,353 元（60 千円）

であるが、これは中国の 27 ある省・自治区の中でも後ろから６番目であり、貧窮層とし

て類別される人口が省人口の 11％を占める。その中にあって西双版納の一人当たり GDP
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は下表に示すとおり 4,201 元で省平均を若干下回る程度であるが、これは州都景洪市の

観光業に支えられた数字で、僻地（西双版納州は１市２県からなっている）では原始的

な焼き畑農業に頼って極貧の生活をしている少数民族がかなりの数おり、雲南省の中で

も貧困州に属するという。

西双版納の産業別国民総生産             (1 元＝14 円)

第１次産業 第２次産業 第３次産業 合計

GDP（百万元） 1,778 784 1,639 4,201

％ 42.3 18.7 39.0 100

（西双版納年鑑 1998）

西双版納の業種別労働人口（1998）

業種 都市部 農村部 合計

農林・牧畜・漁業   66,460  283,770  350,230

採掘業    1,130 -    1,130

製造業    6,880 -    6,880

電力・ガス・水道      980 -     980

建築    4,670      410    5,080

地質・水利管理      670 -      670

交通・運輸・倉庫・通信    3,760    4,440    8,200

卸・小売・貿易・飲食業    6,240    2,690    8,930

金融・保険    1,960       20    1,980

不動産      450 -      450

公益事業    6,400       60    6,460

衛生・体育・社会福祉    3,190      570    3,760

教育・文化・放送   10,220      190   10,410

科学研究・技術サービス    2,360       50    2,410

行政機関・社会団体    9,460 -    9,460

その他      160    7,660    7,820

合計  124,990  299,870  424,860

（西双版納年鑑 1998）

　上記２表は西双版納州の産業の概要を表す統計数字であるが、本州を支えているのは

農業と観光業であり、その他に特筆すべき産業は特にない。農業では糧食の他に昔から
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ゴム、茶、甘蔗が主要な産物であるが、近年になって薬草、花、無農薬食品、熱帯果物、

天然香料等の域外への輸出が盛んに行われている。観光業では毎年延べ 300 万人近い国

内外の観光客を集めており、1998 年の年間営業収入は 294 百万元であった。

　州政府では目下第 10 次５カ年計画を策定中であるが、観光業、動植物資源の開発並び

に交通網の整備に力点を置いて経済の発展を図り、年間経済成長率７％を目標として、

都市部住民の可処分所得年４％増、農民の純収入年５％増による貧困脱出を実現したい

としている。

　現在経済発展の阻害要因となっている大きな要素の一つが教育レベルの低さであると

いう。下表に労働人口の学歴統計の数字を示すが、特に農村地域の少数民族は、伝統的

な生活環境、言葉の障壁等種々のハンディキャップがあって、科学知識に対する極端な

無知が貧困から脱出できない要因を作っている。

西双版納州労働人口の学歴別比率

学歴 人数 比率（％）

大学卒     1,650     0.4

高等専門学校卒     6,200     1.5

中専卒    16,060     3.8

高中卒    42,020     9.9

初中卒   120,830    28.4

小学校卒   221,880    52.2

文盲・準文盲    16,220     3.8

合計   424,860   100.0

　従って第 10 次５カ年計画では人口の 75％を占める地域における９年義務教育の普及、

職業教育の拡大を挙げて、経済成長における科学的要素の寄与率を 45％に引き上げるこ

とを目標の一つに挙げている。

(２) 教育の概況

　雲南省は経済が立ち後れており、教育経費が潤沢に予算化できない上に、山地が多く

人口が分散しているという地理的条件から、教育の普及がなかなか思うように行かない

という悩みを抱えている。全省に約５万校の小学校があるが、低学年の児童が小学校へ

通えないケースが多く、１～３年生の児童を対象にした数人ないし数十人規模の勉強塾

が正規の小学校とは別に２万数千カ所ある。省政府は毎年財政の 17％、約 40 億元を教育
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予算に当てているが、その大部分が 30 万人の教員の人件費と、学生の寄宿舎経費の補助

に消えるのが実状である。

　西双版納もその例に漏れず、小学校 530 校に対して上記の勉強塾が 541 カ所ある由で、

義務教育の普及も容易でないことが伺えるが、第９次５カ年計画における教育関係につ

いての条項は下記の通りである。

①義務教育の立ち後れている地域に対する初級職業教育の普及。70％の初中卒業生の

中級職業学校への進学を果たし、中等教育進学率の年成長５％の達成を図る。2000

年時点で高中段階の学生数のうち職業高中在校生数を 50％以上にする。

②全州の 70％の郷・鎮に農民文化技術学校を設置、毎年 25％以上の農民を対象に実用

技術訓練を施し農民の知識レベルの向上を図るとともに、農村余剰労働力の非農業

部門への転換のために必要な職業技術教育を実施する。

③都市部労働者を近代的企業制度に適応させるために在職者訓練を重点的に実施し、

成人教育の年成長率６％の達成を図る。

ちなみに 1999 年末現在、小学校の入学率は 98.1％、小学校から初中への進学率は

88.7％、初中から上級学校への進学率は 50.2％である。

教育予算は毎年その 50％を中央並びに省政府の補助に頼っているが、予算規模は下

記の通りである。

州政府の教育予算（1999）               単位：千元

特別予算
区分 通常予算

州レベル 県レベル 郷レベル
合計

州共通 8,560 1,170 - - 9,730

景洪市 25,300 - 3,150 - 28,450

モンハイ県 22,750 340 690 90 32,870

モンラー県 17,300 - 1,540 - 18,840

合計 73,910 1,510 5,380 90 80,890

（１元＝14 円）
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　西双版納州の中等教育の状況を下記に示す。

初中段階 高中段階

初中 職業初中 高中 中専 職業高中

学校数 42 1 15 4 4

在校生 26,874 2,334 3,186 2,016 1,526

99 年入学 10,612 2,205 1,096   520   677

99 年卒業 6,433   72   942   464   669

99 年就職   324   72   562   464   669

　中専と職業高中とを合わせると、高中段階では職業系の中学校がその学生数にお

いて普通中学校を上回っている。その中で申請校は本州の最大規模の職業高中であ

る。

(３) 要請校の概況

　要請校は州教育委員会により運営されている中学校である。本部と分校（本校より３

㎞）とに分かれており、本部の前身は 1984 年に設立された西双版納民族中学であるが、

1992 年に職業教育センターに指定されている。今も少数民族が在校生の 91％を占め、７

つの民族が混在している。学校は通常の学校制度における普通初中と職業高中との２つ

の部分から成っており、その概要は下記の通りである。
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１) 主要目

名称 雲南省西双版納民族職業教育センター

住所

Tel／Fax

雲南省西双版納州景洪市農林南路２号

Tel 0691-212-2202  Fax 0691-271-0581

設
立
1992

政府指定 雲南省職業高中モデル校

学校形態 普通初中と職業高中とを併設

普通初中 職業高中入学資格／

　就学年限 小学校卒／３年 初中卒業／３年

敷地面積 111,222 平方メートル

（本校：44,622 平方メートル　 分校：66,600 平方メートル）

建築面積 30,922 平方メートル

（本校：17,174 平方メートル　分校：13,798 平方メートル）

普通初中 職業高中 合計　学生数

(クラス数) 1,200 人（24） 1,250 人（25） 2,450 人（49）

普通初中 職業高中

教員 職員 教員 職員
合計

教職員数

68 47 108 40 263

教室面積 2,395 平方メートル 実験室面積 5,400 平方メートル

専門コース
観光ガイド、客室飲食服務、料理、保安、電算秘書、電算会計、

観光英語、師範　　計８コース

（注）

例外措置として保安コースで一部普通高中の卒業生を入れている。保安要員になるため

には公的資格を取得する必要があるが、年齢の関係から高中卒業後に本コースに入学し

資格取得を希望するケースが多い。なお彼らの就学年限は資格の取得状況により１～２

年と幅を持たせている。
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２) 職業高中の組織

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     教務処(8)

　　　　　　　  本部副校長(2)　　　　　　　　  生産実習処(4)

　　校長(1)　　　　　　　　　　   校長会議　　 後勤処(6)

　　　　　　　  分校副校長(2)　　　　　　　　  行政弁公室(6)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     在職者訓練処

（注）

１．一般の教学は教務処の管轄となり、実習は生産実習処の管轄となる。

２．（　）内の数字は構成人員数。但し教員は含まれていない。

３) 専門コース別学生数及び教員配置

学生 教員
専門コース

１年 ２年 ３年
クラス

専門 教養 補助 実習

観光ガイド   74   56   56    4  5  3  2  3

客室飲食服務   70  100   62    5  8  4  2  5

料理   50   55 -    2  4  2  1  2

保安   62   56 -    2  4  2  1  2

電算秘書   82   60   54    4  8  3  2  3

電算会計   50   51   56    3  5  4  3  3

師範   56   56   56    3  6  4  3  3

観光英語   43   45 -    2  4  4  1  2

合計  487  479  284   20  44  26  15 23

　上記各コースを卒業して得られる資格は下記の通りである。

専門コース 取得資格

観光ガイド 全国観光ガイド資格証

客室飲食服務 就業資格証

料理 中・初級調理師証

保安 保安就業資格証

電算秘書 中・初級計算機等級証

電算会計 就業資格証

師範 中等師範卒業証

観光英語 旅遊服務英語等級証
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４) 現有教育機材

機材名 雲南省西双版納民族職業教育センター

１ 視聴覚機材 オーバーヘッドプロジェクター等少量機材

２ コンピュータ 63 台（486 型）

３ 語学教育機材 少量テープレコーダー

４ 音楽舞踊機材 少量

５ 自動車整備機材 現有機材なし

６ 電子電器実験機材 万用表等少量アイテム

7 調理機材 中華レンジ等４アイテム

8 ガーデニングとフラワー 現有機材なし

9 車輛 トラック１台（95 年購入、走行距離 13 万キロ）と
バイク３台

５) 社会人に対する職者訓練

　西双版納は農村地域で「下崗」の問題はないが、農民に対する教育が重要な任務の

一つになっており、農民文化技術学校と緊密に連携を取り合い、計画的に実施してい

る。農民を学校に集めて講義をする場合もあり、教員を農村に派遣して現地で行う場

合もある。その他に、景洪市の機関・企業からの依頼を受けて行う在職者訓練も活発

に行われている。

　こうした訓練は主として夏休み・冬休み等の休暇期間、あるいは一般学制の放課後

の時間を利用して行われ、期間はケースバイケースであるが多くの場合１～３ヶ月程

度である。

　ここ数年の実績を下記に示す。

農村教育・在職者訓練実績

専門コース 1996 1997 1998 1999 合計

農民教育    250    350    400 -  1,000

料理    165    110    144    182    601

観光ガイド -    129    175    450    754

観光客サービス     73     84    148    345    650

その他在職者教育    100     73     41    150    364

合計    588    746    908   1,127   3,369
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６) 運営予算

　本センターの運営予算はそのほとんどが政府財政により賄われており、授業料はご

く一部の学生を除いて免除されている。職業高中の運営予算の状況を下記に示す。

職業高中運営予算実績　　　　単位：千元

内　　訳 1997 1998 1999

予算総額 4,054 4,641 3,225

州政府財政 2,603 2,800 2,247

省政府財政 1,296 1,671 746
財
源
授業料等学生納付金 155 170 232

人件費 695 965 1,607

光熱費・消耗品費 540 718 728

機材補充費 115 180 150

修繕費 200 156 100

用
途

その他 2,504 2,626 640

（注）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１元＝14 円）

97 年、98 年のその他費用の中には、校舎建設の特別予算それぞれ 190 万元、230 万

元が含まれている。

７) 卒業生進路状況

1997 1998 1999
専門コース

卒業生数 就職率 卒業生数 就職率 卒業生数 就職率

観光ガイド 45 97.2 59 93.2 49 95.9

客室飲食服務   170 98.8 63 95.2 65 98.5

料理 58 98.3 46 95.7 43 95.3

保安 52 98.1 51 96.1 54 96.3

電算会計 55 90.9 47 89.4 43 90.7

師範 56 98.2 56 96.4 56 96.4

合計   436 97.0   322 94.4   310 95.5
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８) 波及効果

　社会との接点について主なものは下記の通りである。

①社会人に対する職業訓練

　前表の通り。

②上・横・下方向機関との連携

　横方向の連携先として西双版納州旅遊訓練センター、西双版納州人事労働局、景

洪市公安局等があり、下方向は各地の農民技術学校である。

③少数民族子弟の養育

　本センターの場合、波及効果としての最も大きな意味は、少数民族の子弟を養育

して、彼らの生活圏に新しい風を送り込んでいることにあると思われる。少数民族

の現状は、貧困と無教育の悪循環（貧困が教育の機会を狭め、それがまた貧困を呼

ぶ)、言語の違いからくる種々の障害（小学校でまず中国語を習得しなければならな

い／メディアの流す情報はすべて中国語である)、生活観念（旧来からの生活形態に

安住固執して新しいものを取り入れたがらない）からくる教育に対する理解の低さ

等が主な原因となって、全般的に民度が低く、極端な貧困状態に低迷している。

従ってこのような少数民族の多居住地域にあってその子弟に教育を受けさせること

の意味は、たとえそれが高中レベルの知識ではあれ、習得した技術は日常の生産活

動にかなりの効果をもたらすものであると同時に、新しい知識と観念を持った新し

い世代を少数民族地域に送り込むことに他ならず、その波及効果は少数民族地域全

体のレベルアップにつながり得るものとして期待される。

　本センターは７つの少数民族が在校生の 91％を占める少数民族校であり、しかも

雲南省にある８つの少数民族自治州の中で規模が最も大きく、雲南省政府からモデ

ル校として指定されているところでもあり、波及効果の面でも最も大きなものが期

待できる。
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2-6-4　遼寧省瀋陽市

　瀋陽市は遼寧省の省都で東北地方最大の工業都市である。人口 674 万人、うち市街区人工は

479 万人、面積 12,980 平方キロ。1998 年の最高気温 32.2℃、最低気温-24.2℃、年間降雨量

は 720 ㎜である。

(１) 地域産業と労働人口

　1999 年の国内総生産は 1,013 億元、その内訳並びにそれぞれに従事する労働人口下記

の通りである。

第１次産業 第２次産業 第３次産業 合計

GDP（百万元） 6,970 44,560 49,780 101,310

労働人口（千人） 827 1,443 1,522 3,792

                                                                   （１元＝14 円）

　工業については、周辺に鉄鉱石、非鉄金属、石炭等の資源に恵まれ、これらを加工す

る機械工業を中心に早くから重工業が発達した。現在も機械・冶金・航空・自動車・石

油化学・製薬・建材・電子・環境・紡績等と幅広い業種を揃えている。ただ、市場経済

化の波は瀋陽の製造業界に痛烈な打撃を与える結果になり、多くの企業が操業停止ない

しは破産に追い込まれている。

　そもそも東北地方は重工業企業が集中していることから市場経済への適応が難しく、

加えて設備の老朽化が進み、多くの企業が深刻な経営不振に陥っているという現実があ

るが、その典型が遼寧省であり、そのまた典型が瀋陽であるという言い方をされている。

伝統的な鉄西工業区の火が消え、おかげで澄んだ青空が見えるようになったという笑え

ない冗談が聞かれるが、｢下崗」労働者の数は現時点で 35 万人に上ると言う。

　このような状況の中で、優勝劣敗が進行しているが、このところ徐々に整理統合がな

され、機械製造、自動車、医薬化工、電子情報が４大支柱産業と言える地位を築きつつ

ある。また、政府の政策的支援を得て 18 の大型企業が外資を導入するなどの補強がなさ

れ、瀋陽市製造業界の中核的存在として発展の軌道に乗りつつある。中でも第一自動車

金杯、旋盤、東北送変電、長白計算機、星光建材、環境保護産業等の企業は全国的な知

名度を回復し、瀋陽市の工業界を代表する近代企業に変貌を遂げているとのことである。

（瀋陽年鑑 1999）

　市場経済への移行において、製造業の余剰人員を吸収する受け皿としてその発展を期

待されているのが第３次産業であるが、その業種並びに業種別労働人口の分布は現状下

記の通りである。
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業種 労働人口（千人）

運輸・倉庫・通信        168

卸・小売業及び飲食業        734

不動産業及び社会サービス        166

衛生・体育・社会福利         68

教育・文化・芸術        143

科学研究・技術サービス         74

国家機関・社会団体         82

その他         87

合計      1,522

(２) 教育の概況

　歴史の古い大都会であり、遼寧省の政治・経済・文化・交通の中心ともいえる存在で

あるところから、教育については初・中等教育が普及していると同時に、大学も東北大

学・遼寧大学・瀋陽工業大学等総合大学・単科大学併せて 22 校を擁している。1998 年に

おける大学生数は本科・専科（専門短大）併せて 96 千人である。

　学齢児童の小学校への入学率は 99.8％、初中への進学率が 97.4％だから、義務教育達

成率はほぼ 100％に近い。初中卒業生の進学率は 74.9％であり、進学先としては普通高

中が 44％、中専が 22％、職業高中が 34％で、職業系が計 56％と上回っている。

　瀋陽市政府の教育予算とその支出内訳は下表の通りである。

　　　　　　　　　　　　　瀋陽市教育経費　　　　単位：百万元

支出内訳
年度 予算総額

人件費 公用経費 教育機材

1997 830.13 681.49 130.18 18.48

1998 923.92 806.70 102.98 14.24

1999 1,021.35 906.35 101.00 14.00

                                             （１元＝14 円）
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　中等教育の状況は下表に示す。

初中段階 高中段階

初中 職業初中 高中 中専 職業高中 成人中専

学校数 259 1 108 48 103 48

在校生  252,861    407  81,365  39,522  66,800  16,985

99 年入学   96,358    130  29,869  11,093  17,785   4,265

99 年卒業   88,526     23  22,035  10,789  17,172   6,002

　通常の教育制度に沿って行われる上記の学校教育とは別に、成人教育にも相応の力点

が置かれている。1998 年には、成人教育に携わる機関大小併せて 2,371 カ所で計 91 万人

に成人教育が施された。成人学校として主なものは、大学レベルで職工大学 20 校、中等

教育レベルで成人中等専門学校 52 校、職工中専８校、農民中専８校等があるが、圧倒的

に多いのは小規模な成人技術教育学校で、瀋陽には 2,234 校あり、80 万人が教育を受け

ているとのことである。

(３) 要請校の概要

　要請校は瀋陽職工大学の付属中学校である。瀋陽職工大学は、1986 年、瀋陽市総工会

経営の学校として設立され、定時制の成人学校として運営されてきたが、1997 年より全

日制の高等職業技術学校へと改められた。大学の専門コースとして計算機応用保全、証

券投資、内装電器技術、財務会計、計算機会計、中文、秘書、工業企業管理、金融、英

語の 10 コースを持ち、就学年限は２年ないし３年（文化系のコースに２年のものあり)、

在校生 1,711 人という学校である。

　要請校である同大学付属中等専門学校は、大学と同じ敷地内にあり、大学教員の中専

への派遣、一部運営事務の一括管理など相互に融通し合った運営を行っているが、学校

としては独立した法人として登記され、独立採算で運営されている。また教室・実験室

等の施設も明確に区分されている。

　要請校の概要は以下の諸表に示すとおりである。
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１) 主要目

名称 瀋陽職工大学付属中等専門学校

住所
遼寧省瀋陽市鉄西区興華南街 51-５号

Tel (024)2585-3840  Fax (024)2585-2785

設
立
1992

政府指定 瀋陽市重点職業中専

入学資格 初中卒 就学年限 ３年

敷地面積 27,300 平方メートル 建築面積 24,000 平方メートル

教室面積 7,800 平方メートル 実験室面積 406 平方メートル

学生数 2,416 名 クラス数 53

専任教員 職員 合計 兼任教員
教職員数

75 11 86 49

専門コース
計算機用、財務会計電算化、秘書、渉外貿易、外事秘書、外事サー
ビス、商務営業、経済貿易英語、証券投資　　計９コース

２) 組織

校長室(4)

教務処(6)

　政治組(6)

　語文組(6)

　数学組(5)

　外語(5)

校長(1)　常務副校長(1)　教学副校長(1) 教研室(58) 財務会計組(6)

　計算機組(10)

　専業組(12)

　文体組(4)

　電工組(1)

学生処(15)

就職指導処(3)

（注）

１．校長は職工大学の副校長が兼務している。

２．(　）内の数字は構成人員数
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３) 専門コース別学生数及び教員配置

学生 教員
専門コース

１年 ２年 ３年
クラス

専門 教養 実習

計算機応用 361 555 207 24 32 21 3

財務会計電算化 133 212 234 13 19 14 -

秘書 - 56 41 2 13 6 -

渉外貿易 - 50 43 2 13 6 -

外事秘書 39 - 90 2 12 6 -

外事サービス - 36 36 2 9 6 1

商務販売 26 35 - 2 14 6 -

貿易英語 98 112 - 5 11 7 -

証券投資 53 - - 1 12 7

（注）

１．各コース卒業時にはそれぞれのコースに応じた資格等級試験を受験、約 80％が中

級資格を取得する。

２．専門コースは固定的なものではなく、毎年産業界の需要に合わせて新たに設定し、

市教育委員会の認可を経て学生を募集するとのこと。

３．教員は本校の専任・兼任教員以外に、常時職工大学や、あるいは他校からの招聘教

員が教鞭を執っているのが常態で、学校間の教員の融通は日常的に行われている由。

本表の教員数も招聘教員を含めた数字。

４) 現有教育機材

機材名 遼寧省瀋陽市職業中等専門学校

１ 視聴覚機材 現有機材なし

２ コンピュータ 98 台（486 型 62 台、586 型 36 台）

３ 語学教育機材 48 人用（半分使用不能）

４ 自動車整備機材 現有機材なし

５ 電子電器実験機材 物理電子実験室機材 55 アイテム

６ 服飾 現有機材なし

７ 機械加工実験機材 現有機材なし

８ 車輛 乗用車 1 台（92 年購入、走行距離 16 万キロ）
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５) ｢下崗」労働者の転職訓練

　当校は市政府より「下崗」労働者訓練基地に指定されており、1997 年以来毎年相応

の「下崗」労働者を受け入れ、職業技術の訓練を施している。中でも 1998 年は瀋陽市

における「下崗」問題が最も深刻になつた年で、一時その数が 50 万人近くに達したこ

ともあり、当校も 1,000 人を越す人数を受け入れた。この実績は市政府に高く評価さ

れ、優秀訓練基地の称号を与えられている。下表は当校の「下崗」労働者訓練実績で

ある。

専門コース 1997 1998 1999 合計

家電修理 - 100 - 100

自動車修理 - 35 10 45

バイク修理 - 38 - 38

マッサージ - 188 43 231

縫製 75 341 117 533

計算機操作 - 352 123 475

漬け物 - - 258 258

合計 75 1,054 551 1,680

（注）

１．上記訓練は一般学生に影響を及ぼさない時間帯（夏休み・冬休み・土日・平日の

放課後）で行われ、実技訓練が主となる。期間は通常３～６ヶ月である。

２．当校に該当教員がいないコースについては、他校からの招聘講師によって訓練が

行われる。

３．受け入れに当たっては政府から講師手当程度の補助は出るが、コストを賄うに十

分なものではない。
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６) 運営経費

　通常の運営経費は基本的に市政府からの給付金と授業料収入で賄い、校舎の増改築

や設備・機材の新規購入等の一時的な投資は、その都度申請・批准を経て別途予算を

付けてもらうシステムになっている。過去３年間の運営経費の実績は次の通りである。

                                                     単位：千元

内訳 1997 1998 1999

予算総額 2,540    3,060    3,350

政府財政    120     210     270収
入授業料収入   2,420    2,850    3,080

人件費    820     864     996

福利厚生費    580     587     798

講師招聘費    180     248     266

機材補充費    210     297     388

光熱費    660     691     770

支
　
　
出

その他     90     233     132

（注）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１元＝14 円）

上記政府財政からの給付金は、市政府から瀋陽市総工会・職工大学をへて当校の手に

渡るもので、当校としては形式上、母校である職工大学から給付を受ける形となって

いる。

７) 卒業生進路状況

　本校の場合職業学校であるから、進学は 10％程度で、毎年大半が就職して行くが、

就職率については、常に労働市場をにらみながら学生を募集していることもあり、休

学・退学等特殊な学生を除いて、常に 100％をキープしているとのこと。

業界 1997 1998 1999 合計 ％

ホテル   138   135    77   350 50.3

商業・貿易    43    58    59   160 23.0

公的機関    32    12    22    66 9.5

金融保険    13     １     1    15 2.2

娯楽施設 - -    22    22 3.2

進学    19    28    32    79 11.4

参軍 -     １     ２    ３    0.4
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８) 波及効果

　本校の場合他の要請校とは事情がかなり異なる。他の４校がすべて農村地域に位置

し、地域社会に対する貢献面では農民教育に主たる期待が掛けられているのに対し、

本校は瀋陽という都会、しかも下崗問題の最も深刻な都会に位置するところから、一

般学生以外への影響力の広がりは主に下崗職員の転職訓練に期待される。ここ数年の

下崗職員の訓練状況は先に表で示したとおりであるが、これまでは学校の経営内容が

商業コースに限られていたため、下崗職員に対する訓練の内容にも自ずから限界が

あった。本プロジェクトが実現すれば、学校自体も工業系のコースの新設を予定して

おり、下崗問題への貢献度もさらに広げられるものと期待が寄せられている。

　また社会への影響力という点で、当校が瀋陽市内の他校に比して持っている優位性

は下記の通りである。

①上部機構が市総工会であるところから産業界に対して強い影響力を持っていると

ともに、産業界のニーズを最も反映しやすく、下崗問題への対応も含め、社会の

求める人材をタイムリーに供給できる環境を備えている。

②高中レベルの職業学校としては、瀋陽市で一二を争う規模を備えているとともに、

唯一学生寮を備えた学校であるところから、全遼寧省を対象に学生を募集できる

唯一の職業学校である。

③職業大学の敷地内に位置し、その附属中学として同大学と一体となって運営され

ているところから、技術面、学校運営面その他で大学側のバックアップが期待で

きる。

2-6-5　山東省五蓮県

　五蓮県は山東省の東南部に位置し青島から 170km、行政的には日照市に属している。人口 51

万、面積 1,500 平方キロ、年間を通じて最高気温は 26.8℃、最低気温-1.7℃、年間降雨量は

835.4mm である。
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(１) 地域経済と労働市場

　以下に同県の産業構造並びに産業別労働力の分布を示す。

五蓮県 GDP の推移                  単位：千元

年次 第一次産業 第二次産業 第三次産業 合計 GDP 伸び率

1997 700,560 1,255,240 751,710 2,707,690

1998 735,400 1,399,280 884,190 3,018,870 11.5％

1999 809,120 1,539,540 972,820 3,321,840 10.0％

構成 24.3％ 46.4％ 29.2％ 100％

（１元＝14 元）

五蓮県産業構造                  単位：千元

1997 1998 1999

機械工業 849,920 978,705 1,085,445

化学工業 1,515 2,253 4,855

自動車 14,489 16,625 31,060

土木建築 375,450 385,046 395,672

紡織業 12,313 14,354 14,877

その他 1,742 2,297 2,591

工業

計 125,542 1,399,280 1,534,500

農業 403,050 423,100 457,560

牧畜業 201,530 211,550 228,780

果樹栽培 95,980 100,750 108.960
農業

計 700,560 735,400 795,300

行政機関 50,450 59,520 67,000

商業貿易 148,200 171,620 187,000

飲食業 32,850 49,030 53,000

観光業 5,000 6,000 7,200

輸送業 357,060 412,750 448,100

金融保険 152,050 174,070 186,000

文芸娯楽 6,100 11,200 21,900

サービス

計 751,710 884,190 970,200

合計 2,707,690 3,018,870 3,300,000

（１元＝14 円）
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五蓮県産業別労働人口（1999）

第一次産業 第二次産業 第三次産業 合計

114,600 94,100 65,200 273,900

41.8％ 34.3％ 23.8％ 100％

業種別企業労働者数

業種 労働者数

機械加工    16,090

紡織服装 9.606

建材 2,508

化工化学 2,807

電工電子 4,511

製紙 1,845

交通運輸 5,409

食品加工 3,853

石材    12,046

貿易流通    10,970

採掘 1,816

建築 4,020

飲食    11,803

金融       900

その他 2,812

合計    90,996

　上表に示すとおり、ここ数年 10％台の経済成長をつづけているが、同県では 2000 年に

おいても強気の目標を設定しており、第一次産業 4.6％、第二次産業 12.3％、第三次産

業 17.2％の成長をめざし、平均 12％、GDP37.2 億元を達成したいとしている。工業分野

でも機械工業、紡織業等を中心に、下表に示すとおり従業員千人前後から数千人を抱え

る企業も 20 数社を数えるに至っているが、これらの優良企業を原動力として一層の工業

化を進める計画を立てている。
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五蓮県主要企業一覧

企業名 固定資産（千元) 従業員数（人)

五蓮県通用機械厰  43,200 1,620

山獅ベアリング集団  85,000 2,300

五蓮県チェン有限公司  56,000 1,100

五蓮県世栄機械有限公司  30,000 1,300

五蓮県農業機械部品厰     126,000 2,000

山東華竜紡織集団 360,000 6,500

蓮合鉱業集団 120,000 1,800

銀河酒業  70,200 1,300

化工厰  80,000 1,900

蓮喜紙業  94,000 1,000

蓮山セメント   8,000 1,000

錦江工芸品有限公司 18,000 1,000

（１元＝14 円）

　ちなみに 1999 年の一人当たり GDP は 5,919 元である。

(２) 教育の概況

　五蓮県の中等教育の概況は下記の通りである。

初中段階 高中段階

初中 職業初中 高中 中専 職業高中 その他

学校数 25 - ６ 4 1 2

在校生 33,570 - 6,611 1,481 475 1,476

99 年入学 10,416 - 2,294   573  94   876

99 年卒業  7,486 - 1,076   389 182   653

（注）本統計表において、要請校はその他に含まれている。

　このうち初中卒業生の上級校への進学率は 53.9％、普通高中卒業生の上級校への進学

率は 55.3％であり、現時点での労働力の教育レベルは下表に示すとおりで決して高いと

は言えないが、徐々に改善の方向に向かいつつあるということはできる。

五蓮県労働力の学歴別比率

大専卒以上 中等教育 初中卒以下

4.7％ 16.2％ 79.1％
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　五蓮県政府の第９次五カ年計画の中で、職業教育については下記の目標が設定されて

いる由。

①中等職業教育の発展に全力を傾注し、2000 年には高中段階の学生の 60％以上を職業中

学の学生が占めることを目標とする。

②各界各層の労働者が常に時代に取り残されることなく知識の更新を図れるよう、あら

ゆる手段を駆使して実効のある在職訓練を継続的に実施するとともに、農民技術学校

を大いに発展させて、農村における成人教育の積極的展開を図る。

③現有の職業学校に対する投資を極力拡大し、経営条件の改善と教学の質的向上を図る

とともに、2010 年までに綜合高等専門学校１校の開設を目指す。

　なお五蓮県における教育経費の状況は下記の通りである。

五蓮県教育経費

支出内訳（千元）
年度

予算総額

（千元） 人件費 公用経費 教育機材

1997 38,434 35,817 3,617 -

1998 41,802 39,260 2,542 -

1999 45,634 43,670 1,964 -

                                              （１元＝14 円）

(３) 要請校の概要

　本校は要請校５校の中で唯一技工学校を前身としており、1994 年に「五蓮県職業技術

教育センター」として再出発したが、現在もなお「職業教育センター」の名称とともに

「五蓮県技工学校」の名称を残し併用している。技工学校は「第２章　職業教育制度

（2-2-2)」に述べた如く、工場労働者を育成する学校で、行政部門は労働部系統に属し、

本校も五蓮県人民政府の労働局が直接の指導機関となっている。1998 年に職業中学を吸

収して一部商業系のコースも持っているが、大部分は工場の職種別にコースが設置され

ている。

　以下にその概要を記す。
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１) 主要目

名称 河北省五蓮県職業技術教育センター

住所

Tel／Fax

五蓮県城富強路 64 号

Tel 0633-521-4835  Fax 0633-521-1661（県労働局）

設
立
1988

政府指定 山東省重点技工学校、山東省職業技術教育モデル校

学校の形態 技工学校、｢五蓮県技工学校」の校名を併用している。

入学資格 初中卒業 就学年限 ２年

敷地面積 90,000 平方メートル 建築面積 15,000 平方メートル

学生数 987 クラス数 25

教員 職員 合計
教職員数

63 59 122

教室面積 1,600 平方メートル 実験室面積 750 平方メートル

学生数 教員数 職員数 クラス数
人数

987 63 59 26

専門コース 旋盤工、熱処理、電気ガス溶接、家電補修、坑内溶接、自動車整
備、セメント工、セラミックス、メカトロニクス、製紙、服装デザ
イン製作、料理、財務会計、商品経営、音楽舞踏、機械設計製造、
仕上げ、電気工、コンピューター、機電修理、建築　　計 21 コース

（注）

技工学校は就学年限３年が原則であるが、本センターの場合２年で卒業させている。

同県労働局の説明では、工業の急速な発展に卒業生の供給が追いつかないため特例を

設けているとしているが、今一つの理由として、農民の子弟が多く、できるだけ短期

間で卒業させて収入の道を付けたいという要望が強いこともあるとのことである。
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２) 組織

総務処（16 人）

財務処（４人）

学務管理所（４人）

校長　学校運営委員会 訓練処（４人）

教務処（63 人）

教育研究所（６人）

弁公室（10 人）

監督室（７人）

（注）

１．一般学生に対する教学は教務処の管轄。

２．（　）内の数字は構成人員数

３) 専門コース別学生数及び教員配置

学生 教員
専門コース

１年 ２年
クラス

専門 教養 補助 実習

旋盤 79 29 3 3 6 3 2

熱処理 32 34 2 1 7 3 1

電気ガス溶接 52 - 1 2 7 3 1

家電補修 - 46 1 3 6 3 1

坑内溶接 156 46 4 4 6 3 2

自動車整備 35 46 2 2 6 3 2

珪酸塩技術 17 - 1 2 7 3 1

セラミックス 18 - 1 2 7 3 2

メカトロニクス - 38 1 3 7 3 1

製紙 74 - 2 1 7 3 1

服装デザイン製作 20 30 2 2 6 3 1

料理 12 - 1 2 7 3 2

財務会計 - 32 1 1 7 3 1

商品経営 84 45 3 2 6 3 1

音楽舞踏 - 62 1 1 4 3 1

（注）

本表は 1999.9～2000.7 の間に開設しているコース（15 コース）の内容を示すもので

ある。本センターは前掲主要目の表に記述した如く、21 の専門コースを持っている
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が、これはこれまでにこれら 21 のコースを開設した実績があり、開設できる体制に

あるということで、常時 21 コース開設しているわけではない。マーケットの需給関

係、教育機材の量的制限等を考慮して、通常毎年 10～15 コース程度を開設しており、

中には隔年ベースで学生を募集しているコースもある。

４) 現有教育機材

機材名 山東省五蓮県職業技術教育センター

１ 視聴覚機材 テレビ 1 台、ビデオデッキ１台

２ コンピュータ 50 台（586 型）

３ 語学教育機材 現有機材なし

４ 音楽舞踊機材 アコーディオン等 30 アイテム

５ 自動車整備機材 現有機材なし

６ 電子電器実験機材 実験台等 32 アイテム

７ 服飾機材 ミシン 10 台

８ 機械加工実験機材 機械模型等 104 アイテム

９ 化学実験機材 現有機材なし

10 車輛 乗用車 1 台（95 年購入、走行距離 20 万キロ)、小
型トラック 1 台 96 年購入、走行距離 20 万キロ
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５) 地域住民に対する職業訓練

①社会人に対する職業訓練

　最近３年の訓練実績を以下に示す。

社会人に対する職業教育の実施状況　　　　単位：人

対象者 内　　容 1997 1998 1999 合計

　会計電算化 -  118  233   351

　継続教育  760  760 2,700 4,220

　機械加工  275  327  293  895

　商品経営 -   30   76  106

在

職

者

　電気・ガス溶接   47   34 -   81

　服装加工 -   87  123  210下崗

労働者 　料理 -   50 -   50

　木工   40  100 -  140

　蔬菜植え付け   73   89 -  162

　かいこ養殖   32 -   26   58

　鉄筋工事  130   70 -  200

　紙箱製作 -  136   25  161

農

民

　塗装   65   48   58  171

合計 1,422 1,859 3,534 6,815

②労働予備制度に対する対応

　(2-2-3）で解説したとおり、普通初中・普通高中卒業者で上級校に進学しない者

は、就職前に１～３年の職業教育を義務づけるという「労働予備制度」なるものが

1995 年以来一部の試行地点で試行されているが、日照市はその試行地点に指定さ

れており、本センターではその該当者を受け入れて、然るべき職業教育を施してい

る。下表はこれに関するここ数年の訓練実績である。
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労働予備制度に係る訓練実施状況     単位：人

初中段階 高中段階
内容

1997 1998 1999 1997 1998 1999

機械 50 - - 41 - -

財務会計 30 27 - - - -

電工 25 - 21 - - -

民間警察 - - - - - -

商品経営 - - - - - -

外経外貿 - - - - - -

仕上げ 30 - 19 - - -

電気仕上げ 25 - 15 - - -

家電修理 23 - - 18 - -

メカトロニクス - 46 - - - -

計算機 - - 35 - 36 38

料理 - 18 - - - -

商品販売 - - - - 27 -

企業管理 - - - - - 19

自動車修理 - 21 - - - -

合計 183 112 90 59 63 57

６) 運営予算

                                                     単位：千元

内訳 1997 1998 1999

予算総額 2,340 1,830 3,440

政府財政 2,000 1,500 1,600収
入授業料収入   340   330 1,840

人件費   882   891 1,115

光熱費   118   131   192

消耗品費   114   156   201

機材補充費    10   110    13

機材維持費    40    30    49

支
　
出

その他 1,165   565   178

                                                   （１元＝14 円）
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７) 卒業生進路状況

　工業化が進展している中、本センターの卒業生は引く手あまたの由で、ほぼコース

に見合った職場に就職しており、就職率は 100％をキープしているとのこと。

　　　　　　　　　　　　　卒業生就職状況一覧（98 年・99 年実績）　　　　単位：人

　　　専門

　　　コース

　就職先

旋

盤

溶

接

セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス

製

紙

電

気

仕

上

げ

服

装

商

品

経

済

自

動

車

修

理

仕

上

げ

工

機

械

製

造

計

算

機

財

務

会

計

音

楽

舞

踏

98 42 24 40 38 3
機械業

99 80 47 3 30

98 14
建材業

99 12 47

98 5 5
製紙業

99 4

98 41 12
紡織業

99 20

98 20 10 5
貿易

99 40

98 5 3
化工業

99 4 10

98 10 4
軽工業

99 8

98 4 5 20
飲食業

99 8 3

98 33 1
交通運輸

99 31

98 15
建築業

99

98 4 4 19
電気業

99

98 16
その他

99
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８) 波及効果

　本センターの社会との接点として挙げられるものは下記の通りである。

①社会人に対する職業訓練

前掲の表の通り。

②労働予備制度に対応した普通初中・普通高中卒業生に対する訓練

前掲の表の通り。

③上・横・下方向機関との連携

　上位機関として提携関係にあるのは、山東財経学院、山東経済幹部管理学院、山東

省教育学校等７大学があって技術的な支援を受けており、横並び機関としては青島テ

レビ厰、天津コンテナー厰、日照市開発区等８つの企業または企業グループと提携し

て共同でコースの開設等に当たっており、下位機関としては県内にある 26 の企業の企

業内訓練校が本センターの管理下にあって、訓練計画の設定、教材の提供、教員の派

遣等学校運営全般について恒常的な指導・支援を行っている。
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第３章　適正な協力範囲第３章　適正な協力範囲第３章　適正な協力範囲第３章　適正な協力範囲・規模等・規模等・規模等・規模等

3333-1-1-1-1　要請内容の検討　要請内容の検討　要請内容の検討　要請内容の検討

3-1-1　河北省冀州職業技術教育センター

(１) 拡充計画

　本センターは要請機材の入手を前提に、編成変えによる専門コースの追加、それに伴

う学生の定員増、さらにそのための校舎の増築といった拡充を計画している。拡充計画

は逐次実施して 2005 年に完成するものとしており、その概要は下記の通りである。

項目 現状 拡充後

専門コース 11 14

在校生数 2,034 3,409

教員数 175 268

教室面積 8,516 8,516

実験室面積 8,764 8,764

１) 専門コースの拡充と学生数の増員

専門コース拡充計画

専門コース 2000 2001 2002 2003 2004 2005

化工 187 256 311 337 340 350

計算機 542 572 640 698 700 700

電子電器 230 247 313 344 353 350

幼児教育 150 194 248 248 248 248

自動車整備 25 75 125 175 200 200

服装加工 120 120 170 244 244 244

機械加工 215 195 235 290 300 300

財務会計 202 106 46 - - -

農学 169 169 109 99 100 110

果樹 93 91 140 99 149 152

牧畜 101 105 100 100 105 155

渉外会計 - 50 100 150 150 150

貿易英語 - - 50 100 150 150

観光 - 50 100 100 150 150

市場販売 - 50 100 100 150 150

合計 2,034 2,280 2,737 3,084 3,339 3,409

（注）現在の「財務会計」コースは、2001 年より「渉外会計」とコース名を変更する。
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２) 教員採用計画

　コース拡充に伴う教員の補強は下記の通り計画されている。

専門コース拡充に伴う教員増員計画

専門コース 2000 2001 2002 2003 2004 2005

化工 13 15 17 20 20 20

計算機 32 34 37 41 41 41

電子電器 15 16 17 19 19 19

幼児教育 8 8 9 10 10 10

自動車整備 5 7 10 15 15 15

服装加工 8 8 10 12 12 12

機械加工 15 17 19 21 21 21

財務会計 11 8 5 - - -

農学 8 8 8 8 8 8

果樹 5 5 5 5 5 5

牧畜 5 5 5 5 5 5

渉外会計 - 3 6 11 11 11

貿易英語 - - 1 2 4 5

観光 - - 1 2 4 5

販売活動 - 1 2 2 6 6

合計 125 135 152 174 182 184

教養・実習 50 58 65 74 82 84

合計 175 192 217 248 264 268

（注）

教員の増員については農村地域のため問題なしとはしないが、市教育委員会による他

校から配置転換、大学卒業生の募集、現有教員の再教育等で対応してゆく由。

３) インフラ建設計画

　コース拡充に伴い、下記の通り宿舎の増築を計画している。なお、教室・実験室に

ついては現在のままで対応可。

宿舎増築計画

建築物 収容状況 完成予定

学生寮（４階建て）
建築面積 3,500 平方メートル、

120 室にて 1,200 名の学生収容可。
2002.8

教員宿舎（５階建て) 教員家族 60 戸分。 2000.6
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４) 拡充後の学校運営経費見通し

　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千元

内訳 予算

予算総額 3,680

政府財政 1,972

授業料収入 1,518

学校事業経営収入  140

収
　
　
入
その他   50

人件費 2,184

光熱費  320

消耗品  410

機材補充費   50

機材整備費  120

支
　
　
出

その他  596

　　　　　　　　　　　　　　（１元＝14 円）

(２) 設置コースの妥当性

　新しく設置を予定している３コースについて、それぞれ下記の市場調査に基づくもの

だとしている。

・貿易英語：

冀州市の対外貿易経済合作局の調査資料によりと、衡水市にある全合弁企業を

対象として調査を行った結果、貿易英語のできる人材の必要数は 720 名である

のに対し、現在 120 名しか対応できておらず、600 名の不足としている。また本

センターが冀州市の各企業に当たったところを集約すると、対外貿易は年々増

加の傾向をたどっており、英語で貿易業務のできる人材の必要数は冀州市だけ

で 137 名という数字が出ている。

・観光：

本センターが 1999 年に当地の観光スポットである兵法城、霊秀山荘等で行った

調査の結果によると、現在観光ガイドは僅かに７名で、少なくとも 50 名は不足

している。また衡水市の旅遊局の計画によると、衡水湖の観光開発ができあが

ると、150 名の観光ガイドが必要となってくる。

・販売営業：

本センターが 1996 年に冀州市の主要企業を対象に調査した結果を分析すると、

冀州市の企業が今すぐに必要としている販売営業マンの数は 521 名であり、こ

の数には現在急上中の個人企業が含まれていない。
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(３) カリキュラム

　職業訓練学校は、標準カリキュラムが設定されておらず、各県で産業構造等の状況、

人材の需要の状況に応じて各校で独自にカリキュラムが編成されている。学制は３年で

ある。カリキュラムは一般教養、専門科目、選択科目と実習から構成され、15 コースで

構成されている。全コースにコンピュータ科目があるが、英語は 13 コース（農業、家禽

コースを除く）に含まれている。カリキュラムは下表のとおりである。
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(４) 要請機材の内容・規模

　要請からかなりの時間が経過したため当時の要請内容では現状にそぐわないという理

由から、現地調査時、先方より新たに機材リストが提出された。主な変更点は LAN 機材

が追加された。

　本調査結果、要請内容は下記表のとおりである。

河北省冀州市職業教育センター

申請機材項目数と金額

１元=13 円

517 アイテム

約 28,022 万円

１ 視聴覚機材 107 項目

ビデオカメラ４台、カラーモニター10 台、カラー
テレビ 50 台、ビデオミキサー２台、字幕機１
台、ビデオプロジェクター５台、編集システム、
衛星有線テレビシステム、エアコン４台、その他

約 4,211 万円

２ コンピュータ関連機材 42 項目

サーバー２台、コンピュータ 200 台、プリンター
66 台、コピー機３台、輪転機２台、デジタルカメ
ラ１台、デジタルビデオカメラ１台、スキャナー
２台、LAN 機材一式（コンピュータ 60 台等)、エ
アコン８台、その他

約 4,973 万円

３ 語学教育機材 44 項目

LL 機器（テープレコーダー112 台)、カラーモニ
ター112 台、練習用小型レコーダー50 台、英文タ
イプライター10 台、エアコン４台、その他

約 3,221 万円

４ 音楽舞踊機材 24 項目

ピアノ 20 台、アコーディオン 25 台、電子オルガ
ン 50 台、バイオリン 30 台、ビオラ４台、チェロ
４台、コントラバス２台、その他

約 834 万円
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５ 自動車整備機材 75 項目

ガソリンエンジントレーナー１台、ディーゼルエ
ンジントレーナー１台、カットモデル（ガソリン
エンジン）１台、カットモデル（ディーゼルエン
ジン）１台、制動試験機１台、その他

約 3,541 万円

６ 電子電器実験機材 80 項目

電子回路実習装置 25 台、論理回路実習装置 25
台、パルス回路実習装置 25 台、半導体実習装置
25 台、直流電圧計 25 台、交流電圧計 25 台、直流
電流計 25 台、交流電流計 25 台、その他

約 1,854 万円

７ 服飾 20 項目

電動裁断機１台、一本針本縫ミシン 40 台、オー
バーロックミシン６台、単環縫ﾎﾞﾀﾝ付きミシン 10
台、電気アイロン 10 台、フルサイズドレスダ
ミー４台、ハーフサイズドレスダミー10 台、その
他

約 879 万円

８ 機械加工実験機材 43 項目

旋盤 10 台、研削盤５台、なかぐり盤１台、形削
盤６台、顕微鏡 10 台、その他

約 3,854 万円

９ 化学実験機材 76 項目

電気マッフル炉１台、ガスクロマトグラフ１台、
赤外線分光光度計２台、分光蛍光光度計 1 台、原
子吸光分光光度計２台、ポーラログラフ３台、そ
の他

約 1,587 万円

10 車輛 ６項目（７台）

ジープ１台、ワゴン車（15 席）１台、ワゴン車
（７席）２台、バス（60 席）１台、ピックアップ
１台、ステーションワゴン１台

約 3,068 万円
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(５) 機材の維持管理体制

　本計画対象施設の受け入れ体制であるが、本プロジェクトの専用実験棟が完工した。

　維持管理部門の過去３年間予算と本プロジェクトを実施される後の予算計画は以下の

とおりである。

単位：万元

人経費 機材購入費 パーツ
購入費

メンテナン
ス契約費

その他 合計

1997 年 7.5 11 3 0.2 0.1 21.8

1998 年 7.7 12 4 0.2 0.1 24.0

1999 年 8.3 10 6 0.4 0.2 24.9

本計画実施後 12.7 3 9 1.5 0.5 26.7

　機材維持管理部門は教学処と実験室である。現在専属 10 名管理技術者を有している。

その内訳がコンピュータ１名、視聴覚機材２名、電子電器１名、自動車整備１名、機械

加工１名、LL 教室１名、音楽舞踊１名、服飾１名と化学１名である。本プロジェクトを

実施されれば、機材維持管理部門は設備管理科になって、17 名ほど管理技術者を増員す

る計画である。その内の５名は日本に派遣し、コンピュータ、機械、視聴覚機材とシス

テム管理などを研修する予定である。

3-1-2　河北省青龍満族自治県職業教育センター

(１) 拡充計画

　本センターの（Ａ）５分校は、要請機材の入手を前提に、編成変えによる専門コース

の追加、それに伴う学生の定員増、さらにそのための校舎の増築といった拡充計画を準

備しており、その概要は下記の通りである。

項目 現状 拡充後

専門コース 13 14

在校生数 1,096 2,650

教員数 135 175

教室面積 3,200 平方メートル 6,200 平方メートル

実験室面積 3,200 平方メートル 5,200 平方メートル
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１) 専門コースの拡充と学生数の増員

　専門コースとして新たに石材彫刻コースを新設して合計 14 コースとし、更に現有の

コースのうち自動車運転・整備、鉱山機械整備、食品加工、計算機の４コースを増員

して、2003 年を目途に学生数を 2,650 名にしたいとしている。

拡充前後の専門コース状況比較

現状 拡充後（2003）
専門コース

人数 クラス 人数 クラス

機械加工 141 3 146 3

自動車運転・整備 141 3 296 6

鉱山機械整備 142 3 296 6

応用電子 146 3 146 3

応用電工 147 3 146 3

工民建築 144 3 146 3

食品加工 148 3 296 6

服装服飾 146 3 146 3

果樹 158 3 146 3

牧畜 146 3 146 3

計算機 150 3 296 6

財務会計 148 3 146 3

観光 147 3 146 3

石材彫刻 - - 146 ３

合計 1,906 39 2,650 54
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２) 教員採用計画

　コース拡充に伴う教員の補強は下記の通り計画されている。

拡充前後専門教科専任教員数比較

専門コース 現状 拡充後 採用計画

機械加工 5 5 -

自動車運転・整備 5 9 4

鉱山機械整備 4 8 4

応用電子 5 5 -

応用電工 5 5 -

工民建築 5 5 -

食品加工 5 9 4

服装服飾 5 5 -

果樹 5 5 -

牧畜 5 5 -

計算機 5 9 4

財務会計 5 5 -

観光 5 5 -

石材彫刻 0 4 4

一般教養その他 71 91 20

合計 135 175 40

（注）

一般に教員の採用については、県政府の人事部門並びに教育主管部門による人事異

動発令ないしは新卒大学生の分配という形でなされる。実習指導教師については個

別交渉で一般社会から採用することが多いが、就職難の昨今、採用に問題はない。
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３) 新校舎の増築

　1995 年、要請機材の受け皿として 4,300 平方メートルの総合実験棟を建設、大部分

の機材については受け入れ態勢が整っているが、拡充計画実施に当たってさらに下記

のインフラ建設を予定している。資金の調達については、現段階ではまだ具体的な手

続きにまでは及んでいないが、すでに県政府の基本的な了承を得ている。

専門コース拡充計画に伴う校舎増築計画

建築物 建築面積
（平方メートル）

建築費
（1,000 元）

完成予定

教学棟 3,000 2.000 2003. ３

石材加工実験室 500 30 2001. 10

自動車整備実験室 1,000 50 2001. 10

食品設備実験室 500 30 2001. 10

合計 5,000 2,110

（１元=14 円）

４) 拡充後の学校運営経費見通し

                                 単位：千元

内　　訳 予算

予算総額 5,400

地方政府財政   2,840

学費収入   2,000

学校事業経営収入  250

財 

源

その他  310

人件費   2,240

光熱費  700

消耗品費   1,000

機材補充費  200

修繕費  880

用 

途

その他  360

                               （１元=14 円）
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(２) 設置コースの妥当性

　新しく設置を予定している石材彫刻コースについて、それを設置する背景・妥当性は

以下の如くである。

　石材（花崗岩）が青龍県の貴重な天然資源の一つとして同県の経済発展に寄与するべ

く期待されていることは（2-6-2）において述べたとおりであり、現在約 5,000 人がこの

業界に従事して年間 100 トンの板材を生産している。この生産量は今後加速的に増加す

ることが予想され、2005 年には生産量 300 トン、従業員が１万人を越すことは目に見え

ている。しかし現在この業界で働いている労働者は、その急速な発展に適切な育成が間

に合わず、ほとんどが他業界からの転職者ないしは農民で、専門的な知識と技能を備え

ている者はごく一部に限られている。この問題に対処すべく、県政府は本センターに対

して現在職職員の早急な訓練（２年以内に現有の 5,000 名すべてに在職訓練を施す）と、

専門コースの開設による中初級労働者と管理者の育成を強く要請している。

(３) カリキュラム

　職業訓練学校は、標準カリキュラムが設定されておらず、各県で産業構造等の状況、

人材の需要の状況に応じて各校で独自にカリキュラムが編成されている。学制は３年で

ある。カリキュラムは一般教養、専門科目、選択科目と実習から構成され、13 コースで

ある。全コースにはコンピュータ科目が組みこまれている。カリキュラムは下表のとお

りである。
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(４) 要請機材の内容・規模

　要請からかなりの時間が経過たため当時の要請内容では現状にそぐわないという理由

から、現地調査時、先方より新たに機材リストが提出された。主な変更点は石材加工機

材が追加された。

　本調査結果、要請内容は下記表のとおりである。

河北省青龍満族自治県職業教育センター

申請機材項目数と金額

１元=13 円

601 アイテム

約 24,692 万円

１ 視聴覚機材 105 項目

ビデオカメラ４台、カラーモニター13 台、デジタ
ルビデオデッキ２台、ビデオデッキ９台、デジタ
ルカメラ１台、編集システム、スキャナー１台、
ビデオプロジェクター１台、衛星有線テレビシス
テム（カラーテレビ 45 台等）、エアコン８台、
コンピュータ１台、プリンター１台、その他

約 3,297 万円

２ コンピュータ関連機材 73 項目

サーバー４台、コンピュータ 150 台、プリンター
54 台、デジタルカメラ１台、デジタルビデオカメ
ラ１台、ビデオプロジェクター３台、ＬＡＮ機材
一式（コンピュータ 90 台等）、エアコン９台、
その他

約 4,399 万円

３ 語学教育機材 40 項目

LL 機器（テープレコーダー112 台)、カラーモニ
ター112 台、ビデオデッキ２台、監視モニター２
台、教材編集機２台、英文タイプライター10 台、
エアコン４台、その他

約 1,498 万円

４ 音楽舞踊機材 47 項目

ピアノ 20 台、アコーディオン 25 台、電子オルガ
ン 20 台、バイオリン 30 台、ビオラ５台、チェロ
５台、民族楽器等、その他

約 596 万円
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５ 自動車整備機材 65 項目

ガソリンエンジントレーナー１台、ディーゼルエ
ンジントレーナー１台、カットモデル（ガソリン
エンジン）１台、カットモデル（ディーゼルエン
ジン）１台、制動試験機１台、その他

約 3,246 万円

６ 電子電器実験機材 70 項目

電子回路実習装置 25 台、論理回路実習装置 25
台、パルス回路実習装置 25 台、半導体実習装置
25 台、直流電圧計 25 台、交流電圧計 25 台、直流
電流計 25 台、交流電流計 25 台、コンピュータ１
台、プリンター１台、その他

約 1,686 万円

７ 服飾 20 項目

電動裁断機１台、一本針本縫ミシン 20 台、オー
バーロックミシン４台、電気アイロン 20 台、フ
ルサイズドレスダミー４台、ハーフサイズドレス
ダミー10 台、その他

約 913 万円

８ 機械加工実験機材 49 項目

旋盤７台、研削盤２台、なかぐり盤１台、ＮＣ工
作機械１台、顕微鏡５台、その他

約 4,211 万円

９ 化学実験機材 121 項目

電気マッフル炉１台、実験用機材 25 セット、実
物投影機２台、ガス分析器４台、赤外線分光光度
計４台、分光蛍光光度計１台、原子吸光分光光度
計２台、ポーラログラフ３台、その他

約 1,248 万円

10 食品加工機材 7 項目

排水処理設備１台、汁搾設備１台、調合設備１
台、脱気装置１台、均質設備１台、滅菌設備１
台、充填設備１台

約 1,050 万円

11 車輛 ４項目（６台）

ジープ２台、ワゴン車（15 席）２台、バス（40－
48 席）１台、ピックアップ１台

約 2,548 万円
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(５) 協力の方針

１) 視聴覚教育機材

　本機材は視聴覚教材の作成機材と放映機材から構成されている。中国側は教育の手

段として映像を利用した教育を重視し、教育部は電化教育を推進している。教育の立

場から、基本的には映像を通じて教育することは最も効果のある教育手段であること

も事実である。

　また中国の現状では市販の視聴覚教材を入手することは困難であり、独自の視聴覚

教材を作成することが不可欠である。入手が困難である理由は、日本のように民間の

教科書出版会社がないことが上げられる。本校は５校農業技術分校と 200 以上の村及

び 80 以上の企業に対して、技術指導を行っている。したがって、視聴覚教材作成機材

の調達は当該対象地域の住人に対し高い裨益効果を与え、その役割を十分に果たせる

と思われる。

　中国中央テレビ局では全国向けに教育番組を作成し、専用のチャンネルを使用して

放送を実施している。この放送は中国の国土の事情から地上波ではなく衛星放送と

なっており、これらの放送を受信して、生徒の教育に役立てたいという要望は非常に

強い。本校が地域の文化、技術教育などの中心的な役割を果たすことを考慮すると、

その役割上、中央テレビ映像の受信装置は必要不可欠である。

２) コンピュータ

　コンピュータ教室用、LAN 構築機材用とマルチメディア教室用に使用される。コン

ピュータ教室は専門コース（コンピュータ応用）と一般教養に使われる。中国のコン

ピュータ教育は職業教育学校卒業生の３大基本技能（コンピュータ、英語、実用文）

の１つであることから、コンピュータ操作の習得は、就職する上での必須条件である。

つまりコンピュータの使えることが職業教育学校の卒業生として不可欠な要素となる

ことなった。

　またコンピュータ教室のネットワーク機材も要請された。今日のコンピュータ事情

はネットワーク化にする傾向が一段と強くなりつつある。ネットワークもコンピュー

タ教育の一部分となっている。特にコンピュータ専門コースにとって、ネットワーク

は必須項目となっている。最低限のネットワーク機材が必要と思われる。
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　LAN 構築用機材は、職業訓練を効率的、有効的に実践する上で必要とされる機材であ

る。河北省教育委員会もこのような認識から、職業教育学校における LAN 構築の推進

を通達しており、今後このような機材を活用しての職業訓練が地域内で広汎されるこ

とが期待されている。要請金額から判断すると、各訓練センターより要請された機材

の規模がまちまちであるが、使用目的、用途等を勘案し、仕様などの面で今後適正な

規模設定が必要となる。

３) LL 教室

　コンピュータと同様英語も職業教育学校卒業生の３大基本技能（コンピュータ、英

語、実用文）の１つである。すべての生徒が英語教育を受ける義務がある。中国側の

期待も絶大なもので、LL 教室を確保している。また標準語の教育も語学機材を必要と

している。

４) 車輛

　本校は正規な職業教育だけではなく、学校教育の他に地域住民の成人教育（農民教

育、在職者訓練、下崗労働者職業訓練等）にも取り組み、学校の夜間、休暇期間を利

用し、受講者を集めたり教員を派遣することにより実施している。本校は５校農業技

術分校と 200 以上の村及び 80 以上の企業に対して、技術指導を行っている。また、学

校は施設機材が十分に整備されていない為、地域の各企業と提携し、各工場で実習を

させる為に学生を企業へ派遣しているケースもある。本車輛の導入が単なる通学の意

味ならず、地域全体職業教育に資するとの意味があるものと推定され、地域への成人

教育指導と実習施設への送迎などを具体的に精査することにより、車輛調達の妥当性

を検討すべきである。

５) その他の機材

　音楽舞踊機材、自動車整備機材、電子電器実験機材、服飾機材、機械加工実験機材、

化学実験機材、食品加工機材も要請された。これらの機材に関して、現有機材、使用

頻度、使用グループ人数、カリキュラム時間割などを算定することによって、適当な

機材と台数を決めていくことが妥当であると考える。

６) ２台以上の機材に対して、その数量の妥当性を検討する必要がある。特にコン

ピュータと LL 教室機材の数量は膨大で、その使用目的、用途及び使用グループ人数、

カリキュラム時間割などを考慮し、必要な数量を決める必要がある。
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(６) 機材の維持管理体制

　本計画対象施設の受け入れ体制であるが、本プロジェクトのため実験棟(4,300 平方

メートル)を 94 年に着工し、95 年に竣工した。また、石材加工実験室（500 平方メート

ル)、自動車整備実験室（1,000 平方メートル）と食品設備実験室（500 平方メートル）

も 2001 年 10 月に竣工する予定である。

　維持管理部門の過去３年間予算と本プロジェクトを実施される後の予算計画は以下の

とおりである。

単位：万元

消耗品購入費 パーツ購入費 機材メンテ
ナンス費

その他 合計

1997 年 　　54.9 43 44 23 164.9

1998 年 　　67.7 58 35.8 26 187.5

1999 年 　74 55 38.7 30 197.7

本計画実施後 　100 20 88 36 244

　機材維持管理部門は教学処である。現在専属９名管理技術者を有している。本プロ

ジェクトを実施されれば、３名ほど管理技術者を増員する計画で、全部で 12 名になる。

その内訳がコンピュータ２名、視聴覚機材２名、電子電器１名、自動車整備１名、機械

加工２名、LL 教室１名、音楽舞踊１名、服飾１名と化学１名である。

3-1-3　雲南省西双版納民族職業教育センター

(１) 拡充計画

　本センターの職業高中部門は、要請機材の入手を前提に、編成変えによる専門コース

の追加、それに伴う学生の定員増、さらにそのための校舎の増築といった拡充計画を準

備しており、その概要は下記の通りである。

項　目 現　状 拡　充　後

専門コース 8 コース 14 コース

在校生数 1,250 2,100

教員数 108 196

教室面積 2,395 平方メートル 4,000 平方メートル

実験室面積 5,400 平方メートル 8,200 平方メートル
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１) 専門コースの拡充と学生数の増員

　専門コースとして新たに計算機応用、園芸・花栽培、自動車整備、農村家庭経営、

電子電器修理、音楽舞踊の６コースを新設して合計 14 コースとし、更に現有のコース

の学生定員を調整して、2003 年を目途に学生数を 2,100 名にするものとしている。

拡充前後の専門コース状況比較

現状 拡充後（2003）
専門コース

人数 クラス 人数 クラス

観光ガイド 186 4 168 3

客室飲食服務 232 5 150 3

料理 105 2 150 3

保安 118 2 150 3

電算・秘書 196 4 168 3

電算会計 157 3 135 3

師範 168 3 168 3

現
有
コ
ー
ス

観光英語 88 2 135 3

計算機応用 - - 168 3

園芸・花栽培 - - 150 3

自動車整備 - - 135 3

音楽舞踊 - - 135 3

農村家庭経営 - - 135 3

新
設
コ
ー
ス

電子電器修理 - - 150 3

合計 1,250 25 2,100 42
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２) 教員採用計画

　コース拡充に伴う教員の補強は下記の通り計画されている。

専門コース 現状 拡充後 採用計画

観光ガイド 13 13 -

客室飲食服務 19 19 -

料理 9 12 3

保安 9 9 -

電算秘書 16 16 -

電算会計 15 15 -

師範 16 16 -

観光英語 11 13 2

計算機応用 - 9 9

園芸・花栽培 - 12 12

自動車整備 - 12 12

音楽舞踊 - 12 12

農村家庭経営 - 10 10

電子電器修理 - 12 12

合計 108 180 72

３) 新校舎の建設

　本プロジェクトの実現を見越して、下記の新校舎建設工事を実施、ほぼ完成に近づ

いている。なお本工事の予算は、第１年度（1999）4,734 千元、第２年度（2000）

3,338 千元、第３年度（2001）1,422 千元、合計 9,494 千元となっており、財政資金

90％、自己資金 10％で賄われている。

建造物 面積 工事進捗状況

本部総合教学棟 171,754 平方メートル 完成

分校総合教学棟 13,798 平方メートル 完成

本部実験棟 2,800 平方メートル 2000 年７月完成

分校学生寄宿舎 996 平方メートル 2001 年３月完成

　なお上記の他に、学生数の増員に伴う学生寮の増設が必要となるとのことで、別途

その建設費が 2000 年以降の運営経費（次表）の中に見込まれている。
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４) 拡充に伴う学校運営経費の見通し

　拡充に伴う学校運営予算については下記の通り見積もられているが、その財源につ

いては従来通りそのほとんどを政府財政に依存する形が続けられる予定である。

単位：千元

2000 2001 2002 2003

予算総額 3,478 3,740 4,120 4,610

州政府財政 1,666 1,800 1,900 2,000

省政府財政 1,582 1,600 1,890 2,230財
源
授業料等学生納付金 230 280 330 380

人件費 1,607 1,870 2,128 2,500

光熱費・消耗品費 700 755 812 870

機材補充費 105 50 60 70

修繕費 100 30 70 100

用
途

学生寮建設費 966 1,035 1,050 1,070

（１元＝14 円）

(２) 設置コースの妥当性

　新しく設置を予定している６コースについて、その背景と妥当性をそれぞれ下記の如

く説明されている。

・計算機応用：

西双版納州労働服務公司の統計データによると、1999 年末における西双版納州

のコンピュータ装備率は、政府機関で 90.5％、民間企業で 100％となっており、

この地方にも情報化が急速に進展しつつあることを示している。この時代の流

れに対応して、コンピューターの効率的な活用を図るためには、コンピュー

ターに関する相応の知識を備えた人材の育成が急務である。西双版納人材交流

センターの分析によると、コンピューターの応用知識を備えた人材の需要量は

405 名、現時点でそれに対応できる人材は 55 名に過ぎないとのことである。

・園芸・花栽培：

西双版納農村地域の収入増に繋がるものとして期待されているのが園芸と薬草

である。州の動植物弁公室、労働服務公司を歴訪して知り得た情報によると、

同州で園芸と薬草を栽培経営している４大植物公司だけで従業員 8,400 人余い

るが、専門知識のある人材は 120 人余りに過ぎない。これからの発展が期待さ

れている分野だけに、少なくともさらに 500 人の技術者は必要としている。
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・自動車整備：

交通部門の統計によれば全州の原動機付き車輌の総数は、1998 年末で 156 千台

余りであったが、99 年にはこの台数が 15％増えている。州労働服務公司による

と、自動車の整備工場は全部で 37 社、従業員 600 余名だが、警備要員は現在で

もすでに 1,500 名は必要で、900 名は不足しているとのこと。

・音楽舞踊：

西双版納は観光地であり、少数民族の音楽舞踊は劇場はもとよりホテル・レス

トラン等至る所で行われ、客を呼んでいる。しかも舞台に上がるのは必ずしも

プロの歌い手やダンサーというわけではなく、一般の従業員がショーマンを兼

ねているのが一般的である。観光業・旅行業は少数民族の主要な就職口の一つ

であるが、そこに職を求めるに際しては、音楽舞踊に心得のあることが有利な

条件となっている。ちなみに、1999 年の同州の内外観光客数は延べ 150 万人、

観光関係の業界に勤める従業員 4,800 人余、そのうち音楽舞踊の出来る者が 260

人との統計数字があるが、この方面の需要は 450 人以上はあるということであ

る。

・農村家庭経営：

学生の多くは農民の子弟であり、卒業後農家に帰って農業に従事する者も多い。

彼らにとっては農村が職場であり、農業が職業である。概して原始的な農業で

生計を立てている少数民族地域においては、家庭単位で営む農業に学校で習得

した近代技術を持ち帰ることの意味は大きい。ちなみに、1999 年の統計による

と、西双版納の農村労働人口は 299,867 人であり、州全体の労働人口の 70.6％

を占めている。

・電子電器修理：

西双版納は家電の普及が遅れている地域であるとはいえ、全州 314 千戸の家庭

にテレビだけで 208 千台ある。家電製品はテレビに止まるものでないことは言

うまでもないが、ここはまだ家電製品を修理を繰り返して大切に使う世界であ

る。修理店は現在 60 軒（90％が私営)、従業員は 1,700 名であるが、これらの

店で求めている技術者だけで 200 人余りに上る。西双版納でも雇用創出の一環

として個人開業を進めているが、修理店の全くない村が 2,080 村もあることを

考えると、西双版納にとっては大きなマーケットである。
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(３) カリキュラム

　職業訓練学校は、標準カリキュラムが設定されておらず、各県で産業構造等の状況、

人材の需要の状況に応じて各校で独自にカリキュラムが編成されている。本校は他の４

校と違って、学制が２年である。カリキュラムは一般教養と専門科目から編成され、全

部で 14 コースである。全コースにコンピュータ科目が含まれているが、英語については

５コース（機械構造、電子メーター、コンピュータ、工業電気自動化、旅行サービス）

しか含まれていない。カリキュラムは次表のとおりである。
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(４) 要請機材の内容・規模

　要請からかなりの時間が経過したため当時の要請内容では現状にそぐわないという理

由から、現地調査時、先方より新たに機材リストが提出された。主な変更点は以下のと

りである。

(１) ガス溶接とアーク溶接機材が追加された。

(２) 電気工学機材アイテム数が 18 から 62 に追加された。

　本調査結果、要請内容は下記表のとおりである。

山東省五蓮県職業技術教育センター

申請機材項目数と金額

１元＝13 円

459 アイテム

約 16,869 万円

１ 視聴覚機材 62 項目

ビデオプロジェクター１台、ビデオカメラ２台、カ
ラーモニター17 台、カラーテレビ 35 台、ビデオミキ
サー１台、字幕機１台、編集システム、衛星有線テレ
ビシステム、その他

約 1,750 万円

２ コンピュータ関連機材 13 項目

サーバー４台、コンピュータ 122 台、プリンター５
台、スキャナー２台、オーバーヘッドプロジェクター
１台、ネットワーク機材、その他

約 2,021 万円

３ 語学教育機材 18 項目

LL 機器（テープレコーダー100 台)、カラーモニター
50 台、コンピュータ 1 台、その他

約 572 万円

４ 音楽舞踊教材 41 項目

ピアノ１台、アコーディオン 20 台、電子オルガン 49
台、バイオリン 16 台、ビオラ 4 台、チェロ 4 台、コ
ントラバス２台、その他

約 815 万円
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５ 自動車整備機材 69 項目

ガソリンエンジントレーナー５台、ディーゼルエンジ
ントレーナー５台、バイクエンジントレーナー５台、
カットモデル（ガソリンエンジン）１台、カットモデ
ル（ディーゼルエンジン）１台、制動試験機１台、そ
の他

約 1,238 万円

６ 電子電器実験機材 101 項目

電子回路実習装置 25 台、論理回路実習装置 25 台、パ
ルス回路実習装置 25 台、半導体実習装置 25 台、直流
電圧計 25 台、交流電圧計 25 台、直流電流計 25 台、
交流電流計 25 台、その他

約 2,823 万円

７ 服飾 31 項目

電動裁断機１台、一本針本縫ミシン 50 台、オーバー
ロックミシン５台、単環縫ボタン付きミシン 10 台、
電気アイロン 10 台、フルサイズドレスダミー10 台、
ハーフサイズドレスダミー10 台、その他

約 919 万円

８ 機械加工実験機材 62 項目

旋盤 28 台、研削盤４台、なかぐり盤１台、NC 工作機
械、顕微鏡７台、その他

約 5,245 万円

９ 化学実験機材 57 項目

分析天秤 10 台、投影機２台、磁気攪拌器 10 台、電
解・イオン実験器１台、電解装置 10 台、熱風乾燥器
２台、電気加熱器 10 台、ガス溶接機材とアーク溶接
機材、その他

約 56 万円

10 車輌 ５項目（５台）

ジープ１台、ワゴン車１台、バス（50～60 席）１
台、ピックアップ１台、ステーションワゴン１台

約 1,430 万円
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(５) 協力の方針

　本プロジェクトは中華人民共和国の経済改革につれ、職業教育重視という教育改革に

基づく職業技術学校を整備する計画によるマスタープランに従って、中国側から要請さ

れたものである。運営主体の維持管理体制は十分に計画されて、本プロジェクトの受入

体制が整っているため、問題はないと推定される。要請機材は１．視聴覚機材、２．コ

ンピュータ関連機材、３．語学教育機材、４．音楽舞踊機材、５．自動車整備機材、６．

電子電器実験機材、７．服飾機材、８．機械加工実験機材、９．化学実験機材、10．車

輌となっている。各機材の考え方を以下に示す。

１) 視聴覚教育機材

　本機材は視聴覚教材の作成機材と放映機材から構成されている。中国側は教育の手

段として映像を利用した教育を重視し、教育部は電化教育を推進している。教育の立

場から、基本的には映像を通じて教育する事は最も効果のある教育手段であることも

事実である。

　また中国の現状では市販の視聴覚教材を入手することは困難であり、独自の視聴覚

教材を作成することが不可欠である。入手が困難である理由は、日本のように民間の

教科書出版会社がないことが上げられる。本校は 26 ヵ所企業内の職業学校へ教師を派

遣し、教育指導を行われている。したがって、視聴覚教材作成機材の調達は当該対象

地域企業在職人員の技術向上に対し高い裨益効果を与え、その役割を十分に果たせる

と思われる。

　中国中央テレビ局では全国向けに教育番組を作成し、専用のチャンネルを使用して

放送を実施している。この放送は中国の国土の事情から地上波ではなく衛星放送と

なっており、これらの放送を受信して、生徒の教育に役立てたいという要望は非常に

強い。本校が地域の文化、技術教育などの中心的な役割を果たすことを考慮すると、

その役割上中央テレビ映像の受信装置は必要不可欠である。

２) コンピュータ

　コンピュータ教室は専門コース（コンピュータ応用）と一般教養に使われる。中国

のコンピュータ教育は職業教育学校卒業生の３大基本技能（コンピュータ、英語、実

用文）の１つであることから、コンピュータ操作の習得は、就職する上での必須条件

である。つまりコンピュータの使えることが職業教育学校の卒業生として不可欠な要
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素となることとなった。

　また、コンピュータ教室のネットワーク機材も要請された。今日のコンピュータ事

情はネットワーク化にする傾向が一段と強くなりつつある。ネットワークもコン

ピュータ教育の一部分となっている。特にコンピュータ専門コースにとって、ネット

ワークは必須項目となっている。最低限のネットワーク教材が必要と思われる。

３) LL 教室

　コンピュータと同様英語も職業教育学校卒業生の３大基本技能（コンピュータ、英

語、実用文）の１つである。すべての生徒が英語教育を受ける義務がある。中国側の

期待も絶大なもので、LL 教室を確保している。

　本校の所在地の山東省五蓮県は少数民族地方ではないが、方言のなまりが強くて、

対外交流の障害になっている。標準語の教育も本校の急務になっている。語学機材を

必要としている。

４) 車輌

　本校は正規な職業教育だけではなく、学校教育の他に地域住民の成人教育（農民教

育、在職者訓練、下崗労働者職業訓練等）にも取り組み、学校の夜間、休暇期間を利

用し、受講者を集めたり教員を派遣することにより実施している。本校は 26 ヵ所の企

業の学校に教員を派遣し、技術指導を行っている。また、学校は施設機材が十分に整

備されていない為、地域の各企業と連携し、各工場で実習をさせる為に学生を企業へ

派遣しているケースもある。本車輌の導入が単なる通学の意味ならず、地域全体職業

教育に資するとの意味があるものと推定され、地域への成人教育指導と実習施設への

送迎などを具体的に精査することにより、車輌調達の妥当性を検討すべきである。

５) その他の機材

　音楽舞踊機材、自動車整備機材、電子電器実験機材、服飾機材、機械加工実験機材、

化学実験機材も要請された。これらの機材に関して、現有機材、使用頻度、使用グ

ループ人数、カリキュラム時間割などを算定することによって、適当な機材と台数を

決めていくことが妥当であると考える。

６) ２台以上の機材に対して、その数量の妥当性を検討する必要がある。特にコン

ピュータと LL 教室機材の数量は膨大で、その使用目的、用途及び使用グループ人数、

カリキュラム時間割などを考慮し、必要な数量を決める必要がある。
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(６) 機材の維持管理体制

　本計画対象施設の受け入れ体制であるが、本プロジェクトの専用実験棟が今年８月に

着工される予定である。

　維持管理部門の過去３年間予算と本プロジェクトが実施される後の予算計画は以下の

通りである。

単位：万元

人件費 機材購入費 パーツ購入費
メンテナンス
契約費

合計

1997 年 6.3 1.2 0.4 3.2 11.1

1998 年 6.3 0.7 0.3 3.2 10.5

1999 年 7.14 1.7 0.5 4.0 13.34

本計画実施後 19.5 7.0 3.0 20.0 49.5

　機材維持管理部門は教学処である。現在専属７名管理技術者を有している。電子電器

３名、機械４名である。本プロジェクトを実施されれば、機材維持管理部門は設備管理

科になって、８名ほど管理技術者を増員する計画である。

3-1-4　瀋陽職工大学付属職業中等専門学校

(１) 拡充計画

　本校は要請機材の入手を前提に、専門コースの新設を含む編成変え、それに伴う学生

の定員増、さらにそのための校舎の増築といった拡充計画を準備しており、その概要は

下記の通りである。

項　目 現　状 拡　充　後

専門コース 9 コース 12 コース

在校生数 2,416 3,105

専任教員数 75 105

教室面積 7,800 平方メートル 14,666 平方メートル

実験室面積 406 平方メートル 3,980 平方メートル

１) 専門コースの拡充と学生数の増員

　2003 年を目途に、現在の９コースから徐々に秘書、渉外貿易、外事秘書、外事サー

ビスの４コースを廃止し、新たに NC 旋盤操作・保全、自動車整備、服装デザイン・製

作、観光英語、観光日本語、電気器具修理、内装デザインの７コースを新設して 12
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コースとすると同時に、学生数を現在の 2,416 名から 3,105 名に増員しようというも

のである。

拡充前後の専門コース状況比較

現状 拡充後（2003）
専門コース

人数 クラス 人数 クラス

計算機応用 1,231 26 1,080 24

財務会計電算化 435 10 135 3

秘書 56 1 廃止

渉外貿易 50 1 廃止

外事秘書 39 1 廃止

外事サービス 36 1 廃止

商務営業 91 3 135 3

経済貿易英語 345 8 405 9

現
有
コ
ー
ス

証券投資 133 3 135 3

NC 旋盤操作・保全 270 6

自動車整備 135 3

服装デザイン製作 135 3

観光英語 270 6

観光日本語 135 3

電気器具修理 135 3

新
設
コ
ー
ス

装飾デザイン 135 3

合計 2,416 54 3,105 69
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２) 教員採用計画

　コース拡充に伴う教員の補強は下記の通り計画されている。

専門コース 現状 拡充後 採用計画

計算機応用 11 15 4

財務会計電算化 6 6 -

商務営業 2 2 -

経済貿易英語 5 5 -

証券投資 2 2 -

NC 旋盤操作・保全 1 4 3

自動車整備 1 3 2

服装デザイン製作 1 3 2

観光英語 0 4 4

観光日本語 0 3 3

電気器具修理 1 3 2

装飾デザイン 0 3 2

一般教養・その他 45 53 8

合計 75 105 30

（注）

１．教員採用に当たっては、

①遼寧省人事庁の人材センターで紹介してもらう

②直接普通大学と交渉して人材を回してもらう

③新聞広告等で公募する

といった３つのルートが考えられるが、瀋陽のような都会の場合は普通の僻地と違って人材

には事欠かず、任地も市内である限り問題はなく、採用で困難に遭遇することはない。

２．上記は専任教員の人数であり、実際各コースの教学に当たるのはこの他に兼任教員と他校か

ら臨時に招聘する教員が加わる。

３) 新校舎の建設

　本校は上述の専門コースの拡充計画に合わせて、敷地内に 15,000m2 の新校舎－総合

実験教学楼を建設することが批准・決定されており、本年（2000 年）の４月には着工

するとしている。新校舎は７階建てで、１～４階に 3,890m2の実験室を配し、５～７階

を教室に当てる計画である。工期は１年ということで、2001 年の４月に完工が予定さ

れているが、本プロジェクトで供与される機材は、上記１～４階の実験室に配置され

る計画になっている。

　建設資金は市政府より 200 万元、市総工会より 700 万元、瀋陽職工大学より 200 万

元で計 1,100 万元の出資がすでに決定している。
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４) 拡充後の学校運営経費見通し

　拡充後も下記の如く、政府財政からの給付金と授業収入とで、通常の運営経費は賄

えるものと見込んでいる。一時的な出資については、その都度申請・批准を経て別途

予算を付けてもらうシステムになっている。

単位：1,000 元

内訳 予算

予算総額 5,120

政府財政 470収
入授業料収入 4,650

人件費 1,695

福利厚生費 956

講師招聘費 553

機材補充費 200

光熱費 1,200

支
出

その他 516
（１元＝14 円）

(２) 設置コースの妥当性

　現有のまま保留するコース、すなわち計算機応用、財務会計電算化、商務営業、経済

貿易英語、証券投資の５コースについては、コンピューター化が進み、市場経済への移

行を国策とする中国の都市部においては、時代にマッチしたものとして異論を差し挟む

余地は見当たらない。ここ数年の卒業生の就職率が 100％をキープしていることも、この

コースを設置することの妥当性をサポートしていると言えるだろう。

　新しく設置を予定している７コースについては、それぞれ下記の市場調査に基づくも

のである。

・NC 旋盤操作・保全

機械工業は瀋陽市の主要産業の一つであり、従業員１万人以上の大企業だけで 21

社を数える。機械加工に従事する労働者は 40 万人近くであるが、市人材センター

の記録によると、ここ数年の NC 旋盤工の需給状況は下記の通りで、絶対的な人材

不足を証明している。

求人企業数 求人数 実際採用数

1997 65 社 985 人 127 人

1998 72 社 1,065 人 309 人

1999 79 社 1,176 人 517 人



－125－

・自動車整備：

遼寧省交通庁の統計資料によると、省内の原動機付き車輌の台数は 158 万台、自

動車整備工場数は、14,875 であり、これら工場の必要とする整備工の数が 59,500

名であるのに対して、実際に整備作業に従事している人員は 32,905 名で、27,595

名の不足という数字が出ている。その上、現在整備工として働いている人員の

70％は専門的な訓練を受けていない。

ちなみに上記統計数字のうち瀋陽市については、原動機付き車両台数 30 万台、自

動車整備工場数 2,261、必要整備工数 22,742 名、現有整備工 13,742 名、不足数

9,200 名となっている。

・服装デザイン・製作

人材服務公司情報部、さらには黎明服務厰、第二印染服装厰、遼寧服装集団西服

厰、皇姑区服装厰等中小型企業でヒアリングを行った結果、得られた情報は下記

の通りである。

昨年瀋陽市では、服装のデザイン・型取・裁断・縫製等に一定の技術を備えた職

人 1,000 人以上の募集がなされたが、採用できたのは 500 名余りに過ぎなかった。

この他にも瀋陽には数字を把握しにくい個人経営の服装会社が無数にあり、この

方面の人材需要に計り知れないものがある。

ちなみに遼寧省の現有服装工場は 380 数社で、従業員数は 6.5 万人である。

・観光英語／観光日本語

遼寧省旅遊局統計処、遼寧青年旅行社、遼寧省海外旅行社、遼寧国家旅行社等で

調査した結果は下記の通り：

遼寧省で 1999 年に受け入れた欧米並びに日本からの観光客は延べ 19 万人で、前

年比５％増である。これに対処するためには 1,500 名の観光ガイドが必要である

が、現有は 847 名で 653 名の不足となっている。

ちなみに上記統計数字のうち瀋陽については、欧米・日本からの観光客延べ７万

人、必要ガイド数 800 余名、現有 346 名で不足 454 名である。

・電気器具修理：

市場調査の結果は下記の通りである。

瀋陽市の所帯数は 200 万戸、100 戸当たりの家電所有数を見ると、VCD29、カラー

TV108、ビデオ 67、洗濯機 90、冷蔵庫 84、カメラ 58 で、合計 911 万台の家電が

使われている。電気器具の修理を扱う店は 105 軒あるが、その他に個人経営の店

が 1,100 軒余りある。この数字からすると、これら家電の修理に当たる人員は

4,000 名以上が必要であるが、現在修理に従事している人員は 2,100 人弱であり、
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2,000 名余りが不足している計算になる。

ちなみに遼寧省全体で見ると人口 4,000 万、所帯数 1,000 万戸として、２万人の

修理要員が必要であるが、現有は 8,000 人余りで、まだ 12,000 人が必要というこ

とができる。

・装飾デザイン

遼寧省広告協会と遼寧省テレビ広告部で調査した結果は下記の通り：

遼寧省には広告デザイン並びに広告作成会社が約 2,000 社あり、広告デザインに

従事しているデザイナーが 23,000 人いる。コンピューターの普及に従って、コン

ピューターソフトを駆使したデザイナーの需要が毎年 30％の勢いで伸び続けてお

り、人数にすると毎年 6,000 人あまりの人材が求められている。

ちなみに瀋陽市の場合は、上記会社数約 1,100 社、現有の装飾デザイナー約

13,000 人、毎年の需要増約 3,000 人である。

(３) カリキュラム

　職業訓練学校は、標準カリキュラムが設定されておらず、各県で産業構造等の状況、

人材の需要の状況に応じて各校で独自にカリキュラムが編成されている。学制は３年で

ある。

　カリキュラムは一般教養、専門科目、選択科目と実習から編成され、15 コースで編成

されている。全コースにコンピューター科目があるが、英語は 13 コース（農業、家禽

コースを除く）に含まれている。カリキュラムは下表のとおりである。
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(４) 要請機材の内容・規模

　要請からかなりの時間が経過したため当時の要請内容では現状にそぐわないという理

由から、現地調査時、先方より新たに機材リストが提出された。主な変更点は LAN 機材

が追加された。

　本調査結果、要請内容は下記表のとおりである。

河北省冀州市職業教育センター

申請機材項目数と金額

１元＝13 円

517 アイテム

約 28,022 万円

１ 視聴覚機材 107 項目

ビデオカメラ 4 台、カラーモニター10 台、カラーテ
レビ 50 台、ビデオミキサー２台、字幕機１台、ビデ
オプロジェクター５台、編集システム、衛星有線テレ
ビシステム、エアコン４台、その他

約 4,211 万円

２ コンピュータ関連機材 42 項目

サーバー２台、コンピュータ 200 台、プリンター66
台、コピー機３台、輪転機２台、デジタルカメラ１
台、デジタルビデオカメラ 1 台、スキャナー２台、
LAN 機材一式（コンピュータ 60 台等)、エアコン８
台、その他

約 4,973 万円

３ 語学教育機材 44 項目

LL 機器（テープレコーダー112 台)、カラーモニター
112 台、練習用小型レコーダー50 台、英文タイプライ
ター10 台、エアコン４台、その他

約 3,221 万円

４ 音楽舞踊機材 24 項目

ピアノ 20 台、アコーディオン 25 台、電子オルガン
50 台、バイオリン 30 台、ビオラ４台、チェロ４台、
コントラバス２台、その他

約 834 万円

５ 自動車整備機材 75 項目

ガソリンエンジントレーナー１台、ディーゼルエンジ
ントレーナー１台、カットモデル（ガソリンエンジ
ン）１台、カットモデル（ディーゼルエンジン）１
台、制動試験機１台、その他

約 3,541 万円
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６ 電子電器実験機材 80 項目

電子回路実習装置 25 台、論理回路実習装置 25 台、パ
ルス回路実習装置 25 台、半導体実習装置 25 台、直流
電圧計 25 台、交流電圧計 25 台、直流電流計 25 台、
交流電流計 25 台、その他

約 1,854 万円

７ 服飾 20 項目

電動裁断機１台、一本針本縫ミシン 40 台、オーバー
ロックミシン６台、単環縫ボタン付きミシン 10 台、
電気アイロン 10 台、フルサイズドレスダミー４台、
ハーフサイズドレスダミー10 台、その他

約 879 万円

８ 機械加工実験機材 43 項目

旋盤 10 台、研削盤５台、なかぐり盤１台、形削盤６
台、顕微鏡 10 台、その他

約 3,854 万円

９ 化学実験機材 76 項目

電気マッフル炉１台、ガスクロマトグラフ１台、赤外
線分光光度計２台、分光蛍光光度計１台、原子吸光分
光光度計２台、ポーラログラフ３台、その他

約 1,587 万円

10 車輌 ６項目（７台）

ジープ１台、ワゴン車（15 席）１台、ワゴン車（７
席）２台、バス（60 席）１台、ピックアップ１台、
ステーションワゴン１台

約 3,068 万円

(５) 協力の方針

１) 視聴覚教育機材

　本機材は視聴覚教材の作成機材と放映機材から構成されている。中国側は教育の手

段として映像を利用した教育を重視し、教育部は電化教育を推進している。教育の立

場から、基本的には映像を通じて教育することは最も効果のある教育手段であること

も事実である。

　また中国の現状では市販の視聴覚教材を入手することは困難であり、独自の視聴覚

教材を作成することが不可欠である。入手が困難である理由は、日本のように民間の

教科書出版会社がないことが上げられる。本校は下崗職員の再就職教育の数がそれほ
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ど多くないが、農民技術学校への技術協力に力を入れている。農閑期あるいは夜間の

時間を利用して、農民技術学校へ教師を派遣し農作業に関する実用技術を指導する。

したがって、視聴覚教材作成機材の調達は当該対象地域の住人に対し高い裨益効果を

与え、その役割を十分に果たせると思われる。

　中国中央テレビ局では全国向けに教育番組を作成し、専用のチャンネルを使用して

放送を実施している。この放送は中国の国土の事情から地上波ではなく衛星放送と

なっており、これらの放送を受信して、生徒の教育に役立てたいという要望は非常に強い。

　本校が地域の文化、技術教育などの中心的な役割を果たすことを考慮すると、その

役割上、中央テレビ映像の受信装置は必要不可欠である。

２) コンピュータ

　コンピュータ教室用、LAN 構築機材用とマルチメディア教室用に使用される。コン

ピュータ教室は専門コース（コンピュータ応用）と一般教養に使われる。中国のコン

ピュータ教育は職業教育学校卒業生の３大基本技能（コンピュータ、英語、実用文）

の１つであることから、コンピュータ操作の習得は、就職する上での必須条件である。

つまりコンピュータの使えることが職業教育学校の卒業生として不可欠な要素となる

こととなった。

　またコンピュータ教室のネットワーク機材も要請された。今日のコンピュータ事情

はネットワーク化にする傾向が一段と強くなりつつある。ネットワークもコンピュー

タ教育の一部分となっている。特にコンピュータ専門コースにとって、ネットワーク

は必須項目となっている。最低限のネットワーク機材が必要と思われる。

　LAN 構築用機材は職業訓練を効率的、有効的に実践する上で必要とされる機材である。

河北省教育委員会もこのような認識から、職業教育学校における LAN 構築の推進を通

達しており、今後このような機材を活用しての職業訓練が地域内で広汎されることが

期待されている。要請金額から判断すると、各訓練センターより要請された機材の規

模がまちまちであるが、使用目的、用途等を勘案し、仕様などの面で今後適正な規模

設定が必要となる。

３) LL 教室

　コンピュータと同様英語も職業教育学校卒業生の３大基本技能（コンピュータ、英

語、実用文）の１つである。すべての生徒が英語教育を受ける義務がある。中国側の



－135－

期待も絶大なもので、LL 教室を確保している。本校の観光コースと商業貿易英語コー

スと国際会計コースは専門英語教育を行っている。また標準語の教育も語学機材を必

要としている。

４) 車輌

　本校は正規な職業教育だけではなく、学校教育の他に地域住民の成人教育（農民教

育、在職者訓練、下崗労働者職業訓練等）にも取り組み、学校の夜間、休暇期間を利

用し、受講者を集めたり教員を派遣することにより実施している。また、学校は施設

機材が十分に整備されていない為、地域の各企業と連携し、各工場で実習をさせる為

に学生を企業へ派遣しているケースもある。本校は農閑期あるいは夜間の時間を利用

して、農民技術学校へ教師を派遣し農作業に関する実用技術を指導する。本車輌の導

入が単なる通学の意味ならず、地域全体職業教育に資するとの意味があるものと推定

され、地域への成人教育指導と実習施設への送迎などを具体的に精査することにより、

車輌調達の妥当性を検討すべきである。

５) その他の機材

　音楽舞踊機材、自動車整備機材、電子電器実験機材、服飾機材、機械加工実験機材、

化学実験機材も要請された。これらの機材に関して、現有機材、使用頻度、使用グ

ループ人数、カリキュラム時間割などを算定することによって、適当な機材と台数を

決めていくことが妥当であると考える。

６) ２台以上の機材に対して、その数量の妥当性を検討する必要がある。特にコン

ピュータと LL 教室機材の数量は膨大で、その使用目的、用途及び使用グループ人数、

カリキュラム時間割などを考慮し、必要な数量を決める必要がある。

(６) 機材の維持管理体制

　本計画対象施設の受け入れ体制であるが、本プロジェクトの専用実験棟が完工した。

　維持管理部門の過去３年間予算と本プロジェクトを実施される後の予算計画は次表の

とおりである。
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単位：万元

人経費
機材
購入費

パーツ
購入費

メンテ
ナンス
契約費

その他 合計

1997 年 7.5 11 3 0.2 0.1 21.8

1998 年 7.7 12 4 0.2 0.1 24.0

1999 年 8.3 10 6 0.4 0.2 24.9

本計画実施後 12.7 3 9 1.5 0.5 26.7

　機材維持管理部門は数学処と実験室である。現在専属 10 名管理技術者を有している。

その内訳がコンピュータ１名、視聴覚機材２名、電子電器１名、自動車整備１名、機械

加工１名、LL 教室１名、音楽舞踊１名、服飾１名と化学１名である。本プロジェクトが

実施されれば、機材維持管理部門は設備管理科になって、17 名ほど管理技術者を増員す

る計画である。その内の５名は日本に派遣し、コンピュータ、機械、視聴覚機材とシス

テム管理などを研修する予定である。

3-1-5　山東省五蓮県職業技術教育センター

(１) 拡充計画

　本センターは要請機材の入手を前提に、編成変えによる専門コースの追加、それに伴

う学生の定員増、さらにそのための校舎の増築といった拡充を計画している。拡充計画

は逐次実施して 2003 年に完成するものとしており、その概要は下記の通りである。

項目 現状 拡充後

手持ち 21 27
専門コース

開設 15 15

在校生数 987 1,800

教員数 63 132

教室面積 1,600 平方メートル 2,950 平方メートル

実験室面積 750 平方メートル 8,320 平方メートル
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１) 専門コースの拡充と学生数の増員

専門コース拡充計画

専門コース 2000 2001 2002 2003

料理 12 - - -

商品経営 84 - - -

セメント工 17 - - -

セラミックス 18 - - -

製紙 74 - - -

坑内溶接 206 50 - -

機械設計・製造 50 50 - -

仕上げ 50 100 100 100

旋盤工 129 100 100 100

熱処理 82 100 100 100

電気・ガス溶接 102 100 100 100

自動車整備 85 100 150 200

服装デザイン・製作 70 100 100 150

電気工 50 100 100 100

家電修理 50 100 100 100

音楽舞踏 50 100 100 100

計算機 50 150 200 250

観光ガイド - 50 100 100

旋盤設備保全 - 50 100 100

機械製造技術・設備 - 50 100 100

電子計器 - 50 100 100

工業電気自動化 - 50 100 100

合計 1,179 1,400 1,650 1,800
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２) 教員採用計画

　コース拡充に伴う教員の補強は下記の通り計画されている。

専門コース 現状 拡充後 採用計画

料理 2 2 -

商品経営 2 2 -

セメント工 2 2 -

セラミックス 2 2 -

製紙 1 1 -

坑内溶接 2 2 -

仕上げ 1 5 4

旋盤工 2 4 2

熱処理 1 3 2

電気・ガス溶接 2 3 1

自動車整備 2 5 3

服装デザイン・製作 2 4 2

電気工 1 5 4

家電修理 2 4 2

音楽舞踏 1 4 3

計算機 2 7 5

観光ガイド - 4 4

旋盤設備保全 - 4 4

機械製造技術・設備 - 4 4

電子計器 - 4 4

工業電気自動化 - 4 4

その他専門・教養 36 22 58

合計 63 70 133
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３) 新校舎の建設

　本センターでは、本プロジェクトの実現を期に学校全体の配置替えを伴う青写真を

すでに用意しているが、そこで計画されている新校舎の建設計画は下記の通りである。

建造物 建築面積 工事開始 完工 投資金額 資金源

中心実験楼 4,500 平方
メートル

2000.8 2001. 5 3,000 千元 財政資金

機械加工実験室 3,500 平方
メートル

2000.8 2000.11 1,600 千元 財政資金

自動車修理実験室 2,160 平方
メートル

2000.8 2000.11 1,000 千元 財政資金

（１元＝14 円）

４) 拡充後の学校運営経費見通し

　拡充後の学校運営予算については下記の通り見積もられている。

単位：千元

予算総額 4,300

政府財政 2,600

授業料収入 1,700

学校事業経営収入 -

財
　
源

その他 -

人件費 1,800

光熱費   300

消耗品   450

機材補充費   100

修繕費   200

用
　
途

その他 1,450

（１元＝14 円）

(２) 設置コースの妥当性

　新しく設置を予定している５コースについては、それぞれ下記の市場調査に基づくも

のだとしている。

・観光ガイド

五蓮県周辺の観光事業はこのところめざましい発展を見せている。五蓮県旅遊

局並びに同旅行社の統計によると、五蓮山、九仙山等の観光開発の進展に伴い、

観光客の数は 1997 年の延べ 11 万人から、98 年の 18 万人、さらに 99 年には 32
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万人という急増ぶりである。99 年に五蓮県旅行社が雇用した観光ガイドは 16 人

に過ぎなかったが、これは然るべき訓練を受けた人材が求められなかったから

で、実際には 230 人程度の需要がある由。

・旋盤設備保全

五蓮県には現在各種旋盤 9,000 台近くが稼働しており、機械加工は当地の主要

な職種の一つに数えられるが、そのメンテナンス要員となると、全県に僅か 300

名いるのみで、しかもそのうち中級技術者と言えるのはせいぜい 40％前後に過

ぎない。本センターが主要機械工場（通用機械厰、減振器総厰、五金工具厰

等）を回ってでヒアリング調査を行った結果では何処もこの種の人材を必要と

しており、実際に必要とされる人数は全県で 900 名、不足 600 名というデータ

が出ている。

・機械製造技術・設備

当局のアンケート調査の結果によると、各種機械製造業界の必要としている人

材数は 1,000 名余、不足約 500 名というデータが得られている。

・電子計器

五蓮県経済委員会の集計したデータに基づいたものであるが、県内各企業で設

置されている電子計器の数 40,000 個、これらの保全に携わる者の数 300 名余で

あるが、実需 980 名、不足 680 名となっている。

・工業電気自動化

五蓮県建材集団、蓮喜紙業集団、華竜紡織集団等でヒアリングした結果による

と、各工場では自動化設備の維持管理に人を欠いているという結果が出ている。

98 年時点で当該職種に従事している人員は県全体で 320 名、然るに実際には

650 名は必要であるという。当時募集の結果採用し得たのは 120 名のみで、この

職種に関しては何処の工場も渇望している由である。

(３) カリキュラム

　職業訓練学校は、標準カリキュラムが設定されておらず、各県で産業構造等の状況、

人材の需要の状況に応じて各校で独自にカリキュラムが編成されている。本校は他の４

校と違って、学制が２年である。カリキュラムは一般教養と専門科目から構成され、全

部で 14 コースである。全コースにコンピュータ科目が含まれているが、英語については

５コース（機械製造、電子メーター、コンピュータ、工業電気自動化、旅行サービス）

しか含まれていない。カリキュラムは下表のとおりである。
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(４) 要請機材の内容・規模

　要請からかなりの時間が経過たため当時の要請内容では現状にそぐわないという理由

から、現地調査時、先方より新たに機材リストが提出された。主な変更点は以下のとお

りである。

　（１）ガス溶接とアーク溶接機材が追加された。

　（２）電気工学機材アイテム数が 18 から 62 に追加された。

　本調査結果、要請内容は下記表のとおりである。

山東省五蓮県職業技術教育センター

申請機材項目数と金額

１元=13 円

459 アイテム

約 16,869 万円

１ 視聴覚機材 62 項目

ビデオプロジェクター１台、ビデオカメラ２台、
カラーモニター17 台、カラーテレビ 35 台、ビデ
オミキサー１台、字幕機１台、編集システム、衛
星有線テレビシステム、その他

約 1,750 万円

２ コンピュータ関連機材 13 項目

サーバー４台、コンピュータ 122 台、プリンター
５台、スキャナー２台、オーバーヘッドプロジェ
クター１台、ネットワーク機材、その他

約 2,021 万円

３ 語学教育機材 18 項目

LL 機器（テープレコーダー100 台)、カラーモニ
ター50 台、コンピュータ１台、その他

約 572 万円

４ 音楽舞踊機材 41 項目
ピアノ１台、アコーディオン 20 台、電子オルガ
ン 49 台、バイオリン 16 台、ビオラ４台、チェロ
４台、コントラバス２台、その他

約 815 万円

５ 自動車整備機材 69 項目
ガソリンエンジントレーナー５台、ディーゼルエ
ンジントレーナー５台、バイクエンジントレー
ナー５台、カットモデル（ガソリンエンジン）１
台、カットモデル（ディーゼルエンジン）１台、
制動試験機１台、その他

約 1,238 万円
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６ 電子電器実験機材 101 項目

電子回路実習装置 25 台、論理回路実習装置 25
台、パルス回路実習装置 25 台、半導体実習装置
25 台、直流電圧計 25 台、交流電圧計 25 台、直流
電流計 25 台、交流電流計 25 台、その他

約 2,823 万円

７ 服飾 31 項目

電動裁断機１台、一本針本縫ミシン 50 台、オー
バーロックミシン５台、単環縫ボタン付きミシン
10 台、電気アイロン 10 台、フルサイズドレスダ
ミー10 台、ハーフサイズドレスダミー10 台、そ
の他

約 919 万円

８ 機械加工実験機材 62 項目

旋盤 28 台、研削盤４台、なかぐり盤１台、NC 工
作機械、顕微鏡７台、その他

約 5,245 万円

９ 化学実験機材 57 項目

分析天秤 10 台、投影機２台、磁気攪拌器 10 台、
電解・イオン実験器１台、電解装置 10 台、熱風
乾燥器２台、電気加熱器 10 台、ガス溶接機材と
アーク溶接機材、その他

約 56 万円

10 車輛 ５項目（５台）

ジープ１台、ワゴン車１台、バス（50～60 席）１
台、ピックアップ１台、ステーションワゴン 1 台

約 1,430 万円
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(５) 協力の方針

　本プロジェクトは中華人民共和国の経済改革につれ、職業教育重視という教育改革に

基づく職業技術学校を整備する計画によるマスタープランに従って、中国側から要請さ

れたものである。運営主体の維持管理体制は十分に計画されて、本プロジェクトの受入体

制が整いでいるため、問題はないと推定される。要請機材は１．視聴覚機材、２．コン

ピュータ関連機材、３．語学教育機材、４．音楽舞踊機材、５．自動車整備機材、６．電

子電器実験機材、７．服飾機材、８．機械加工実験機材、９．化学実験機材、10．車輛

となっている。各機材の考え方を以下に示す。

１) 視聴覚教育機材

　本機材は視聴覚教材の作成機材と放映機材から構成されている。中国側は教育の手

段として映像を利用した教育を重視し、教育部は電化教育を推進している。教育の立

場から、基本的には映像を通じて教育することは最も効果のある教育手段であること

も事実である。

　また中国の現状では市販の視聴覚教材を入手することは困難であり、独自の視聴覚

教材を作成することが不可欠である。入手が困難である理由は、日本のように民間の

教科書出版会社がないことが上げられる。本校は 26 ヵ所企業内の職業学校へ教師を派

遣し、教育指導を行われている。したがって、視聴覚教材作成機材の調達は当該対象

地域企業在職人員の技術向上に対し高い裨益効果を与え、その役割を十分に果たせる

と思われる。

　中国中央テレビ局では全国向けに教育番組を作成し、専用のチャンネルを使用して

放送を実施している。この放送は中国の国土の事情から地上波ではなく衛生放送と

なっており、これらの放送を受信して、生徒の教育に役立てたいという要望は非常に

強い。本校が地域の文化、技術教育などの中心的な役割を果たすことを考慮すると、

その役割上、中央テレビ映像の受信装置は必要不可欠である。

２) コンピュータ

　コンピュータ教室は専門コース（コンピュータ応用）と一般教養に使われる。中国

のコンピュータ教育は職業教育学校卒業生の３大基本技能（コンピュータ、英語、実

用文）の１つであることから、コンピュータ操作の習得は、就職する上での必須条件

である。つまりコンピュータの使えることが職業教育学校の卒業生として不可欠な要
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素となることなった。

  

　またコンピュータ教室のネットワーク機材も要請された。今日のコンピュータ事情

はネットワーク化にする傾向が一段と強くなりつつある。ネットワークもコンピュー

タ教育の一部分となっている。特にコンピュータ専門コースにとって、ネットワーク

は必須項目となっている。最低限のネットワーク機材が必要と思われる。

３) LL 教室

　コンピュータと同様英語も職業教育学校卒業生の３大基本技能（コンピュータ、英

語、実用文）の１つである。すべての生徒が英語教育を受ける義務がある。中国側の

期待も絶大なもので、LL 教室を確保している。

本校の所在地の山東省五蓮県は少数民族地方ではないが、方言のなまりが強くて、対

外交流の障害になっている。標準語の教育も本校の急務になっている。語学機材を必

要としている。

４) 車輛

　本校は正規な職業教育だけではなく、学校教育の他に地域住民の成人教育（農民教

育、在職者訓練、下崗労働者職業訓練等）にも取り組み、学校の夜間、休暇期間を利

用し、受講者を集めたり教員を派遣することにより実施している。本校は 26 ヵ所の企

業の学校に教員を派遣し、技術指導を行っている。また、学校は施設機材が十分に整

備されていない為、地域の各企業と提携し、各工場で実習をさせる為に学生を企業へ

派遣しているケースもある。本車輛の導入が単なる通学の意味ならず、地域全体職業

教育に資するとの意味があるものと推定され、地域への成人教育指導と実習施設への

送迎などを具体的に精査することにより、車輛調達の妥当性を検討すべきである。

５) その他の機材

　音楽舞踊機材、自動車整備機材、電子電器実験機材、服飾機材、機械加工実験機材、

化学実験機材も要請された。これらの機材に関して、現有機材、使用頻度、使用グ

ループ人数、カリキュラム時間割などを算定することによって、適当な機材と台数を

決めていくことが妥当であると考える。

６) ２台以上の機材に対して、その数量の妥当性を検討する必要がある。特にコン

ピュータと LL 教室機材の数量は膨大で、その使用目的、用途及び使用グループ人数、
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カリキュラム時間割などを考慮し、必要な数量を決める必要がある。

(６) 機材の維持管理体制

　本計画対象施設の受け入れ体制であるが、本プロジェクトの専用実験棟が今年８月に

着工される予定である。

　維持管理部門の過去３年間予算と本プロジェクトを実施される後の予算計画は以下の

とおりである。

単位：万元

人経費 機材購入費 パーツ購入
費

メンテナン
ス契約費

合計

1997 年 6.3 1.2 0.4 3.2 11.1

1998 年 6.3 0.7 0.3 3.2 10.5

1999 年 7.14 1.7 0.5 4.0 13.34

本計画実施後 19.5 7.0 3.0 20.0 49.5

　機材維持管理部門は教学処である。現在専属７名管理技術者を有している。電子電器

３名、機械４名である。本プロジェクトを実施されれば、機材維持管理部門は設備管理

科になって、８名ほど管理技術者を増員する計画である。

3-23-23-23-2　案件の採択について　案件の採択について　案件の採択について　案件の採択について

3-2-1　プロジェクトの評価

　本プロジェクトは下記の諸点から判断して、無償資金協力の対象として妥当なものと考えら

れる。

(１) 中国は当面の国造りの方針を経済発展による富の増大に置いており、そのためにはそ

れに直接的に寄与しうる中級人材の育成がきわめて重要との認識に立っている。この点、

高等中学校レベルの職業学校の充実を支援する本プロジェクトは中国政府の方針にかな

うものである。

(２) 中国のここ十数年の経済成長にはめざましいものであるるが、その中で表面化してい

る矛盾の一つが、沿岸部と中西部、都市部と農村部との経済格差の増大である。政府は

この格差の是正を図るべく、３月の人民代表大会においても中西部開発を提唱したとこ

ろであるが、協力対象として提案されている 22 の地域が、一部の例外を除き中西部の貧

困地域を中心としている点は妥当な選択であると考えられる。
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(３) 上記それぞれの地域における援助対象校を、すべて当該地域における重点校ないしは

モデル校（中でも最も影響力大と目される学校）としたことは、援助効果の極大化の観

点から適切な選択であったと考えられる。

（注）中国はかねてから限られた教育資源に最大限の効果を発揮させるべく、規模・教

員・設備・教学実績等の面において一定のレベル以上にある一部の優良校を重点

校あるいはモデル校として指定し、そこに重点投資することによって次のような

効果をねらう政策を採っている。（［資料５］参照）

・優秀な学生に良好な学習環境を保証することにより、それぞれのレベル・領域

において中心的な役割を果たし得る人材を育てる。

・それぞれの領域あるいは環境における教学のあり方を追求し、次のような方法

によりその波及を図る。

イ）関係者間の定期的な会合あるいは見学等による経験の交流

ロ）他校教員に対する在職訓練の実施

ハ）教材の開発

ニ）教育当局との交流による政策への反映

(４) 援助対象校の活動が在校一般学生の教育に止まらず、農民層の再教育、下崗職員の転

職訓練等、中国の抱えている社会問題にも大きく寄与するものであることは、援助の効

果を一層大きくするものとして評価できる。

3-2-2　課題

　今回の援助対象校の選択は結果として適切なものであったと考えられるが、今後本プロジェ

クトを本格的にスタートさせるに当たっては、対象校選定の原則を中国側当局と再度確認し、

一貫した考え方を確立しておくことが望まれる。

　今回の対象校の選択を妥当なものであるとするならば、下記のような選定基準案が考えられ

る。

(１) 各地域における重点校ないしはモデル校であること。

(２) 上記に該当する学校の中でも社会的あるいは政策的観点から影響力の最も大きいと思

われる学校であること。

(３) 単に在校一般学生の教育のみならず、地域住民に対する職業教育等当該地域において

社会的意義を見いだせる活動に従事している学校であること。
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第４章　基本設計調査の方向性第４章　基本設計調査の方向性第４章　基本設計調査の方向性第４章　基本設計調査の方向性

4-14-14-14-1　基本方針　基本方針　基本方針　基本方針

　供与機材の選定にあたっては、下記の原則に基づいてなされるべきものと考える。

(１) 各校とも全日制の高級中学レベルのクラスを対象とし、対象とする専門コースについ

ては、各校が立案している拡充計画を基準とする。

(２) 供与機材は、拡充計画に織り込まれている専門コースについて、教育大綱を満足する

範囲内のものとする。

　以下ミニッツから抜粋：

(１) 必要性がカリキュラムによって確認できない機材は協力対象としない。

(２) 主として個人が使用・所有する機材は協力対象としない。

(３) 教育目的以外の多目的な使用に供される可能性がある機材は協力対象としない。

(４) 協力実施後必要な有資格教員・職員・予算措置が確保され、適切な運営・維持管理体

制が保証されない機材は協力対象としない。

(５) 良好な使用及び維持管理のために、高度な技術・高額な費用、多数の人員を要する機

材は協力対象としない。また、高額且つ数が多いものに対しては、適正規模を勘案する。

(６) 据え付けのために大規模な施設改修・拡張等を必要とする機材は協力対象としない。

(７) スペアパーツや予備品が容易に現地調達できない機材は協力対象としない。

(８) 消耗品は協力対象としない。

(９) 特定の企業によって製造・販売がなされている機材は協力対象としない。

(10) 現在及び将来にわたり他の援助機関から整備の可能性がある機材は協力対象としない。
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(11) 中国側の自助努力では整備が困難な機材のうち、中等教育レベルで不可欠の基礎教材

の充足を優先する。

(12) 当該中等学校の生徒数・教員数・授業数等と比して、数量が絶対的に不足している必

要機材の充足を優先する。

(13) 既存機材のうち、老朽化・陳腐化によって基礎的な機能及び教育上最低限のニーズを

満たせない機材の更新を優先する。

(14) カリキュラム改訂やシラバスの見直し等、教育内容の変更に伴って新規に必要になっ

た教材の追加を優先する。

(15) 直接、教育上必要としない施設備品（エアコン、除湿機、掃除機等）は協力対象とし

ない。

4-24-24-24-2　案件の選択について　案件の選択について　案件の選択について　案件の選択について

　中華人民共和国では、1985 年の「教育体制改革に関する決定」により中等レベルにおける職

業技術教育の発展が提唱された。以来、中等レベルでの技術・職業訓練への比重を増すことによ

り、経済発展の阻害要因になっている中間レベルの技術者や管理者の人材開発を行い、同時に大

学への入学圧力を少なくするという政策を取ってきた。1991 年には職業技術教育の発展を奨励

する国務院決定を発令し、とりわけ中等職業技術学校の拡大と、模範となるような中堅校の強化

を重点項目のひとつとし、社会需要に即した職業技術教育制度の確立を提唱した。1993 年には

職業教育法を公布して、職業教育の位置づけ、学校管理体制、予算等の制定を行い職業教育は法

制化された。このような中国の職業技術教育における政策・法制面での整備に伴い、訓練施設や

学生数の増加がみられ、一定の発展をしてきた。

　しかし、実際の学校現場においては、必要とする訓練設備・機材の不足は著しく、経済・社会

需要に即した訓練の実施を制限してきた。2000 年には、中等学校卒業生の６～７割が中等職業

訓練を受けることを目標としていたが、貧弱な設備・機材に起因する教育の立ち後れが問題と

なっているうえ、重点、モデル校としての機能が果たせるような中堅校の強化も継続課題となっ

ている。中国における、労働に対する需要と供給のミスマッチの原因は、労働配給制と賃金政策

のみならず、経済・社会の早い変化に教育体制が対応してこなかった点も一因とされ、職業技術

訓練校の量的・質的向上は、国家が発展していくうえで、重要な問題となっている。

　加えて、国有企業改革に伴う一時帰休者（「下崗」と呼ばれる。実際はほぼ復職不可能。）の
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増加は、急激な失業率の悪化の原因となっており、中等職業訓練は、｢下崗」労働者の再就職の

為の訓練の場を供給するとともに、在職者の技能訓練の場としても重要な役割を果たしつつある。

　このような状況下、中国政府は、黒龍江省、吉林省、遼寧省、河北省、雲南省、甘粛省、寧夏

回族自治区、新彊ウイグル自治区、青海省、陜西省、山西省、山東省、広西チワン族自治区、内

モンゴル自治区、貴州省、湖北省、江西省、河南省、四川省、重慶市、湖南省、安徽省において、

５年間に計 22 地域における中等職業技術重点校に対する、職業教育機材整備を予定しており、

その一環として、今般河北省冀州市、同省青龍満族自治県、雲南省西双版納、瀋陽市、山東省五

蓮県に所在する計５校に対する協力を要請をしている。同要請５校はそれぞれ特色、バックグラ

ウンドを持っており、協力対象校として妥当な選択と考えられる。

(１) 瀋陽職工大学付属職業中等専門学校

　瀋陽は国有企業改革問題の典型ともいえる地方で、下崗（企業内失業者）の身分でま

だ復職出来ていない労働者が 35 万人いるとのこと。要請校は上部機構が瀋陽市総工会で

下崗問題の直接の当事者でもある。

(２) 西双版納民族職業訓練センター

　西双版納は少数民族地域。少数民族の貧困は無教育と貧困との悪循環（貧困が教育の

機会を狭め、それがまた貧困を呼ぶ。)、言語のハンデャップ（情報からの隔絶)、特殊

な生活観念からくる時代感覚の欠如等に起因しており、その子弟に対する教育は少数民

族地域生活圏に新しい知識と観念を持ち込む意味で地域に与える影響があると考えられ

る。

(３) 青龍満族自治県職業教育センター

　青龍は農村社会で、一人あたりの GDP が 3,100 元（全国平均 6,400 元）という貧困県

であり、教育普及より貧困からの脱出を試みている。全国農村教育総合改革実験区に指

定されており、その中にあっても要請校はかねてから地域社会に対するアプローチが積

極的で中央政府からも評価されている模様だが、機材は皆無に等しい。

(４) 冀州市職業技術教育センター

　紀州市のある河北省は職業教育のモデル省。また同センターは国の職業教育重点校に

選定されており、設備、機材とも他校と比較して充実している。教育政策上外せない学

校である。
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(５) 山東省五蓮県職業技術教育センター

　同センターは、同県労働局と教育委員会が管轄する学校でいわゆる労働技能者を育成

する技能学校である。
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